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序文 
 
 
 

本冊子は、スウェーデンの安全保障開発政策研究所、日本の鹿

島平和研究所、そして台湾の遠景基金會が共催した「自由で開か

れた国際秩序に関する研究会」の第二弾として開催された研究会

の成果をまとめたものである。前回の研究会の成果は、Norah M. 
Huang（黃 美鳳）、Jagannath Panda、四方立夫の編纂により、「自

由で開かれた国際秩序の擁護のために」として刊行された。 

今回の研究会では、前年の成果を踏まえ、さらに深く、充実し

た議論が展開された。最終的な評価は読者諸賢に委ねるが、ここ

ではプロデューサー的な立場から、個人的な所感を二点述べるこ

ととしたい。 

一点目として指摘しておきたいのは、今年の研究会には 2024
年 9 月に実施した一週間の研究旅行の成果が色濃く反映されてい

ることである。訪問先はリトアニアのヴィリニュスとチェコ共和

国のプラハであった。現地では、両国の外務省や安全保障系シン

クタンク、リトアニア国家防衛省、チェコ内務省（情報機関の所

轄官庁）、ヴィリニュス大学およびカレル大学の関係者と意見を

交わす機会を得た。官庁街ではためくウクライナ国旗は、我々に

深く、そして貴重な示唆を与えた。なお、遠景基金會のメンバー

はヴィリニュス訪問後、台湾に帰国したことを言い添えておきた

い。 

リトアニアは、1251 年のリトアニア大公国の建国、1569 年の

ポーランドとの連合国家形成を経て、着実に国力を高めていっ

た。しかし 1772 年から 1795 年にかけて三度行われたポーランド分

割の結果、最終的にロシア帝国に併合された。第一次世界大戦後

の 1918 年、リトアニアは独立を宣言した。しかし 1940 年にはソビ

エト連邦に併合され、1941 年から 1944 年にかけてはナチス・ドイ



viii    自由で開かれた秩序の再構築 

ツの占領下に置かれ、その後、再びソビエト連邦に組み込まれ

た。50 年に亘り他国の支配下に置かれたリトアニアは、1990 年、

遂に独立を回復する。このように、ロシアとソビエト連邦による

抑圧の歴史を経験したことから、リトアニアには自由、民主主

義、人権を重視する強い意識が根付いている。2020 年には、祖国

同盟のイングリダ・シモニーテ首相率いる新政権が発足し、台湾

をはじめ、世界各地で展開されている自由のための運動への支持

を表明した。翌 2021 年には、台湾がリトアニアに駐リトアニア代

表処を設立する。この動きに中国は強く反発し、駐リトアニア中

国大使を召還するとともに、リトアニア製品の輸入を制限するな

どの経済制裁を科した（2023 年に解除）。その後、リトアニアで

は 2024 年の総選挙で社会民主党が勝利し、政権交代が起きたもの

の、台湾との関係は続いた。両国の関係は、単なる経済・外交上

の戦略に止まらず、自由主義的価値観の共有に根ざしたものであ

る。ロシアによるウクライナ侵攻が長期化する中、リトアニアは

ロシアが自国に侵攻する可能性を現実的な脅威と捉え、国境防衛

に今後 10 年間で 11 億ユーロ超を投資する計画を発表した。ここに

はロシアの同盟国であるベラルーシとの国境防衛も含まれる。ま

た、エストニアおよびラトビアと連携して「バルト防衛線」プロ

ジェクトを推進し、北大西洋条約機構（NATO）が進める欧州東部

防衛の一環として、協調的な防衛体制の構築を進めている。さら

に今年 5 月以降、リトアニアには 5,000 人のドイツ軍兵士が駐留し

ている。 

2018 年、チェコ共和国では台湾に留学した経験を持つズデニェ

ク・フジブがプラハ市長に就任した。フジブ市長は「一つの中

国」原則に異議を唱え、北京との姉妹都市協定を解消し、新たに

台北と姉妹都市協定を締結した。続いて 2020 年には、チェコの上

院議長が台湾を訪問している。チェコ政府は 2023 年以降、台湾と

の関係をさらに強化する一方、中国の人権問題や強制外交を公然

と批判している。今後、同国は経済協力よりも、民主主義や人権

といった価値の共有を重視する価値観外交を優先することが予想

される。台湾との関係は国内で超党派の支持を得ており、今後さ

らに深化していく可能性が高い。では、ロシアとの関係はどうだ

ろうか。第二次世界大戦後、チェコスロバキア共産党はソビエト

連邦の支援を得てクーデターを起こし、政権を掌握した。1968 年

には「プラハの春」として知られる民主化運動がソ連（ワルシャ
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ワ条約機構）軍の戦車によって弾圧され、1989 年のビロード革命

まで主権を回復することはなかった。このような歴史的経緯を踏

まえ、チェコ共和国はロシアを安全保障上の脅威とみなし、ウク

ライナを積極的に支援している。 

今年のワークショップについて、もう一つ指摘しておきたいの

は、日本、スウェーデン、台湾の各チームにメンバーの変更があ

ったことである。日本チームでは、欧州を担当していた長島純元

空将に代わり、石井正文氏（元駐インドネシア大使、元駐ベルギ

ー大使、元 NATO 日本政府代表）が新たに参加した。 

米国は、第二次トランプ政権の発足以降、国際舞台から大きく

後退している。トランプ大統領の下で、米国政府は重商主義的な

通商政策、絶対王政的な国内統治、反啓蒙主義的な社会政策、そ

して国際法を軽視した外交政策など、前近代的な施策へと逆行し

ている。筆者はこの状況を「第 5 次大覚醒」の政治的顕現と捉え

ており、あと 30 年は継続すると見ている。参考までに、これまで

の 4 度の大覚醒の平均的な継続期間は約 30 年だった。第二次世界

大戦後に構築された国際秩序が未曾有の規模で崩壊しつつある

今、本冊子の提言は米国以外の民主主義諸国において活発な議論

の出発点となるものと確信している。 

 
平泉 信之 

鹿島平和研究所（日本）会長 

2025 年 7 月 
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要旨および政策提言 

第二次世界大戦後に形成された自由で開かれた国際秩序は、米国

のリーダーシップ、米国と欧州・アジアの同盟関係、自由貿易、

民主的パートナーシップ、ルール形成、多様な国際機関の構築な

どを特徴としているが、そのガバナンスと信頼性は現在、深刻な

危機に直面している。 

中国は米国が主導する現在の秩序を弱体化し、新たに中国主導

の国際秩序を創造すべく、経済、軍事、技術面の進歩を押し進め

てきた。この目的を果たすため、中国は世界の国々、特にグロー

バルサウス（ラテンアメリカ、西アジア、アフリカ、アジアなど

の途上国・新興国）とのパートナーシップの再構築に注力してい

る。その結果、これらの国々では中国の影響力が拡大している

が、その一方で、中国の強圧的な経済・外国政策が主因となり、

欧州との関係は悪化している。このような状況下で、多くの国々

が参加する、新しい時代にふさわしい実効性のある自由で開かれ

た国際秩序を再構築するためには、環大西洋関係の強化が極めて

重要になる。 

先日ハーグで開催された北大西洋条約機構（NATO）首脳会議

で、米国のドナルド・トランプ大統領が米国にとっての NATO の

意義を認めたことは大きな転換点となった。この変化には、トラ

ンプ大統領の要請や、ロシアが突きつけている安全保障上の脅威

を受けて、欧州の同盟国が国防費を GDP 比 5％近くまで引き上げ

ることに合意したことが大きく関係している。 

トランプ大統領の新たな姿勢が今後も続くかどうかは不透明だ

が、今回の NATO 首脳会議において、改めて負担分担に注目が集

まったことは、NATO の進化にとって重要な節目となった。この

変化は、自由で開かれた国際秩序を強化する上で欧州連合（EU）
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と米国の協力がいかに重要か、この国際秩序に新たな活力をもた

らす上で、インド太平洋地域がどのような重要性を持つのか、と

いう問いも投げかけている。 

本冊子は、遠景基金會（PF）、安全保障開発政策研究所

（ISDP）、鹿島平和研究所（KIIP）の共同プロジェクトの一環と

して作成されたものであり、「自由主義国際秩序の将来」をテー

マに新たな視点をもたらすことを目的とした報告書の第 2 弾であ

る。 

* * * 
21 世紀の世界において、自由で開かれた国際秩序は緊張にさらさ

れている。中国の急速な台頭により、各国の外交政策は攻撃的な

性格を帯び、主権国家の平等というウェストファリア体制の規範

は揺らぎつつある。南シナ海・東シナ海の軍事化、経済的威圧、

テクノロジーを駆使したスパイ活動も、世界の緊張を高めてい

る。一方、ロシアによるウクライナ侵攻は国連安全保障理事会の

権威を失墜させ、帝国主義的思考をよみがえらせた。こうした動

きに加えて、西側諸国ではポピュリスト的ナショナリズムが台頭

し、ドナルド・トランプのような指導者の出現によって、西側の

結束とリーダーシップはさらに弱体化された。 

米国の支配力が低下する中、自由民主主義国家間の連携がこれ

まで以上に重要になっている。日本、韓国、オーストラリア、EU
諸国などは、自由で開かれた国際秩序の維持、自由貿易の促進、

権威主義的な侵略への抵抗に、さらなる責任を持って取り組まな

けらばならない。特に、中国とロシアが BRICS（ブラジル、ロシ

ア、インド、中国、南アフリカ）などの枠組みを通じて西側諸国

の影響力に挑もうとしている現状において、世界の均衡を保つた

めには、インドや東南アジア諸国連合（ASEAN）加盟国のような

新興国との連携が重要になる。しかし、特に米国における国内の

不満や保護主義の台頭によって、こうした協力体制が損なわれる

恐れがある。 

日本と NATO のパートナーシップはまだ初期の段階にあるが、

中国と北朝鮮による核の脅威が高まる中、戦略的な連携を強化で

きる可能性を秘めている。日本はこれまで「非核三原則」によっ

て制限を受けてきたが、中国が軍事力を拡大し、台湾への野心を
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公然と示していることから、新たな安全保障環境に直面してい

る。日本が米国の「核の傘」の下で、確かな抑止力と安心を維持

するためには、これまでの核政策に対する姿勢を再考し、NATO
の数十年に及ぶ核戦略の教訓に学びながら、米国との共同作戦の

策定に本格的に取り組まなければならない。 

権威主義の復活、米国の関与後退、核の脅威を前に、自由で開

かれた国際秩序を維持するためには、西側諸国と新興パートナー

の双方による強固な連携、明確な戦略的計画、普遍的価値に対す

るコミットメントの再確認が不可欠である。特に、日本が安全保

障と核政策の分野で果たす役割を進化させることが、インド太平

洋地域の安定を維持し、ひいては世界秩序を強化する上で極めて

重要となる。 

一方、中国の景気後退は、単なる循環的な変化にとどまらな

い、構造的かつ長期的な性質を有している。現在の停滞の主な原

因は、消費需要の低迷、デフレ環境の長期化、そして重大な政策

の失敗にある。中国が公表している GDP 統計の数値は過大評価さ

れているという見方が一般的であり、国内の分析では、成長率が

長期にわたって水増しされてきた可能性が示唆されている。国際

通貨基金（IMF）の予測は中国政府の目標値とほぼ一致している

が、消費者信頼感の低下、若年層の失業率、デフレの長期化とい

った根深い構造的な弱点が、中国経済が勢いを失っていることを

浮き彫りにしている。 

中国経済の不振の核心には、三つの相互にからみあった危機が

ある。すなわち、不動産セクターの崩壊、持続不可能な地方政府

債務、そして都市部の若年層の失業率の高さである。この他、複

数の構造的課題が状況をさらに悪化させている。中国では高齢化

が急速に進行しており、出生率の低下と従属人口比率の悪化は、

長期的な労働力と生産性の低下を招く恐れがある。外国直接投資

も大幅に減少しており、地政学的緊張の高まりや投資家信頼感の

低下を背景に、資本の国外流出が続いている。加えて、習近平政

権下での中央集権的な政策決定プロセスがイノベーションを抑制

し、民間企業を圧迫し、実効性のある経済改革を困難なものとし

ている。 

中国政府は 2024 年末、利下げ、住宅購入支援、金融市場への

介入といった景気刺激策を導入したが、その効果は一時的なもの



要旨および政策提言    xxi 

にとどまり、根深い構造問題の解決には至っていない。所得の再

分配による家計消費の拡大や社会保障制度の改革は依然として行

われておらず、政府の政策は国有企業と地方政府の支援に偏って

いる。その結果、中国経済の停滞をもたらしている根本要因――

すなわち所得格差、脆弱なセーフティネット、低い消費者信頼感

――はいまだ解消されていない。 

注意しなければならないのは、経済の停滞は中国の外交政策に

も影響を及ぼす可能性が高いということだ。具体的なシナリオと

しては、「陽動戦争論」と「重商主義的拡張論」という二つの理

論が注目されている。陽動戦争論では、国内の問題から国民の注

意を逸らすために、政権が意図的に外国との紛争を引き起こすと

仮定するが、歴史的に見れば、中国の歴代の指導者たちは国内の

安定を優先し、軍事的エスカレーションを回避してきた。しかし

国内の緊張が極度に高まり、中国共産党の支配が脅かされかねな

い事態になれば、これまでのパターンは変化する可能性がある。

実際には、政府は重商主義的戦略を継続する可能性の方が高い。

つまり、余剰生産能力を国外市場に積極的に輸出し、貿易上の優

位性を利用して、グローバルサウスへの影響力を深めるというア

プローチである。 

中国経済が直ちに崩壊する可能性は低いものの、思い切った改

革を実行しない限り、長期的な見通しは依然として厳しい。経済

不況の影響は国外にも波及する。国内の苦境は外交姿勢に色濃く

反映される傾向があるからだ。特に台湾問題やインド太平洋地域

の同盟関係といった火種については、国内の緊張が高まるにつれ

て中国政府の戦略的判断が変化する可能性があるため、警戒が求

められる。 

台湾に関しては、2025 年の政局は「ねじれ政府」と「深刻な二

極化」というキーワードで総括できる。2024 年の総統選挙では、

民主進歩党（民進党）の頼清徳が約 40％の得票率で当選した。し

かし国会に相当する立法院では、与党・民進党が第一党の地位を

失い、中国国民党（国民党）と台湾民衆党（民衆党）による野党

連合が過半数を占める結果となった。その後、野党が主導する立

法院は、頼政権の主要な政策提案を阻止し、国防・外交分野を中

心に大幅な予算削減を可決した。この動きに対し、市民団体らが

最大 31 人の国民党所属の立法委員を対象に大規模なリコール運動
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を開始した。リコールが成立すれば、立法院の議席構成が与党・

民進党に有利な方向に変化する可能性がある。リコール投票の結

果は、2026 年の中間選挙に向けて、台湾の立法動向を決定付ける

重要な指標となるだろう。 

台湾は、中国からの圧力の高まりにも直面している。中国は軍

事活動を活発化させており、頼総統の当選以降、台湾の空域・海

域への侵入を繰り返し、4 度にわたって大規模な軍事演習を実施し

た。これらの行動は、単なる政治的な示威行為の枠を超えて、台

湾封鎖や侵攻を想定した予行演習の様相を呈している。また、中

国は台湾を外交的に孤立化させる取組みも強化しており、台湾の

主権は中国に属するという主張を認めるよう他国に圧力をかけ、

国際社会における台湾の地位を弱めている。台湾の国防当局は、

新たな封鎖行為が発生した場合、それを戦争行為と見なすと公然

と警告しており、安全保障環境は確実に悪化している。 

しかし、こうした地政学的緊張の中にあっても、台湾経済は目

覚ましい強さを発揮している。中国による制裁や外交的圧力にも

かかわらず、台湾のハイテク輸出（特に半導体）は引き続き、世

界のサプライチェーンにとって不可欠なものとなっており、ここ

には中国も含まれる。台湾は経済関係の多角化も進めており、中

国への依存度を下げる一方、東南アジア諸国や米国との貿易を拡

大している。しかし、トランプ 2.0（第二次トランプ政権）の誕生

は台湾経済に新たな不確実性をもたらした。米国の技術・防衛目

標にとって、台湾は戦略的に重要な位置を占めているにもかかわ

らず、米国が台湾製品に高い関税を課し、防衛費の大幅な増額を

要求した結果、両国間に摩擦が生じている。 

米台中の三者関係は現在、極めて不透明な状況にある。バイデ

ン大統領と異なり、トランプ大統領は中国が台湾に侵攻した場合

に台湾を防衛するかどうかを明言していない。このことが台湾や

同盟国政府に疑念を生じさせている。トランプ政権の閣僚は台湾

を安心させるような発言を繰り返しているが、台湾は警戒心を解

いていない。これと同時に、台湾内でもリコール運動、柯文哲氏

をめぐる法的スキャンダル、近く実施される国民党主席選挙など

の政治紛争により、不安定要因が増している。頼総統の支持率は

高いが、国内政治は硬直状態にあり、国外でも脅威が高まるな

ど、台湾はこの数十年間で最も不安定な常態にあり、政府は難し
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い舵取りを求められている。 

台湾が 2026 年までに直面する主要な課題は、大きく四つあ

る。第一は米国との関税問題の解決、第二はリコールや補欠選挙

による立法院の勢力図の決定、第三は中国のグレーゾーン戦術や

外交的攻勢への対応、第四は野党連合の抵抗を乗り越えて、必要

な防衛予算を成立させることである。こうした課題に頼政権がど

のように対応するかは、台湾の安定のみならず、不安定化するア

ジア太平洋地域において、台湾が中国政府を抑止し、民主的自律

性を維持できるかにも大きな影響を及ぼす。 

米国と中国が「MAGA（米国を再び偉大に）」や「自国第一主

義」といった戦略を掲げ、国内を優先する方針を打ち出している

ことから、既存の国際秩序の維持は困難になる可能性が高い。中

国は、持てる軍事力と経済力を総動員して、2049 年までに新たな

国際体制を打ち立てることを目指している。一方、米国は多国間

主義から距離を置きはじめている。特にトランプ政権の成立以降

は、この傾向が顕著に見られる。こうした変化は、米国を中心と

する軍事・安全保障体制を弱体化させ、中国に影響力を拡大する

戦略的な機会をもたらしている。EU、日本、台湾などの同盟国

は、現在の安全保障と貿易の枠組みをどう維持するかという困難

な課題に直面している。中国は、表面的には経済的多国間主義を

支持しているが、あくまでも自国の利益を推進するためにすぎな

い。 

経済面の動きとしては、世界貿易機関（WTO）体制の崩壊によ

り、中国が貿易を自国に有利な形に作り替えようとする動きを活

発化させる一方、米国は保護主義的政策を継続している。この状

況を受けて、ルールに基づく開かれた貿易を維持するための代替

的な枠組みとして、「環太平洋パートナーシップに関する包括的

及び先進的な協定」（CPTPP）が提案された。日本、台湾、EU
は、CPTPP 加盟国の拡大を主導するよう奨励されており、ここに

は中国・台湾との慎重な交渉も含まれる。また、地域的な包括的

経済連携（RCEP）協定や日中韓の三者協議のような経済統合の枠

組みも、中国にルールに基づく行動を促すための有効な手段と見

なされている。 

地政学的な衝突が続く中、グローバルサウスの重要性はますま

す高まっている。この傾向は特に、米国が対外援助プログラムを
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縮小したことで顕著となっている。その力の真空を埋めること

で、影響力を拡大しようとしているのが中国である。米国が提供

してきた援助のすべてを代替することはできないが、日本、台

湾、EU には、的を絞った開発援助を優先的に実施し、法の支配と

いった基本的な国際規範を堅持し、サプライチェーン協力や資源

安全保障に関する取組みを通じて、経済安全保障を推進すること

が求められている。 

トランプ政権の援助停止により、ラジオ・フリー・アジア

（RFA）やボイス・オブ・アメリカ（VOA）といった西側メディ

アが弱体化された状況を利用して、中国は国際的な議論の主導権

を握ろうとしている。この動きに対抗するために、日本、台湾、

EU は情報発信力を強化し、偽情報に対抗していく必要がある。特

に日本については、サイバーセキュリティの強化と法制度改革が

求められる。 

世界の多極化が進むにつれて、欧州とインド太平洋地域間の戦

略的関係も拡大してきた。安全保障の観点から見ると、欧州の関

心はこれまで周辺地域、具体的には北アフリカと中東に向けられ

てきた。しかし、中国の台頭や今も続くロシアとウクライナの戦

争といった地政学的展開を受けて、欧州の指導者たちはインド太

平洋地域の安全保障に対する姿勢を見直さざるを得なくなってい

る。特に、ウクライナ紛争で北朝鮮やイラン、中国製の兵器が使

われていることは、物理的な距離を問わず、各地域の緊張は連動

していることを浮き彫りにした。フランスのエマニュエル・マク

ロン大統領をはじめ、欧州の指導者たちはインド太平洋地域の重

要性を認識し、ルールに基づく国際秩序に根ざした、協調的かつ

外交的な対応を提唱している。 

もはや経済面の相互依存だけでは平和を保証することはできな

い。独裁体制下では、経済的依存は武器化される可能性があるか

らだ。ロシアはエネルギー供給国として、また中国は貿易分野で

の支配的地位を通じて、西側諸国に対する圧力を強めている。西

側による制裁措置はこれまでのところ、ロシアへの軍事物資供給

ルートを効果的に断つことができていない。原因は執行力の限界

と、中国との直接対決を避けようとする姿勢にある。外交と抑止

力を両立する難しさは、より強靭で安全なグローバルサプライチ

ェーンの構築が急務であることを浮き彫りにしている。特に、中
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国が高い製造シェアを持つレガシーチップなどの機密技術に関し

ては、長期的なスパイ活動や安全保障上のリスクが懸念される。 

この複雑な状況下で、現実的な戦略として浮上してきたのが、

完全な経済分断（デカップリング）ではなく、リスクの低減を目

指す「デリスキング」の概念である。各国政府は、国際貿易を継

続しつつ、重要セクター、特に防衛関連のサプライチェーンを保

護することを求められている。ウクライナでの戦争や米中関係の

緊張激化は、防衛産業を強化し、友好国に生産を移転（フレンド

ショアリング）することによって、重要な資源や技術への安定し

たアクセスを確保する必要性を明確に示している。具体的な方法

の例としては、米国防総省の「Blue UAS」プログラムや、レアア

ース、造船、次世代兵器開発における同盟国間の協力などが挙げ

られる。 

トランプ大統領は、米国が国際紛争に関与することを嫌う。こ

の姿勢は、米国が紛争解決を主導し、その費用を同盟国が分担す

る「負担分担」の時代から、日本、欧州、台湾などの地域大国が

自ら大きな責任を担う「課題分担」の時代への転換を象徴してい

る。国際問題に対する米国の関与の縮小は、トランプ政権に固有

の事象ではなく、米国の外交政策全般に見られる潮流を反映した

ものだ。トランプ大統領の同盟国に対する「アメリカ・ファース

ト（米国第一主義）」の貿易政策や、一方的で攻撃的な外交姿勢

は、米国の国際的影響力を弱め、ルールに基づく秩序の維持に米

国が果たす役割をさらに弱めるリスクをはらんでいる。 

米国の「撤退」を受けて、東南アジアではすでに戦略の見直し

が始まるなど、変化の影響は顕著に現れている。マレーシア、タ

イ、インドネシアといった国々は、自国の利益を守るために中国

や BRICS 諸国との連携を強化しており、米国の存在感は薄れ、も

はや信頼できるパートナーではないという共通認識が広がってい

る。かつては ASEAN 安定の要とされたインドネシアでさえ、2024
年に BRICS に加盟した。一方、ベトナムは中国との関係と慎重に

バランスを取りながら、ロシアとの結びつきを強化している。カ

ンボジアやラオスなどはすでに中国の勢力圏に完全に組み込まれ

た。シンガポールは中立的な立場を維持しているが、やや中国に

傾きつつある。 

米国が国際舞台から身をひいた影響は、開発援助の削減に明確
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に表れている。米国国際開発庁（USAID）や全米民主主義基金

（NED）の解体は、特に人道支援の分野で力の真空を生み出し

た。バングラデシュでは、ロヒンギャ難民への食料・医療支援が

急減し、社会不安のリスクが高まっている。アフリカとアジアの

全域でも、米国の支援撤退と引き換えに中国とロシアが影響力を

拡大しており、世界のパワーバランスの変化の兆候を示してい

る。 

こうした変化に対して、日本、欧州、そして台湾をはじめとす

るアジアの民主主義国家は行動を起こさなければならない。トラ

ンプ大統領の今後の行動を先読みしようとするのではなく、共同

政策や地域戦略の策定に積極的に取り組むべきである。特に日本

は、米国から依然として配慮を受けている一方、東南アジアに生

じた力の真空を埋めることを期待されるという、外交上特異な立

場にある。この地政学的局面は、日本がアジア太平洋地域でリー

ダーシップを発揮する上でも、また多極的世界における民主主義

国家の行動を再定義する上でも、一つの転換点となる可能性があ

る。 

欧州とインド太平洋地域の同盟国は、防衛負担が増大し、地政

学的な不確実性が高まる中、それぞれの戦域で自国が果たす役割

を定義するという課題に直面している。最終的には、各国は負担

分担と戦略的協調に改めて重点を置かなければならない。これは

戦略的自律を維持しつつ、協力を深化させ、ルールに基づく秩序

を維持することの重要性を意味している。同志国は共同防衛生

産、海軍外交、半導体サプライチェーンの連携などを通じて、抑

止力と強靱性を集団的に強化していかなければならない。安定の

維持という同盟国の共通の利益が、欧州とインド太平洋地域で台

頭する脅威に対応できる、柔軟で包摂的な枠組みを構築するため

の推進力となる。 

今後の戦略として、欧州とアジアのパートナーシップを強化す

ることは現実的な選択肢である。経済面では、両地域はすでに広

範な貿易関係を有しており、近年は欧州の対アジア貿易額が対米

貿易額を上回っている。特に AI、半導体、グリーンテクノロジー

といった分野では、貿易協定の拡大や技術協力を通じて、双方が

大きな利益を得る可能性が高い。さらに研究開発やデジタルイン

フラ、米ドルに依存しない金融メカニズムへの共同投資は、米国
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の政策転換の影響を軽減する上でも有効な手段となる。安全保障

分野では、米国の軍事力に代わるものはないが、海洋協力の強

化、情報共有の促進、そしてフランス、英国、日本、韓国などの

間で防衛費の増分を調整することによって、地域の安定化を図る

ことができる。 

しかし、こうした地域間協力には課題も存在する。欧州は、米

国を疎外したり、NATO の結束を弱めたりしないよう慎重に行動

しなければならない。対内的には、特に中国をめぐる EU 諸国間の

利害の相違により、一貫性のある外交政策の形成が制限される。

同様に、アジア諸国でも戦略の違いから合意の形成は容易ではな

く、欧州との関係を深化させれば、中国と米国の双方から警戒や

反発を招く可能性がある。地理的距離に加え、物流や文化面の障

壁によっても、安全保障協力や外交関係の進展が制約される。 

結局のところ、第二次トランプ政権は明確なリスクをもたらし

ているだけでなく、欧州とアジアに協力を深め、より多極的で強

靭な国際秩序を構築する強い動機を与えている。この新たな秩序

を実現するためには、米国のリーダーシップへの依存度を減らす

と同時に、不要な対立を招かないよう慎重に取り組むことが求め

られる。 

進展するインドと米国の関係は、特に第二次トランプ政権下で

はさらに複雑性を増している。両国は日米豪印（Quad）や重要・

新興技術に関する米印イニシアティブ（iCET）などの取組みを通

じてパートナーシップを深化させ、防衛・技術・宇宙分野での協

力を拡大してきた。トランプ大統領は、最近の関税引き上げに明

確に現れている通り、保護主義的な立場を取っているが、インド

は引き続き、包括的貿易協定の締結を目指している。モディ政権

は、米国の通商上の懸念を緩和する措置を講じながら、防衛・技

術分野では協力を推進し、中国の地域的野心を牽制している。経

済面では米国に慎重な姿勢を示しつつ、中国に対しては地政学的

現実主義に基づく対応をとるという二重構造は、インドが推進す

る戦略的な綱渡り外交を浮き彫りにしている。 

インドと中国の関係は、2024 年 12 月に北京で開催された第 23
回特別代表会合以降、改善の兆しを見せている。しかし、その進

捗は依然として不安定である。両国間の緊張が解消されておら

ず、ナレンドラ・モディ首相と習近平国家主席の首脳会談が具体
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的な合意に至らなかったことが影響を及ぼしているためで、この

ことは両国間の信頼関係が十分には回復していないことを示して

いる。 

インドの外交政策は戦略的自律を基盤としており、Quad や

NATO といった西側同盟との関係を維持しながら、BRICS や上海

協力機構（SCO）のような非西側の枠組みにも積極的に関与する

ことでバランスを取っている。インド政府は、自国をグローバル

サウスと先進国を結ぶ「架け橋」と位置づけ、公平性と改革に基

づく多極的秩序の形成を推進している。この姿勢は、「一帯一

路」構想を通じて国際ガバナンスの再編を目指す中国の積極的ア

プローチとは対照的である。両国はグローバルサウスにおける影

響力を競い合っているが、そのアプローチには明確な違いが見ら

れる。インドは持続可能性と制度改革を重視しているのに対し

て、中国は地政学的な影響力の拡大を最優先している。 

今後、インドと中国の間では、国家安全保障と直接関わらない

分野で、貿易や一部の経済的関与が改善されると見込まれてい

る。両国間の貿易額はすでに 1180 億ドルを超え、報道によれば、

インドは電子機器製造分野に対する中国からの投資制限を見直し

ているという。しかし、不透明な企業構造や国家安全保障上のリ

スクに対する懸念は根強いため、こうした決定は主権を損なうこ

となく、製造能力を強化するために、慎重に調整される可能性が

高い。インドは中国との経済的関与を、トランプ政権下で進む米

国の保護主義的政策に対する潜在的なヘッジ手段と位置づけてい

る。 

インドは対中関係と対米関係を、それぞれ独立したものとして

個別に管理する姿勢を堅持している。戦略的自律はインド外交の

要であり、この原則こそが、インド政府が同盟関係の罠に陥るこ

となく、国際情勢の複雑な変化を乗り越えることを可能にしてき

たものだ。インドは、防衛・技術分野を中心に米国とのパートナ

ーシップを深化させており、地域および世界の安定を維持するた

めには中国と安定した関係を築くことが不可欠であると認識して

いる。この慎重なバランス感覚によって、インドは自国の国益を

守りながら、国際社会での地位を高め、地政学的な二極化が進む

中、多極的世界の実現に取り組んでいる。 

自由民主主義諸国と中国・ロシア・北朝鮮を中心とする権威主
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義体制との地政学的な競争は、この 10 年間で激しさを増してい

る。こうした権威主義勢力の連携は、「新たな冷戦」の可能性と

いう視点で捉えられることが多いが、それを引き起こしているの

は、存亡に関わる軍事的脅威ではなく、変化する国際秩序におけ

る価値観、イデオロギー、そして影響力の衝突である。ウクライ

ナでの戦争は、この力学に新たな切迫性と複雑さを加えることに

なった。特に、ロシアが中国と北朝鮮との関係を強化したこと

で、この傾向はさらに強まっている。ロシア・中国・北朝鮮の関

係を支えているのは、主観的歴史認識、地政学的現実主義、そし

て西側主導の国際秩序への反発の共有である。 

歴史をひもとくと、中露関係は、冷戦時代の対立とイデオロギ

ーの衝突から、近年は戦略的協力関係へと大きく変化してきた。

数十年にわたる緊張関係を経て、1980 年代末には関係の正常化が

始まり、2000 年代に入ると両国の関係はさらに深まった。両国の

結束を促してきたのは、一貫して米国という共通の戦略的脅威で

あったが、習近平国家主席とウラジーミル・プーチン大統領の下

で、その傾向はさらに強まった。その一つの到達点が、2022 年に

発表された「無制限のパートナーシップ」宣言である。同様に、

ロシアと北朝鮮の関係も、冷戦期の支援関係から 1990 年代の支援

打ち切りを経て、近年は再び強化されつつある。その背景にある

のは、孤立化という共通点と相互利益（特にウクライナ戦争下で

の軍事支援と地政学的位置づけ）である。 

中国は歴史的に北朝鮮と緊密な関係を築いてきたが、近年は北

朝鮮の核開発計画や独自の外交政策によって緊張が増している。

中国政府は不満を抱きつつも、地域の不安定化を回避するため

に、北朝鮮のライフラインとして支援を継続しているが、金総書

記による挑発行動に対しては批判的な立場を維持している。この

ように、ロシア・中国・北朝鮮の三国は、共通の価値観や西側の

規範への抵抗によってイデオロギー的に結びついているが、その

関係には非対称性が存在する。経済・外交的には中国が圧倒的な

優位に立ち、ロシアと北朝鮮は中国に大きく依存している。ま

た、北朝鮮はロシアと中国の対立関係を巧みに利用して、一定の

影響力を保とうとしている。 

この三国関係は、共通の価値観や反西側イデオロギー、主観的

歴史認識、そして脅威認識の共有によって、短・中期的には維持
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される可能性が高い。しかし、その軌道は複数の外的・内的要因

の影響を受ける可能性がある。ウクライナでの戦争は、引き続き

極めて重要な要素となっている。その帰結は、西側諸国の結束に

対する国際社会の認識を左右するだけでなく、プーチン大統領や

習近平国家主席といった指導者の国内における正当性にも影響を

与えることになるだろう。ロシアは弱体化するにせよ、勢力を拡

大するにせよ、中国の戦略的思惑に影響を与える。一方、トラン

プ大統領の予測不能な外交政策は、北朝鮮との短期的な外交につ

ながる可能性があるが、非核化が具体的な形で進展する可能性は

低い。 

経済面では、中国とパートナー国の非対称性の拡大が長期的な

課題となっている。世界経済に統合されつつある中国と対照的

に、ロシアと北朝鮮の経済は制裁の影響で停滞している。人口減

少や経済的圧力も、特に北朝鮮では体制の安定を脅かす要因とな

りかねない。安全保障は、引き続き三国を結びつける主要な要素

となっている。その中心となるのは核戦力と共同軍事活動だが、

正式な三国間の防衛協力は依然として限定的である。中国が、こ

の三国関係において主導的な役割を担っていることは間違いない

が、ロシアを疎外したり、米国を刺激して東アジア情勢を混乱さ

せたりすることのないように慎重な舵取りが求められている。 

中露朝の枢軸は、外部からの圧力と内部のニーズの双方に対応

しながら関係を深めてきた。権威主義的価値観と反西側の姿勢を

共有する三国は、戦略的でありながら非対称的なパートナーシッ

プを形成している。この三国関係が近い将来に崩壊する可能性は

低いものの、中国のバランス外交や朝鮮半島危機など、複数の摩

擦点によって現在の軌道が変化する可能性は否定できない。西側

諸国は、同盟関係が流動化し、米国の指導力が不透明化する中、

連携を強める三国をいかに管理し、封じ込め、あるいは分断する

かという難しい戦略的課題に直面している。 

* * * 
欧州とアジアは、利害に基づく実利的な協力関係を受け入れるこ

とで、伝統的な環大西洋関係と、多様化したグローバルな関係を

両立させる、強靭なパートナーシップを築くことができる。地政

学的な不確実性が高まる中、こうした戦略的協力は地域の繁栄と

安全保障だけでなく、将来の世界規模の枠組みにも影響を及ぼ



要旨および政策提言    xxxi 

す。 

中国との対話を、譲歩することなく促進することは依然として

重要だが、国内の不安定化に備えて、ウクライナ情勢の展開次第

ではロシアとの関係正常化を検討することも不可欠である。東ア

ジアの平和と安定は、抑止力、外交、多国間協力の微妙なバラン

スにかかっているのである。 

欧州・アジアの枠組みの強化 
• ルールに基づく国際秩序を維持することは、引き続き欧州とア

ジアの共通の優先課題である。米国の関与が低下する中、両地

域は国際機関の改革、地域協力メカニズムの強化、紛争解決の

ためのオープンで予測可能な枠組みの維持を目的とした取組み

を主導するべきである。 

• 欧州とアジアは、EU・日本包括的経済連携協定のような既存の

枠組みをもとに、より広範な経済連携を実現することで、労

働・環境・ガバナンスを高い水準で維持しつつ、貿易と投資の

障壁を低減できる。 

• 世界規模で影響力を拡大する中国に、パートナーシップや軍事

インフラを通じて対抗する。そのためには、米国があいまいな

態度を見せる中でも、同志国は NATO、AUKUS、Quad のよう

な枠組みを強化しなければならない。日本は台湾や EU との関

係を強化し、特に中国による干渉が増えている海洋安全保障や

海底ケーブル保護の分野に取り組むことが望ましい。米国のコ

ミットメントと同盟国の利益を整合させるためには、米国の国

防・外交政策機関との外交的関係を維持することも不可欠であ

る。 

• アジア欧州会合（ASEM）や二国間戦略的パートナーシップな

どの枠組みは、活動の土台とはなるが、NATO やアジア太平洋

経済協力（APEC）のような強固な体制や資源を持たない。実

効性を確保するためには、これらの機関を作り替えるのではな

く、強化する必要がある。 

• 長期的な信頼関係を構築し、戦略的連携を実現するためには、

文化・教育・市民社会レベルでの交流も不可欠である。 

グローバルな危機管理の負担分担 
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• ウクライナに NATO が主導する停戦監視機構を設置し、欧州の

NATO 加盟国が資金や人材を提供する。ロシアが侵略行為を行

った場合は、NATO が集団防衛を発動する。日本は紛争終結後

のウクライナで地雷除去やインフラ再建を行う。 

• 日本やその他の国々はフィリピンの防衛に備える。重要な米比

相互防衛条約同盟国であるフィリピンが攻撃を受けても、トラ

ンプ政権は関与を拒否する可能性がある。日本は、その地理的

優位性を活かし、南シナ海と代替シーレーン（セレベス海、ロ

ンボク海峡）において、地域沿岸警備隊の調整と共同海上演習

を主導する。 

• 南シナ海紛争への注目を維持するため、国際法廷を通じて、新

たな法的措置の開始を検討する。 

協力強化への道 
• 短期的な取組みとしては、欧州・アジア間のハイレベル戦略対

話を開催し、安全保障や気候変動に関する作業部会を設置し、

教育交流を拡大し、技術標準の設定に向けた調整を行う。 

• 長期的な取組みを成功させるため、既存の機関の拡大、柔軟な

連合体の育成、民間有識者の意見交換（トラック 2 協議）の促

進、協力を持続させるためのリーダー育成を行う。 

経済統合とサプライチェーンの強靱性 
• 包括的協定に基づく経済関係の深化は、サプライチェーンの多

様化と集団的レジリエンスを可能にする。これはコロナ禍にお

いて顕在化したニーズである。 

• 非効率な自給自足を目指すのではなく、多様化、備蓄、生産能

力の向上に協調的に取り組むことで、サプライチェーンの強靭

性を活かす。 

• WTO が機能不全に陥っているため、WTO に類似した、地域レ

ベルの紛争解決メカニズムを構築する。 

• 欧州の設計能力とアジアの製造・資金調達能力を活かし、持続

可能な物理的インフラとデジタルインフラに共同で投資するこ

とで、欧州とアジアの接続性を高め、両地域全体の発展を促進

する。 



要旨および政策提言    xxxiii 

• 欧州とアジアは、世界の大国と競争するために欠かせない、補

完的な技術力を持つ。人工知能、量子コンピューティング、バ

イオテクノロジーなどの新興分野において、さまざまな研究活

動、規制の整合性向上、標準策定に共同で取り組むことは、イ

ノベーションの促進と主権の強化につながる。 

気候・環境協力 
• 気候変動は人類の存続を脅かす脅威であるという認識に基づ

き、欧州とアジアは炭素価格の設定、気候変動への適応、生物

多様性や大気汚染といった幅広い環境課題に協調的に取り組ま

なければならない。 

• グリーンテクノロジーは、特に有望な分野である。クリーンエ

ネルギーの導入を加速させることで、両地域は意欲的な気候目

標の達成を支援し、多くの経済機会を創出できる。 

• 炭素価格の設定、気候変動への適応技術、公的な気候ファイナ

ンスに協調的に取り組むことで、気候リスクに地域全体で対応

する。 

• 欧州が、国境を越えた環境管理の実践を通じて得た教訓は、ア

ジアの状況にも応用できる。環境ガバナンスに関するベストプ

ラクティスの共有を通じて、地域と世界の強靭性を高める。 
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政策提言 

1. 国際秩序の改革 

自由で開かれた国際秩序の確立 
第二次世界大戦後、国際秩序は大きく成熟した。1945 年に国連憲

章が制定され、戦争は禁止された。国連憲章に反する不法な武力

行使は、国際社会全体に対する悪意とみなされ、国連安全保障理

事会の主導の下、国際社会による経済制裁や武力による対抗措置

の対象となった。 

1947 年、マハトマ・ガンディー率いるインドは、「非暴力抵抗

（サティヤーグラハ）」を唱え、一発の銃弾も撃つことなく英国

の支配から脱した。続く 1950 年代から 1960 年代にかけて、アジア

とアフリカの新興国が次々と植民地支配を脱し、独立を達成し

た。1945 年には、世界の国家数はおよそ 50 にすぎなかったが、現

在は約 200 に達している。 

太平洋戦争の初期、大日本帝国は数世紀にわたって続いた西洋

によるアジアの植民地支配を一掃した。しかし日本が戦争に敗れ

ると、1946 年にフィリピンの再独立を承認した米国を除き、フラ

ンスは銃を携えてベトナムへ、英国はマラヤへ、オランダはイン

ドネシアへ再び進駐し、再征服を試みた。しかし、こうした試み

はいずれも、国民意識に目覚め、銃を取ったアジアの人々によっ

て退けられた。同じことは米国にも当てはまる。米国は自己決定

権を求めるベトナム国民の決意を理解せず、フランスと共にベト

ナム戦争に参戦した。 

ベトナム戦争への反対運動が米国内で高まる中、アフリカ系ア

メリカ人のマーティン・ルーサー・キング・ジュニアが、ガンデ

ィーの精神を継承して徹底した非暴力運動を展開した。この運動

は、リンカーン大統領による奴隷解放後も米国南部を中心に根強

く残っていた制度的人種差別を打ち破った。反人種差別の潮流は

瞬く間に世界に広がり、欧州、オーストラリア、ニュージーラン

ドがこれに続いた。最後まで残っていた南アフリカのアパルトヘ

イト体制も、ネルソン・マンデラ大統領の不屈の闘志の前に崩れ

落ちた。  
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1991 年、共産党による一党独裁体制を敷き、半世紀にわたって

核対立の下で米国と覇権を争っていたソ連が内側から崩壊した。

当時のソ連には、依然として強大な地上軍と KGB があり、石油や

天然ガスの埋蔵量も豊富だった。それにもかかわらず、国民の自

由を奪い、市場経済の活力を抑圧してきた独裁体制は崩壊し、ソ

連は国家としての生命力を失った。 

バルト三国とポーランドは冷戦から解放され、真の独立を勝ち

取った。ハプスブルク家の優美な文化的遺産を受け継ぎながら、

粗野なスターリン主義的共産主義政治を強いられていたチェコ共

和国、スロバキア、スロベニア、クロアチアなどの東欧諸国は西

側への統合を選んだ。ウクライナとベラルーシでさえ、ソ連圏か

ら離脱した。帝政ロシア時代に植民地化された中央アジア諸国や

コーカサス諸国も次々と独立を果たした。 

20 世紀、人類は戦争、植民地主義、人種差別、独裁体制の否定

を目の当たりにした。その結果、アメリカ独立宣言に記された、

すべての人間は平等であり、自由であり、良心と愛に基づく自己

実現の権利を生まれながらに有し、政府はその権利を守るために

存在するという真理が世界に広がった。これは普遍的真理であ

る。 

これは決してキリスト教や欧州の啓蒙思想に固有の考え方では

ない。人間の心には、生まれながらに善性（良心、愛、あるいは

仏心と言い換えてもよい）が備わっている。王権は、民の幸福の

ために存在する。こうした考え方は、欧州よりも、むしろアジア

に古くから根付いていた。欧州諸国は、議会、司法の独立、人権

憲章、立憲主義、国際法といった近代的な民主主義制度を発明す

ることで人類史に貢献した。これらの制度は、深い精神的伝統さ

えあれば、アジアやアフリカにも移植できる。日本は 180 年に及

ぶ混乱を経て、それを証明した。 

20 世紀の革命と戦争によって流されたおびただしい血と混乱を

経て、人類はついに今日の自由で開かれた国際秩序に到達した。 

その過程で先導的な役割を果たしたのが、第二次世界大戦後に

圧倒的な国力を誇った米国である。そのため、20 世紀後半は「パ

ックス・アメリカーナ（米国による平和）」と呼ばれる。米国に

とって、大西洋を隔てた西欧諸国は、自由で開かれた国際秩序の

重要なパートナーだった。この秩序の中心には、常に大西洋共同
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体があった。そこに日本、韓国、オーストラリア、ニュージーラ

ンドが加わることで、広義での「西側」が形成された。 

自由で開かれた国際秩序にもたらされた不安 
21 世紀に入ると、自由で開かれた国際秩序は揺らぎ始めた。その

要因はいくつかある。 

第一は、中国の台頭である。中国は、鄧小平の改革・開放政策

から、わずか数十年間で世界第 2 位の経済大国へと成長した。中

国の経済規模はすでに欧州連合（EU）に匹敵し、世界第 4 位の経

済大国である日本の 4 倍に達する。 

冷戦後期、中国は西側と共にソ連と対峙したが、特に習近平政

権の発足以降は、自国の強大な「総合的国力」に対する自信を深

め、西側と距離を置くようになった。 

強国への道を邁進する中国は、経済力を軍事力に直結させてい

る。伝統的な政治観を持つ中国は、ウェストファリア体制のよう

な、対等な主権国家が並立する国際秩序を受け入れない。むし

ろ、天命を受けた中国皇帝が天下を統べるという華夷秩序の方に

親しんでいる。この考え方は、かつて東ローマ帝国の皇帝たちが

掲げた王権神授説に通じる。 

中国は 2006 年、その莫大な国力を背景に、南シナ海を自国の

海域であると国連に宣言し、この海域の島々を軍事拠点化した。

南シナ海ではフィリピンのサンゴ礁において、東シナ海では日本

の尖閣諸島に対して、一方的な武力行使を行った。これらの海域

では、中国の暴挙によって平時と戦時の境界が失われつつある。 

また、自由貿易から大きな恩恵を受けているにもかかわらず、

中国が、国有企業への巨額の補助金の供与や知的財産権の窃取な

ど、市場を歪める施策を講じていること、西側諸国がレアアース

などの重要な資源を中国に依存している状況を利用して、経済的

な威圧外交を展開していることが問題となっている。 

西側諸国は、半導体などの先端技術が中国に流出し、軍事力の

増強に活用されるリスクや、5G や海底ケーブルなどの通信分野に

中国企業が参入し、サイバー空間から情報が流出するリスクにも

神経をとがらせるようになっている。経済安全保障上の課題が、

今まさに顕在化しているのである。 
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自由で開かれた国際秩序を脅かす第二の要因は、ロシアによる

ウクライナ侵攻である。国連安全保障理事会の常任理事国である

ロシアがウクライナに侵攻したことにより、理事会の権威と正当

性は損なわれた。「この土地は、かつてわが国のものだった。ゆ

えに、武力によって奪還する。この土地の住民も、わが国のもの

だ」という論理は、19 世紀の帝政ロシアを想起させる。このよう

な主張は、統治の正当性を国民の自由意思に置く西側諸国にとっ

ては、到底受け入れられるものではない。 

米国のバイデン大統領の呼びかけにより、西側諸国は、情報・

資金・武器面での支援を行った。初期の北部戦線では、ウクライ

ナ軍は華々しい戦果を挙げた。しかし前線がウクライナ南部へ移

り、正規軍同士の消耗戦に移行すると、ウクライナは徐々に劣勢

に追い込まれた。米国は、プーチン大統領がちらつかせる核の脅

しに屈し、ロシア領土を攻撃しないことを条件に、ウクライナ軍

に段階的に武器を供与していった。 

トランプ大統領は、プーチン大統領と歩調を合わせ、政敵バイ

デンの親ウクライナ路線を拒否した。そしてウクライナに政治的

圧力をかけ、ゼレンスキー大統領に辞任と総選挙の実施を迫り、

プーチンに迎合する形で停戦を実現しようと試みた。その狙い

は、中露分断だと言われているが、トランプ大統領の思惑が実現

する可能性は低い。プーチン大統領は停戦に合意しておらず、む

しろ攻撃を激化させている。ロシアの目的は、ウクライナを軍事

的ではなくとも、政治的に征服することにある。 

欧州諸国は、米国がウクライナ戦争への関与を弱めつつあるの

を見て、トランプ政権は信頼できないことを悟り、自国の防衛を

さらに強化するとともに、ウクライナに欧州の平和維持軍を派遣

する可能性を検討し始めた。しかし、欧州の介入が実効性を持つ

ためには、何らかの形で米国の支援が必要となる。 

米国はウクライナに軍を派遣せず、代わりに停戦後、ウクライ

ナで大規模な鉱物資源採掘を行う権利を得たいと申し出た。ウク

ライナにとって、これは一種の保証となり得る。停戦後にプーチ

ン大統領が再びウクライナに侵攻すれば、米国が同国で享受しよ

うとしている商業的利益が大きく損なわれることになるからだ。 

自由で開かれた国際秩序を揺るがす第三の要因は、第二次トラ

ンプ政権の誕生である。トランプ大統領は、米国の政治が見過ご
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してきた低所得層の心をつかんだ。SNS を通じて発信される分か

りやすく扇動的なメッセージは、これまで政治に無関心だった多

くの人々を熱狂させた。トランプ大統領の支持層には、強力な反

エリート主義を掲げる人々が多い。この層の人々にとって、トラ

ンプ大統領が掲げる「アメリカ・ファースト（米国第一主

義）」、反移民、高関税といった主張は、ある種の救済のように

響いた。トランプ大統領が高い人気を誇る理由はここにある。 

米国は今、内向きになりつつある。かつては世界経済を支配し

ていた米国の経済は、現在では世界経済の 25％を占めるにすぎな

い。情報関連分野を除けば、伝統的な産業は空洞化し、現在は移

民の流入に悩まされている。オバマ大統領は、米国はもはや世界

の警察官ではないと述べた。かつては自由で開かれた国際秩序の

大黒柱だった米国は、はるかに脆弱な存在となった。そしてトラ

ンプ大統領が状況をさらに悪化させている。 

米国は今、最大の挑戦者である中国と対峙しようとしている。

その反動として、欧州と中東への関与は弱まりつつある。現在、

米国が抱えている問題はトランプ大統領個人の資質に帰せるもの

ではない。世界は今、グローバルサウスの台頭と、それに伴う勢

力図の変化により、米国の国力が相対的に低下しているという現

実を目の当たりにしている。さらに悪いことに、トランプ大統領

は長く米国外交が重視してきた欧州の同盟国を遠ざけており、こ

のことがアジアの同盟国や友好国を大いに不安にさせている。 
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2. NATO・日本・台湾間の協力の可能性 

自由で開かれた国際秩序を支える協力体制  
米国の力が相対的に縮小すればするほど、西側諸国が団結し、協

力する必要性が高まっていく。北米、欧州、英国、日本、韓国、

オーストラリア、ニュージーランドの結束と調整は不可欠であ

る。 

この枠組みには、何らかの形で台湾も加える必要がある。台湾

の人口は 2300 万人であり、オーストラリアと同規模である。一

方、経済規模は G20 諸国に匹敵し、インドネシアを除けば、どの

ASEAN 加盟国よりも大きい。 

トランプ政権が独自路線を進むならば、米国の撤退により生じ

た力の真空を他の西側諸国と台湾が埋める必要がある。米国とい

う大黒柱が揺らぐ時、自由で開かれた国際秩序を支える梁は、よ

り強固で堅牢なものとならなければならない。 

西側諸国は今後も、自らが拠って立つ価値観を高く掲げていか

なければならない。自己実現を目指す一人ひとりの市民の良心と

愛に高い倫理的価値を置き、公共の議論を通じて国民の総意を形

成し、それを法へと昇華させ、政府を法の支配の下に置くという

理念は普遍的価値を持つ。こうした理念は西側のみならず、世界

のほぼすべての偉大な文明において、世代を超えて受け継がれて

きた。 

独裁体制はいずれ必ず敗北する。いかなる政府も、人民という

大海に浮かぶ一隻の舟にすぎない。中国、ロシア、北朝鮮のよう

な独裁体制には、人類を導く理念が存在しない。西側諸国は、自

らが拠って立つ価値を信じ、グローバルサウスの新興国に対し

て、共にこれらの普遍的価値を支持するよう働きかけなければな

らない。 

同時に、西側は自由貿易体制を堅持していかなければならな

い。トランプ政権は「アメリカ・ファースト（米国第一主義）」

を掲げ、保護主義を強化し、諸外国に一方的な高関税を課すとと

もに、反移民政策を推進している。しかし、第一次トランプ政権

下で同様の動きがあった時、日本と欧州連合（EU）は保護主義に

抗し、日 EU 経済連携協定を通じて、巨大な自由貿易圏を構築し

た。 
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自由貿易は、確かに先進国の産業空洞化を招く。直接投資の形

で、工場は次々と新興国へ移されていく。しかしその結果、世界

経済は成長し、世界規模で富の拡散と繁栄の均衡が促進された。

西側諸国は、グローバルサウスの国々に対し、同新興国・途上国

の繁栄にとって、自由貿易がいかに重要かを説得しなければなら

ない。自由貿易は、先進国から資本と技術を呼び込むと同時に、

先進国の広大で豊かな市場へのアクセスを可能にすることで、新

興国に経済発展の最良の機会を提供する。 

第三に、西側諸国は自由で開かれた国際秩序に武力で挑もうと

する国家、特にロシアと中国による不法かつ一方的な現状変更を

阻止し続けなければならない。そのためにはユーラシア大陸に位

置し、次の超大国となりつつあるインド、そして ASEAN 諸国――
特に ASEAN 最大の国家であるインドネシア――を引き入れること

が不可欠である。インドと ASEAN 諸国が加われば、西側は現在の

強大な影響力を維持し、世界のパワーバランスは引き続き、西側

に有利な方向に傾くだろう。 

中国とロシアという二大抵抗勢力は、BRICS（ブラジル、ロシ

ア、インド、中国、南アフリカ）を軸とした新たな国家グループ

を利用しようとするだろう。しかしウクライナでの戦争によっ

て、ロシアはすでに尊敬されるリーダーとしての地位を失ってい

る。一方、中国は国力を増大させたものの、現状を一方的に変え

ようとする行動が多くの近隣諸国の反発を招いている。また、

BRICS 諸国も多様性が高いため、西側に代わって世界を牽引する

支配的なリーダーとなることは難しい。 

それでも中国とロシアは依然として、自由で開かれた国際秩序

という西側優位の体制の転覆を共通の利益としている。例えば中

国は、ロシア産原油を輸入することで、ウクライナでの戦争を支

援し続けている。北朝鮮もまた、兵器技術の提供と引き換えに 1
万人を超える兵士をウクライナに派遣した。 

日本、台湾、そして NATO 諸国は、アジアと欧州の安全保障は

密接に結びついているという現実に目を向け、戦略的連携を図る

べきである。その意味で、日本、韓国、オーストラリア、ニュー

ジーランドが参加するインド太平洋パートナー（IP4）が毎年、

NATO 首脳会議に出席していることは大きな意義を持つ。 
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日本・台湾・NATO の具体的な協力例 

（a）国際紛争への選択的関与 

欧州とアジアの民主主義国家は、共通の課題に協調的に取

り組むべきである。 

• 紛争解決に取り組む能力と意思を有する国々（欧州、日

本、その他のアジアの民主主義国家）は、ウクライナでの

戦争、ガザ危機、ミャンマー内戦の解決に積極的に関与す

る必要がある。 

• 同志国間の連携をさらに強化する。 

• この点では、台湾と NATO の関係は強化の余地がある。具

体的には、台中関係に関する定期的な情報交換（ブリーフ

ィング）、戦略的コミュニケーション、サイバー技術、ロ

ーテク兵器システム（海洋ドローン、携帯式地対空防衛シ

ステム（MANPADS）など）の開発、サプライチェーン連携

などが考えられる。こうした協力は、NATO と IP4、そして

台湾が協力することで実現できる。 

 

（b）米国の「アメリカ・ファースト」原則への対応 

同盟は、もはや特権ではない。同志国は、米国が残した軍

事的・政治的・経済的真空を埋める必要がある。問題は軍

事面にとどまらない。米国国際開発庁（USAID）が大半の

プロジェクトを停止・凍結したことで、太平洋島嶼国を含

むグローバルサウス諸国は深刻な影響を受けている。 

• 欧州とアジアの同志国は、米国周辺の同盟国を支援するべ

きである。特に、台湾の南方に位置するフィリピンの支援

は不可欠である。具体的には、次のような取組みが考えら

れる。 

✧ 東南アジアの沿岸警備隊（フィリピン、インドネシア、

マレーシア、シンガポール、日本、オーストラリア、欧

州有志国、台湾）間の協力を促進する。 

✧ 東シナ海と南シナ海における中国の一方的な現状変更に

対し、単独または集団で国際訴訟を起こす。 
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• 同志国は自由貿易体制を堅持し、グローバルサウスの新興

国を引き入れる努力を継続する必要がある。例えば、次の

ような方法が考えられる。 

✧ 「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的

な協定」（CPTPP）に台湾、韓国、インドネシア、イン

ドを加え、自由貿易を推進する。 

✧ 上記によって拡大された自由貿易地域にアジア貿易機構

を創設し、最終的には欧州連合のような「西太平洋共同

体」へと発展させる。 

✧ 軍民両用の機微技術の輸出を管理するため、「ワッセナ

ー・アレンジメント 2.0」を新設する。 

 

（c） 米国の「戦狼外交」は、欧州・アジア・グローバルサウスの

同盟国・友好国を遠ざけている。こうした同盟国・友好国

は、自由で開かれた国際秩序への信頼を取り戻し、中国やロ

シアによる影響工作を退けている。 

• 欧州諸国とアジアの民主主義国家は、主要なグローバルサ

ウス諸国との友好関係を拡大するべきである。その手段と

して、以下を行う。 

✧ G7 に常任アウトリーチ国（POP）を設置することで、

G7 の欧州中心主義を是正する。POP のメンバーとして

は、インド、ブラジル、インドネシア、ASEAN 議長

国、南アフリカ、ナイジェリア、アフリカ連合（AU）

議長国、サウジアラビア、トルコ、韓国、オーストラリ

ア、太平洋・島サミット（PARM）議長国などが考えら

れる。 

✧ アジア版 Quad（インド、インドネシア、オーストラリ

ア＋日本）を創設し、BRICS に属するインドネシアを

西側陣営に引き寄せる。または、現行の Quad（日米豪

印）にインドネシアを加える。 

• 自由で開かれた国際秩序を脅かす影響力に対抗するため、

同志国はロシアと中国の分断に全力を尽くすべきである。 
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✧ ウクライナにおける停戦を維持するため、中国とインド

に平和維持軍への参加を要請することを検討する。 

✧ 日本、インド、ロシアによる三者対話の場を創設するこ

とも検討する価値がある。 

• 日本、韓国、台湾、フィリピン、EU は、米国に影響を与え

る活動を共同で展開するべきである。具体的には、米連邦

議会内に共同コーカスを設立し、同盟関係と台湾の重要性

を米国政府に共同で訴える。
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1 
国内・地域環境の荒波を進む台湾 

I- Chung Lai（賴怡忠） 
 

台湾 2024 年選挙：与党・民進党が総統選挙を制すも、立

法院では第二党に転落 
台湾では、2024 年の総選挙の結果、与党の民主進歩党（民進党）

が総統選挙を制したものの、国会に相当する立法院では野党が第

一党になるという「ねじれ」が生じた。総統選挙では、民進党の

頼清徳が他の 2 候補を下し、40％の得票率で当選を果たした。一

方、立法委員選挙では、野党の中国国民党（国民党）が 51 議席を

獲得して第一党となった。与党・民進党は、1 議席差で国民党に及

ばず、立法院における第二党となった。柯文哲前台北市長が率い

る台湾民衆党（民衆党）は 8 議席を確保し、第三党に食い込ん

だ。この結果、国民党と民衆党による野党連合が合計 60 議席を確

保し、立法院の過半数を占めることになった。 

2024 年、台湾の立法院は深刻に分断状態に陥り、野党連合が与

党の提出する主要法案の大半を阻止する事態となった。2025 年に

入ると状況はさらに悪化し、野党は独自の立法活動を推進し、政

府予算の大幅削減を含む法案を可決した。例えば、国防部と外交

部の運営予算は 50％以上削減された。こうした野党の行動に台湾

の市民社会は反発し、国民党の立法委員に対する大規模なリコー

ル運動が始まった（民衆党の立法委員は全員、比例代表制で選出

されているため、リコールの対象にならない）。この動きは、今

後の立法院の勢力図を変える可能性がある。民進党が議会での過
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半数を取り戻すのか、それとも国民党・民衆党連合が引き続き主

導権を握るのか、今後の情勢が注目される。 

2025 年の台湾では、最大の政治問題となった立法院でのリコー

ル騒動に加えて、民衆党の柯文哲主席をめぐる法的問題が政界を

揺るがせている。柯氏は台北市長時代の収賄疑惑により、2024 年

に勾留された。同氏は勾留中も民衆党内での影響力を保持してい

るが、民衆党の支持基盤は大幅に縮小している。柯氏が有罪判決

を受けるか否かは、政界での民衆党の将来だけでなく、民衆党の

黃國昌新主席との関係にも大きな影響を及ぼす可能性がある。 

2025 年 8 月には、国民党の主席選挙も予定されている。リコー

ル投票の結果は、国民党指導部の交代が起きるかどうかを決定付

ける可能性があり、2028 年の総統・立法委員選挙に与える影響は

計り知れない。 

一方、野党による妨害にもかかわらず、頼総統に対する国民の

期待は依然として高く、支持率は約 50％に達する。立法院の議論

でも、民進党は国民党・民衆党を上回る存在感を見せている。現

時点では、国民党と民衆党の支持率を合わせて、ようやく民進党

の支持率に並ぶにすぎない。 

リコール投票の結果、柯文哲民衆党前主席に対する訴訟、そし

て国民党指導部の交代の可能性――この三つの事象が 2025 年の台

湾政治の方向性を左右することになるだろう。その間も、野党連

合は引き続き、与党が提出する主要政策を阻止することが予想さ

れる。政治の分極化が一層進むことは間違いない。その結果、重

要な改革政策の停滞が懸念される。リコール投票の結末が、この

膠着状態を打開する契機となるかが今後の焦点となる。 
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中国が台湾への圧力を大幅強化：軍事演習はもはや単なる

政治的シグナルではない 
2024 年の総統選挙で頼清徳が勝利して以来、中国は台湾への軍事

圧力、いわゆる「グレーゾーン作戦」の規模と頻度を大きく拡大

している。台湾防空識別圏（ADIZ）への中国機の侵入は、2023 年

の 1,703 回から、2024 年にはほぼ倍の 3,073 回に達した。今年

（2025 年）は 4 月だけですでに中国人民解放軍（PLA）の戦闘機

250 機が台湾 ADIZ に侵入し、120 機が台湾海峡の中間線を越え

た。 

2024 年初頭以降、中国は台湾周辺で少なくとも 4 回の大規模な

軍事演習を実施している。頼総統の就任演説に合わせて行われた

「聯合利剣‐2024A」に続き、「双十節」の式典での演説に合わせ

て「聯合利剣-2024B」が実施された。さらに 2024 年末には、名称

の付されていない大規模演習が実施され、中国は 150 隻を超える

海軍の艦船を台湾と第二列島線周辺に展開した。この無名の演習

は、5 月の頼総統就任後、初めて外国を訪問した時期と一致してい

る。 

PLA は 2025 年 4 月初旬、台湾を狙った大規模軍事演習「海峡

雷霆-2025A」を実施した。この演習の時期は、米国のピート・ヘ

グセス国防長官が就任後初めて主要同盟国（フィリピンと日本）

を訪問した時期と重なっている。ヘグセス長官の訪問では台湾の

安全保障問題が主要な議題として取り上げられたため、この PLA
演習は中国が米国、フィリピン、日本に対し、台湾問題への関与

をけん制するために実施された警告と受け止められた。 

中国は 2022 年以降、蔡英文総統の時代に 2 度の大規模軍事演

習を実施したが、頼清徳氏が総統選で勝利してからは、わずか 16
カ月間にすでに 4 度の大規模演習を行っている。台湾と中国の間

で重大な軍事衝突は発生していないものの、台湾海峡の緊張はか

つてないほど高まっている。米インド太平洋軍司令官のサミュエ

ル・パパロ海軍大将は公の場で、PLA の演習はもはや特定の事象

への反発を示す政治的シグナルの枠を超えていると述べた。これ

らの演習は今や、台湾に対する軍事行動（封鎖、隔離、あるいは

直接的な軍事攻撃）の最終リハーサルとしての性格を強めてい

る。 
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PLA が台湾に対して実施した 4 度の軍事演習のうち、「聯合利

剣-2024A」では初めて、台湾の主要な離島のすべてが演習区域に

含まれた。「聯合利剣-2024B」では、演習区域が台湾本島にさら

に接近し、一部の艦船は台湾沿岸から 24 カイリの接続水域にまで

進入した。2024 年末に実施された無名の演習では、演習区域の指

定はなされず、「海峡雷霆-2025A」では初めて、航空母艦「山

東」が投入された。4 度の演習のすべてに中国海警局の艦船が積極

的に参加し、隔離・封鎖作戦を想定した訓練が実施された点も特

筆に値する。 

中国は 2024 年以降、予告なしに台湾に対する合同戦闘準備パ

トロールを頻繁に実施している。これらの動向を踏まえ、台湾の

一部の防衛関係者は中国がコストのかかる水陸両用作戦よりも、

長期にわたる隔離・封鎖作戦によって台湾を併合しようとする可

能性が高いとみている。しかし、隔離・封鎖作戦で台湾を降伏に

追い込めない場合は、直接的な軍事攻撃に踏み切るという見方も

依然として存在する。 

このため、台湾防衛では PLA によるグレーゾーン作戦への対応

の重要性が格段に高まっている。現在のグレーゾーン作戦は、も

はや台湾の島嶼防衛準備を攪乱するための示威行為とみなすこと

はできない。台湾は、限られた資源を非対称防衛力の構築に配分

するか、中国のグレーゾーン作戦への対応に配分するかという、

極めて重要だが困難な判断を迫られている。 

台湾の外交的孤立化を狙う中国と快進撃を続ける台湾経済 
中国は、台湾への軍事的グレーゾーン作戦を強化する一方、台湾

を国際社会から孤立させ、主権国家としての地位を否定するため

の外交工作も強化している。 

中国は、台湾総統選挙で頼清徳が勝利した 2 日後に、ナウル共

和国に台湾との外交関係を断絶させた。2024 年にはマレーシア、

タイ、インドネシア、東ティモールとの二国間首脳会談を相次い

で実施し、各国に台湾は中国の一部であると公式に認めさせるこ

とに成功した。南アフリカでは、台湾代表処を首都から移転させ

る計画が進められている。米国、日本、オーストラリア、欧州諸

国の反対にもかかわらず、中国は 1971 年の国連総会第 2758 号決議

を根拠に、台湾は中国の一部だと主張し続けている。 
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中国は、台湾の民主主義を弱体化させるための偽情報作戦も大

規模に展開している。中国が台湾を対象に実施したサイバー攻撃

は、2024 年には 1 日あたり 240 万件に達した。中国に融和的とさ

れる台湾の国民党は野党連合を率いて対中防衛力強化を目的とす

るすべての法案に反対した。また、多くの国民党立法委員が台湾

社会で「米国懐疑論」を拡散した。 

しかし、対外関係において中国の最大の武器となっている経済

的圧力は、台湾に対しては威力を発揮していない。中国による制

裁対象品目は依然として 1,000 品目を超えているが、その影響は限

定的だ。これは、台湾にとって中国経済の重要性が徐々に低下し

ている一方、中国は台湾のハイテク製品に対する依存度を高めて

いることの現れである。台湾の対中投資は、2012 年には台湾の海

外投資の 80％を占めていたが、2024 年には 7.5％にまで減少し

た。輸出も同様で、台湾の対中輸出は 2012 年には台湾の対外貿易

の 40％を占めていたが、2024 年には約 31％に低下した。その一方

で、対米輸出は 23.4％に上昇している。 

台湾にとって、中国との貿易は依然として重要ではあるが、そ

の中身を見ると、対中輸出の上位 3 品目は情報通信技術（ICT）、

機械類（ロボット関連を含む）、電子部品である。これはハイテ

クセクターにおいて、中国は依然として台湾製品に大きく依存し

ていることを示している。その一方で、中国が台湾に科している

経済制裁の対象は衣料品、食品、酒類などであり、いずれも台湾

の対中輸出全体に占める割合は小さい。 

トランプ 2.0 が台湾にもたらした新たな不確実性 
この 8 年間に台湾が経済面で成し遂げた大きな成果の一つが、東

南アジアおよび米国との経済的パートナーシップの強化である。

これに伴い、中国に対する台湾の経済的脆弱性は低下する。これ

は台湾のデリスキング戦略である。しかし対米輸出が増加したこ

とで、台湾はトランプ 2.0（第二次トランプ政権）の標的となっ

た。トランプ大統領は貿易相手国に対米貿易黒字の削減を要求し

ており、台湾も例外ではないからだ。トランプ政権は 4 月 2 日に相

互関税措置を発表し、台湾からの輸入品に 32％の関税を課した。

その後、8 月 1 日に台湾産品への関税は 20％に引き下げられたが、

台湾はさらなる関税引下げを求めて、米国との交渉を続けてい

る。 
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台米関係の課題は経済面の不確実性にとどまらない。トランプ

大統領は、米国の半導体技術を「盗んでいる」として台湾を非難

した。台湾側は説明を繰り返しているが、状況は変わっていな

い。第二次トランプ政権は、CHIPS および科学法の執行を停止し

ただけでなく、1962 年通商拡大法 232 条に基づき、米国が輸入す

る半導体に高関税を課す方針を明らかにした。これは、台湾積体

電路製造（TSMC）がすでに約束していた約 650 億米ドルの対米投

資に加えて、1000 億米ドルの追加投資を表明した後のことであ

る。トランプ大統領は台湾の半導体を、米国が AI 分野で優位を維

持するための重要な技術というより、（もはや米国は先端チップ

を製造していないにもかかわらず）米国の半導体産業を脅かすも

のと捉えているようだ。 

第二次トランプ政権は台湾に対し、国防予算を大幅に増額し、

GDP 比 10％にまで引き上げることも要求している。台湾の頼総統

は、国防予算の対 GDP 比率を今年の 2.5％から、来年には 3％に引

き上げると公約した。また、3％は下限であり、今後も継続的に引

き上げていくと強調した。しかし、そもそも台湾の国家予算は

GDP の 15％にすぎないことを考えると、国防予算を GDP の 10％
まで引き上げることは不可能である。それは国家予算の 3 分の 2 以

上を国防に充てることを意味するからだ。トランプ大統領だけで

なく、新たに国防次官に就任したエルブリッジ・コルビーも同様

の数字を繰り返していることを考えると、国防予算をめぐる台湾

と米国の議論・対立は今後、台米関係の摩擦要因となる可能性が

ある。 

しかし、台湾社会に最も深刻な不安をもたらす可能性のある問

題は、トランプ大統領が今後も台湾防衛に対する支援を約束する

か、である。バイデン大統領は、中国が台湾を不当に攻撃した場

合、米国は台湾を防衛すると明言していたのに対して、トランプ

大統領はこれまで明確な意思表示をしていない。逆に、中国が台

湾を攻撃すると決定した場合、中国に経済制裁を科すと述べた。

台湾を防衛する、あるいは台湾の自衛を支援する旨の発言は一

切、トランプ大統領からは聞かれていない。米国のマルコ・ルビ

オ国務長官やピート・ヘグセス国防長官は、台湾への支援を繰り

返し表明しているが、トランプ大統領自身による発言はない。特

に欧州では、トランプ大統領がウクライナ支援や NATO への関与

を縮小する方針を示したことから、台湾の今後を不安視する声が
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高まっている。中国が台湾を攻撃した時、台湾は米国からの支援

を期待できるのだろうか。 

米台中関係における新たな力学 
中国政府と台湾政府の意見は、ある一点において一致している。

それは、トランプ 2.0（第二次トランプ政権）は経済と安全保障の

両面で、第一次トランプ政権とはまったく性質を異にしていると

いう事実である。 

第一次トランプ政権は中国との貿易戦争を開始した。当時、ト

ランプ大統領は中国との貿易協定の締結に強く固執していたた

め、政権内では副大統領以下、圧倒的な支持があったにもかかわ

らず、台湾との貿易協定は進展しなかった。この停滞は、皮肉に

も台湾が経済面での中国への依存度を低下させる環境を生み出し

た。台湾は対中投資の多くを引き上げ、東南アジアに再配分した

（あるいは台湾内に再投資した）。これは、蔡英文総統の掲げた

「新南向政策」の成功に寄与した。しかし、この新南向政策の成

功要因そのものが、第二次トランプ政権では、米国が東南アジア

諸国に相互関税を課す原因となった。東南アジア諸国は平均 30％
以上の関税を課された。台湾が貿易相手を中国から米国に移そう

としたことも、第二次トランプ政権下では台湾が 32％の相互関税

を課される原因となった。 

この新たな課題に対して頼清徳政権が掲げた戦略は、台米間の

経済・技術協力を深化させ、米国が AI などの重要な技術分野でリ

ーダーシップを維持するためには、台湾が必要不可欠の友好的な

パートナーであることをトランプ大統領に納得させるというもの

である。この他、米アラスカ州の液化ガスプロジェクトや、アリ

ゾナ州、テキサス州のハイテク投資計画に巨額の投資を行う計画

を発表したほか、台湾が米国に課している関税についても、さま

ざまなセクターで見直しに取り組む姿勢を表明した。 

一方、中国は第二次トランプ政権が中国製品に高い関税を課し

てくる可能性を予期していた。トランプ政権から 34％の相互関税

を課されると、中国は当初、新たな対米関税を課すことで対抗し

た。激しい報復関税合戦を繰り広げた後、両国は 5 月 9 日、3 カ月

間の停戦に合意し、現在も交渉を続けている。この交渉が不調に

終われば、米中の関税戦争が再燃する可能性は高い。一連の経緯
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が示すように、中国は第二次トランプ政権による関税措置に対

し、基本的には対抗姿勢をとった。 

台湾と中国が、米国の相互関税に対して異なるアプローチをと

ったことは、台中関係に波を立てることはなかった。両国はどち

らも、米国との経済関係への対応に追われている。米中台の経済

が深く絡み合っていることは周知の事実だが、台湾と中国が異な

るアプローチで経済問題に対応していることは、台湾と中国の経

済関係が希薄化しているという事実を反映している。 

安全保障分野では、台湾と中国が第二次トランプ政権から受け

取ったメッセージは非常に分かりにくいものであった。例えば、

トランプ大統領がウクライナ支援を縮小すると明言したことは、

両国にとって否定的にも肯定的にも解釈できるものだった。台湾

の場合、米国がウクライナ支援を縮小することは、中国が台湾へ

の攻撃を強める契機となる可能性がある。しかし、第二次トラン

プ政権の高官らは、ウクライナ支援の縮小は、中国が台湾を侵攻

する可能性に備え、台湾防衛の支援に注力するためだと説明し

た。これは台湾に対する第二次トランプ政権の強いコミットメン

トを意味すると捉えることもできる。どちらの説明の方が重要か

を判断することは難しい。 

トランプ大統領自身は、（4 度にわたって台湾防衛を明言した

バイデン大統領と対照的に）中国が台湾を不当に攻撃した場合に

台湾を防衛するかどうかについて曖昧な姿勢を続けている。しか

し第二次トランプ政権の閣僚や高官は、中国が台湾を攻撃した場

合は台湾を防衛するという強力かつ明確なメッセージを送ってい

る。また、中国が台湾に対して繰り返しているグレーゾーン戦術

も、台湾海峡の安全を脅かす戦争行為に等しいと指摘されてい

る。 

現在、中国人民解放軍（PLA）の台湾に対する行動は、米国の

発言への反応というより、台湾の頼総統を標的としたものとなっ

ている。中国は 2024 年以降、台湾を標的とした大規模軍事演習を

4 度実施したが、そのすべてが頼総統の活動（選挙での勝利、就任

式、双十節、初の外遊と中国の脅威に対する 17 項目の措置の発

表）と時期が重なっている。これは第一次トランプ政権での PLA
の行動パターンとは明らかに異なる。 

台湾と中国の両方が米国の経済圧力への対応に追われる一方



国内・地域環境の荒波を進む台湾    11 

で、台湾海峡の安全保障は悪化の一途をたどっている。トランプ

大統領とその国家安全保障チームが発するメッセージは、台湾と

中国の双方にとって、解釈次第で安心材料にも不安材料にもな

る。米台中の三国関係は極めて混沌とした局面にあり、先は見え

ない。 

頼政権が 2026 年までに直面する四つの重要課題 
台湾と米国の双方で中間選挙が行われる 2026 年を控え、頼政権は

今後の政策の方向性を左右する四つの課題に直面している。第一

は、米国との相互関税交渉の結果、第二は、立法委員に対する

「大罷免（リコール）」投票の影響、第三は、中国によるグレー

ゾーン侵攻と外交的孤立化工作、第四は防衛予算問題である。 

台湾・米国間の相互関税交渉  
台湾と米国の間で進んでいる相互関税交渉の結果は、今後 4 年間

の台米関係を左右することになるだろう。米国が台湾に 32％とい

う高関税を課そうとしたことは、台湾では驚きをもって受け止め

られた。第一次トランプ政権で奨励されていた行動（中国とのデ

カップリング、デリスキング、台米間の経済・技術協力の強化）

が、トランプ 2.0（第二次トランプ政権）ではマイナスに働いた。

皮肉なことに、台湾の対米貿易黒字の大部分は半導体などのハイ

テク IT 製品、つまり米国の AI 産業にとって不可欠の製品によるも

のだ。台湾は、それが米国が AI 分野で圧倒的なリーダーの座を維

持するための重要な要因となっていると考えている。しかし第二

次トランプ政権は、こうした台米関係を極めて否定的に捉えてい

るようだ。 

台湾は、トランプ大統領が米国にウェハー工場を建設すること

を台湾に求めておきながら、同時に国外から輸入される重要部品

に高関税を課そうとしていることに困惑を深めている。米国で

は、すでに 30 年以上前から製造業の空洞化が起きている。米国で

最終製品を製造するために欠かせない輸入部品に高関税を課せ

ば、トランプ大統領が再建しようとしている産業を事実上壊滅さ

せることになる。この関税政策は、台湾の半導体産業にも打撃を

与える。報道によれば、世界最先端の半導体を生産する大手

TSMC が、半導体への関税導入に警告を発する書簡を第二次トラ

ンプ政権に送ったという。 
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頼政権は、関税率は少なくとも 10％以上になると見込んでいる

ようだ。関税がほとんど、あるいはまったくかからなかった時代

は終わった。頼政権は、アラスカ州の液化ガス事業など、米国へ

の直接投資の拡大、米国からの輸入拡大、米国のハイテクセクタ

ーとの協力強化といった措置も打ち出した。防衛分野で米国から

の調達を増やす方針も示している。しかし、こうして台湾が歩み

寄ってもなお、第二次トランプ政権が台湾への関税を大幅に引き

下げないなら、台米間の信頼関係は深刻に損なわれる恐れがあ

る。台湾は中国からの圧力に対抗するために、米国政府の支援を

維持する必要がある。そのため、台湾が米国から距離を置くこと

はないが、米国との経済協力を深化させる意欲は失われるかもし

れない。台湾と米国の相互関税交渉の結果は、今後 4 年間の両国

関係の枠組みを根本的に再定義することになるだろう。 

 

リコール投票と立法院への影響 
台湾では、市民社会が主導した「大罷免」運動により、7 月 26 日

と 8 月 23 日に大規模なリコール投票が実施される。最大 31 人の国

民党立法委員がリコール投票の対象となり、結果次第では立法院

（国会）の勢力図が変わる可能性がある。 

現在の立法院は、国民党・民衆党連合の立法委員と無所属立法

委員が合計 62 人に対して、与党・民進党立法委員が 51 人と、与党

が過半数を割り込む「ねじれ」の状態にある。しかし、大罷免投

票の結果、国民党が 12 議席以上を失えば、9 月に始まる次の会期

では民進党が一時的に優位に立つ。秋会期では、政府予算の審

査・承認という重要な議題が控えており、リコール投票の結果に

よっては立法院での決議が大きく変わる可能性がある。 

台湾の選挙法では、立法委員がリコールされた選挙区では、2
カ月以内に補欠選挙を実施することが義務づけられている。補欠

選挙の結果、与党・民進党が立法院で過半数を取り戻すことがで

きれば、現在の政策の行き詰まりを打開できる可能性がある。し

かし、民進党が 6 議席以上を獲得できなければ、与党の無力化は

一層進み、リコール運動によって進んだ台湾政治の分極化はさら

に勢いを増すだろう。 
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7 月 26 日、台湾では 24 人の国民党立法委員に対するリコール

の賛否を問う投票が実施され、すべて不成立に終わった。この結

果は、該当する選挙区の有権者はリコールに賛同しなかったこと

を意味する。第 2 回リコール投票は 8 月 23 日に開催される予定だ

が、7 月 26 日の結果を受けて、リコール成立の可能性には大きな

疑問符がついた。 

7 月 26 日に行われた国民党立法委員に対するリコール投票がす

べて不成立に終わったことは、リコールを主導したわけではなか

ったにせよ、与党・民進党と頼総統に大きな政治的打撃を与え

た。何らかの劇的な展開がない限り、立法院における与野党の議

席配分は変わらないという見方が広がっている。国民党・民衆党

連合は、リコール投票後は頼政権に対して「焦土作戦」を展開す

ると公言している。政治的分極化と党派対立はさらに激化すると

いうのが大方の見方だ。 

つまり、今年のリコール投票の結果が 2026 年の中間選挙に向

けた政治力学を決定付けることになる。8 月 23 日のリコール投票

で相当数の国民党立法委員がリコールされ、その後の補欠選挙で

民進党が立法院の過半数を奪還できれば、民進党は有利な立場で

選挙を迎えることができる。しかし予想通りに国民党が議席を維

持すれば、国民党は来年の中間選挙を圧倒的な優位で迎えること

になり、2028 年の総統選挙では政権を取る可能性が高まるだろ

う。 

 
中国のグレーゾーン作戦と外交的孤立化工作  

中国は 2016 年以降、台湾に対する軍事的な示威行為を続けてい

る。2022 年以降は中国人民解放軍（PLA）によるグレーゾーン活

動が常態化し、中国は台湾の周囲に軍を常駐させるようになっ

た。現在は、台湾海峡の中間線を 1 日平均 10〜15 機の PLA 戦闘機

が越え、毎日のように 7〜9 隻の海軍艦艇が台湾を四方から包囲す

るように、その海岸から 24 カイリの水域に配置されている。中国

沿岸部に近い台湾の離島周辺では、PLA の海警船が制限区域や禁

止区域への進入を繰り返している。台湾に対するサイバー攻撃も

日々激化している。一連の活動に対応することは、十分な人員を

持たない台湾軍にとって大きな負担となっている。中国は当面、

こうした活動を拡大・激化させていく見込みだ。 
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中国側の活動は、どれも直接的な軍事攻撃と見なされるもので

はないが、非常に強圧的だ。グレーゾーン活動の危険性が高まる

中、台湾の国防部長は中国に対し、PLA が台湾を封鎖しようとす

れば、中国側が戦争を開始し、台湾に先制攻撃を加えたものと見

なすと明言した。自衛のために必要であれば、台湾はキネティッ

ク（動力学的）な反撃を含む、あらゆる手段を行使する用意があ

る。しかし中国側は、台湾軍に直接発砲しない限り、自分たちの

軍事活動は脅威とは見なされないと考えているようだ。また、米

国さえ抑え込めれば、台湾に対してどんな行動を取ろうと「エス

カレーション・ラダー」を制御できると信じている節がある。前

者は、台湾の対応に対する重大な誤解であり、後者は台湾の安全

保障問題において、台湾は米国の駒に過ぎないという誤った前提

に立っている。中国は、台湾には主体的防衛力がないと考えてい

るようだ。この二つの誤解は、中国政府が気づかないうちに台湾

海峡紛争を引き起こす可能性がある。 

中国は、台湾を国際社会で孤立化させるための工作も強化して

いる。中国は、1971 年の国連総会第 2758 号決議を根拠に、台湾は

中国の一部であるという誤った主張を続けている。そればかり

か、他国の政府にも「一つの中国」原則を公式に支持させたり、

中国と国交を樹立している国々に対して、台湾代表処の格下げを

迫ったりしている。中国は、マレーシア、タイ、インドネシア、

カンボジア、東ティモールと首脳会談を行い、その共同声明を通

じて、台湾は中国の不可分の一部であるという立場を各国に公に

認めさせることに成功した。南アフリカは台湾の代表処を首都以

外の場所に移転させるよう台湾に一方的に要求した。ソマリア政

府は、台湾旅券を持つ者はソマリアの領土・領空を通過できない

という新たな規則を設けた。この新ルールは、中国の意向を受け

たものであり、中国の目的は台湾とソマリランドの友好関係を弱

体化させることである。 

2026 年の APEC 首脳会議は中国で開催される。中国はすでに、

中国との統一を支持しないすべての台湾人、そして中国を介さず

に台湾と諸外国の関係を改善しようとする者を犯罪者とみなすと

いう法律を制定している。このため、APEC 首脳会議に参加するた

めに中国の領土に足を踏み入れた瞬間に、台湾当局者が逮捕され

る可能性は十分にある。 
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PLA によるグレーゾーン作戦と、中国による台湾の外交的孤立

化工作は、今後 2 年以内に台湾海峡情勢を深刻化させる可能性が

ある。そのため、2027 年以降の PLA による攻撃シナリオだけでな

く、現在の動向にも注意を払わなければならない。現在の行動が

今後の展開に影響を与え、最悪のシナリオの発生確率を下げるこ

とができる。 

台湾の防衛予算と立法院の行方 
報道によれば、トランプ政権は中国による台湾侵攻の阻止を米国

の防衛政策の優先課題に位置づけているという。また、第二次ト

ランプ政権は台湾に対し、国防予算を大幅に増額することを要求

している。頼政権はすでに、防衛予算の GDP 比を現在の 2.54％か

ら 2026 年には 3％に引き上げる方針を明らかにしている。台湾は

すでに国家予算の 17％を防衛に充てており、この比率は米国の防

衛費の GDP 比 13.3％を上回る。 

しかし、第二次トランプ政権はこの数字に満足していない。ト

ランプ大統領とエルブリッジ・コルビー国防次官は、防衛費を

GDP 比 10％まで引き上げるよう台湾に要求しているが、これは国

家予算の約 70％を防衛に割り当てることを意味するため、現実的

ではない。それにもかかわらず、トランプ政権はこの数字に固執

しているように見える。これは米国と台湾の最初の摩擦要因とな

るかもしれない。 

第二の要因は、8 月 23 日の第 2 回リコール投票と、リコールが

成立した場合に 2 カ月後に実施される補欠選挙の結果である。結

果次第では、防衛予算に対する立法院の緊縮的姿勢に変化が生じ

る可能性がある。従って、頼総統が明言した防衛予算の増額は、

リコール投票後に立法院を通過する可能性があるものの、その実

現可能性については懐疑的な見方が強い。もし野党がリコール投

票・補欠選挙後も過半数を維持した場合、防衛予算の増額が立法

院で承認される可能性はほぼない。この展開は、台米関係を確実

に悪化させるだろう。 

第三の要因は、台湾政府がずいぶん前に購入した米国製武器の

納入が、他国の優先順位が上がったために遅延している問題であ

る。政府は、この問題に正面から取り組む必要がある。第一に、

納入されていない武器は台湾の防衛予算上、未執行資金として計
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上されるため、公表される防衛予算額が実際よりも低く見えてし

まう。第二に、これらの武器が台湾に納入されるタイミングは、

部隊の配備計画や軍備に直接的な影響を及ぼす。台湾は PLA に対

抗するため、中国と防衛力の強化を競い合っていることを考える

と、武器の速やかな納入は極めて重要である。 

第四の要因は、台湾に対する中国のグレーゾーン圧力への対応

方針について、台湾と米国の間で明確な結論が出ていないことで

ある。米国が提唱する非対称防衛戦略は、基本的には島嶼防衛に

焦点を合わせている。しかし、中国が台湾に対して隔離・封鎖作

戦を行う可能性は日ごとに強まっている。このシナリオに備える

ためには、台湾は中国のグレーゾーン作戦に早い段階で対応しな

ければならない。 

また、台湾はグレーゾーン圧力に対抗できる非対称的手段が存

在するのかも確認する必要がある。もし存在しないなら、有事の

対抗手段として、非対称防衛のみに依存することは賢明ではな

い。PLA による日常的な侵入行為に対応するためには、台湾は従

来型のプラットフォームも維持する必要がある。中国の台湾への

本格侵攻に備えるべきか（D デー・シナリオ）、より脅威度の低

い軍事的圧力に対応すべきか（日常シナリオ）――台湾の国家安

全保障当局は、防衛計画を策定するにあたり、この二つの選択肢

の間でジレンマに陥っている。この問題は近年、十分に注目され

てこなかったが、台湾と米国は真剣に取り組む必要がある。 

 

荒波に備え、総力を結集せよ 
トランプ 2.0（第二次トランプ政権）は、台湾、日本、そしてスウ

ェーデン（欧州）に前例のない課題を突きつけた。中国も、軍

事、外交、情報、サイバー分野で台湾への圧力を強化している。

台湾の頼総統は、「ねじれ状態」にある立法院で野党の強硬な抵

抗を受けながら、あらゆる分野で中国の主張に対応しなければな

らない。台湾は今、まさに荒波の時代に突入しつつあり、総力の

結集を求められている。 



 

 
 
 
 

2 
揺らぐ国際秩序と日・NATO 協力 

兼原 信克 
 

 
 

国際秩序の大変容 

自由で開かれた国際秩序の成立の経緯 

 
第二次世界大戦後、国際秩序は大きく倫理的に成熟した。1945 年

に国連憲章が制定され、戦争は禁止された。国連憲章に反する不

法な武力行使は、国際社会全体に対する「悪」とみなされ、国連

安全保障理事会の下、国際社会による経済制裁や武力による対抗

措置の対象となった。 

1947 年、マハトマ・ガンディー率いるインドは、「非暴力抵

抗」を唱え、一発の銃弾も撃つことなく英国の支配から脱した。

続く 1950 年代から 1960 年代にかけて、アジアとアフリカの新興国

が次々と植民地支配を脱し、独立を達成した。 

太平洋戦争の初期、大日本帝国は数世紀にわたって続いた西洋

によるアジアの植民地支配を一掃した。しかし日本が戦争に敗れ

ると、1946 年にフィリピンの再独立を承認した米国を除き、フラ

ンスはベトナムへ、英国はマラヤへ、オランダはインドネシアへ

再び進駐し、再征服を試みた。しかし、こうした試みはいずれ

も、国民意識に目覚め、銃を取ったアジアの人々によって退けら
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れた。植民地から身を起こし、独立勢力に親和性のあった米国で

あるが、ベトナムではフランスを支えて参戦した。 

ベトナム戦争への反対運動が米国内で高まる中、アフリカ系ア

メリカ人のマーティン・ルーサー・キング・ジュニアが、ガンデ

ィーの精神を継承して徹底した非暴力を掲げ、公民権運動を展開

した。この運動は、リンカーン大統領による奴隷解放後も米国南

部を中心に根強く残っていた制度的人種差別を引きずり倒した。

反人種差別の潮流は瞬く間に世界に広がり、欧州、オーストラリ

ア、ニュージーランドがこれに続いた。最後まで残っていた南ア

フリカのアパルトヘイト体制も、ネルソン・マンデラ大統領の不

屈の闘志の前に崩れ落ちた。 

1991 年、共産党による一党独裁体制を敷き、半世紀にわたって

核対立の下で米国と覇権を争っていたソ連が内側から崩壊した。

国民の自由を奪い、市場経済の活力を抑圧してきた独裁体制は崩

壊し、ソ連は生命力を失った。 

バルト三国とポーランドは冷戦から解放され、真の独立を勝ち

取った。ハプスブルク家の優美な文化的遺産を受け継ぎながら、

粗野なスターリン主義的共産主義政治を強いられていたチェコ共

和国、スロバキア、スロベニア、クロアチアなどの東欧諸国は西

側への統合を選んだ。ウクライナとベラルーシさえ、ソ連から離

脱した。 

20 世紀後半、人類は、戦争、植民地主義、人種差別、そしてソ

連共産圏という独裁体制の否定を目の当たりにした。その結果、

アメリカ独立宣言に記された、すべての人間は平等であり、自由

であり、良心と愛に基づく自己実現の権利を生まれながらに有

し、政府はその権利を守るために存在するという真理が世界に広

がった。これは普遍的真理である。これは決してキリスト教や欧

州の啓蒙思想に固有の考え方ではない。人間の心には、生まれな

がらに善性（良心、愛、あるいは仏心と言い換えてもよい）が備

わっている。王権は、民の幸福のために存在する。こうした考え

方は、アジアには古くから根付いていた。 

20 世紀の革命と戦争によって流されたおびただしい血を経て、

人類はついに今日の自由で開かれた国際秩序に到達した。その過

程で先導的な役割を果たしたのが、戦後に圧倒的な国力を誇った

米国である。そのため、20 世紀後半は「パックス・アメリカーナ
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（米国による平和）」と呼ばれる。大西洋を隔てた西欧諸国は、

自由で開かれた国際秩序のパートナーだった。この秩序の中心に

は、常に大西洋共同体があった。そこに日本、韓国、オーストラ

リア、ニュージーランド（IP4）が加わることで、広義の「西側」

が形成された。 

 

自由で開かれた国際秩序にもたらされた不安 

 
21 世紀に入ると、自由で開かれた国際秩序は揺らぎ始めた。そ

の要因はいくつかある。 

第一は、中国の台頭である。中国は、鄧小平の改革・開放運動

から、わずか数十年間で世界第 2 位の経済大国へと成長した。中

国の経済規模はすでに欧州連合（EU）に匹敵し、世界第 4 位の経

済大国である日本の 4 倍に達する。冷戦後期、中国は西側と共に

ソ連と対峙したが、特に習近平政権の発足以降は、自国の強大な

国力に対する自信を深め、西側と距離を置くようになった。 

超大国への道を邁進する中国は、経済力を軍事力に直結させて

いる。中国は、長きにわたる政治的伝統ゆえに、ウェストファリ

ア体制のような、対等な主権国家が並立する国際秩序を受け入れ

ない。むしろ、天命を受けた中国皇帝が天下を統べるという華夷

秩序のような垂直的秩序に慣れ親しんでいる国である。中国皇帝

が天命を受けて地上を支配するという考え方は、かつて東ローマ

帝国の皇帝たちが掲げた王権神授説に通じる。 

中国は、その莫大な国力を背景に、「南シナ海は中国の海」で

あると宣言し、スビ、ファイアリークロス、ミスチーフと言った

珊瑚礁を埋め立てて長さ 3,000 メートルの滑走路を建設し、軍事拠

点化した。東シナ海ではフィリピンのスカボロ珊瑚礁を奪い、セ

カンドトマス珊瑚礁を奪おうとしている。2012 年以降は、日本の

尖閣諸島周辺海域におしても、海警公船団を用いて、一方的な実

力行使を行っている。 

また、中国は、自由貿易から大きな恩恵を受けているにもかか

わらず、国有企業への巨額の補助金の供与や知的財産権の窃取な

ど、市場を歪める施策を講じている。さらに他国がレアアースな
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どの重要な資源を中国に依存している状況を利用して、経済的な

威圧外交を展開している。 

これに対し、西側諸国は、半導体などの先端技術が中国に流出

し、軍事力の増強に活用されるリスクや、5G や海底ケーブルなど

の通信分野に中国企業が参入し、サイバー空間から情報が流出す

るリスクにも神経をとがらせるようになってきた。経済安全保障

上の課題が、まさに顕在化しているのである。 

自由で開かれた国際秩序を揺るがす第二の要因は、ロシアによ

るウクライナ侵攻である。国連安全保障理事会の常任理事国であ

るロシアがウクライナに侵攻したことにより、理事会の権威と正

統性は損なわれた。「この土地は、かつてわが国のものだった。

ゆえに、武力によって奪還する。この土地の住民も、わが国のも

のだ」という論理は、19 世紀の帝政ロシアを想起させる。このよ

うな主張は、統治の正統性を国民の自由意思に置く西側諸国にと

っては、到底受け入れられるものではない。 

米国のバイデン大統領の呼びかけにより、西側諸国は、侵略さ

れたウクライナに対して、情報・資金・武器面での支援を行っ

た。初期の北部戦線では、ウクライナ軍は華々しい勝利を飾っ

た。しかし前線がウクライナ南部へ移り、正規軍同士の消耗戦に

移行すると、国力に劣るウクライナは徐々に劣勢に追い込まれ

た。バイデン政権下の米国は、プーチン大統領がちらつかせる核

の脅しに屈し、ロシアを過度に刺激することを恐れ、ウクライナ

軍に対して段階的に武器を供与していった。 

トランプ大統領は、大きく方向転換して、プーチン大統領の取

り込みに注力し、ロシアに対して敵対的であった政敵バイデンの

路線を拒否した。そしてウクライナに圧力をかけ、ゼレンスキー

大統領に辞任と総選挙の実施を迫り、プーチンに迎合する形で停

戦を実現しようと試みた。その狙いは、中露分断だと言われてい

るが、トランプ大統領の思惑が実現する可能性は低い。プーチン

大統領は、どこかでトランプ・カードを使って停戦を実現しよう

と考えているであろうが、とりあえずは現下の情勢を最大限現利

用しようとしており、むしろ攻撃を激化させている。 

欧州諸国は、米国がウクライナ戦争への関与を弱めつつあるの

を見て、トランプ政権に対する不信感と懸念を強めており、自国

の防衛をさらに強化するとともに、欧州が将来のウクライナの安
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全保障に介入する可能性を検討し始めた。しかし、欧州の介入が

実効性を持つためには、何らかの形で米国の支援が必要となる。

だが、米国は軍を送る代わりに、ウクライナの鉱物資源の採掘権

を求めている。ウクライナにとって、これは最低限の保証となり

得る。停戦後にプーチン大統領が再びウクライナに侵攻すれば、

米国が同国で享受しようとしている商業的利益が大きく損なわれ

ることになるからだ。 

自由で開かれた国際秩序を揺るがす第三の要因は、第二次トラ

ンプ政権の誕生である。トランプ大統領は、米国の政治が見過ご

してきた低所得層の心をつかんだ。SNS を通じて発信される分か

りやすく扇動的なメッセージは、これまで政治に無関心だった多

くの人々を熱狂させた。トランプ大統領の支持層には、強力な反

エリート主義を掲げる人々が多い。この層の人々にとって、トラ

ンプ大統領が掲げる「アメリカ・ファースト（米国第一主

義）」、反移民、高関税政策といった主張は、ある種の救済のよ

うに響いた。トランプ大統領が高い人気を誇る理由はここにあ

る。彼らは、孤立主義的であり、現代版モンロー主義者である。 

トランプ大統領下の米国は、内向きになりつつある。かつては

世界経済の殆どを占めていた米国経済は、現在では世界経済の

25％を占めるにすぎない。圧倒的な存在感を示す情報プラットフ

ォーム関連分野を除けば、伝統的な産業は空洞化し、現在も大量

の移民の流入に悩まされている。オバマ大統領はすでに、米国は

もはや世界の警察官ではないと述べた。かつては自由で開かれた

国際秩序の大黒柱だった米国は、はるかに脆弱な存在となった。 

米国は、外交の優先順位を再考し、焦点を絞りつつある。米国

にとって、今、最大の挑戦者は中国である。その反動として、欧

州と中東への関与は弱まりつつある。現在、米国が抱えている問

題はトランプ大統領個人の資質のみに帰せるものではない。世界

は今、グローバルサウスの台頭と、それに伴う勢力図の変化によ

り、米国の国力が相対的に低下しているという現実を目の当たり

にしているのである。 

 

NATO・日本間の協力の可能性 
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自由で開かれた国際秩序を支える協力体制 

 
米国の力が相対的に縮小すればするほど、西側諸国が団結し、

協調する必要性が高まっていく。北米、欧州、英国、日本、韓

国、オーストラリア、ニュージーランドの結束と協調は不可欠で

ある。トランプ政権が独自路線を進むならば、米国の撤退により

生じた力の真空を他の西側諸国が埋める必要がある。米国という

大黒柱が揺らぐなら、それを支える欧州とインド太平洋地域とい

う周辺の梁は、より強固で堅牢なものとならねばならない。 
これら西側諸国は、今後も、自らが拠って立つ価値観を高く掲

げていかなければならない。自己実現を目指す一人ひとりの市民

の良心と愛に高い倫理的信頼を置き、公の議論を通じて国民の総

意を形成し、それを法へと昇華させ、政府を法の支配の下に置く

という理念は普遍的価値を持つ。これは西側のみならず、歴史上

のほぼすべての偉大な文明において、世代を超えて受け継がれて

きた理念である。 

独裁体制はいずれ必ず敗北する。いかなる政府も、人民という

大海に浮かぶ一隻の舟にすぎない。ソ連圏東欧諸国も、リビア

も、シリアも、あっという間に崩壊した。残る独裁国家である中

国、ロシア、北朝鮮のような独裁体制には、人類を導く理念が存

在しない。西側諸国は、自らが拠って立つ価値を信じ、時には忍

耐を持って、グローバルサウスの新興国に対して、共にこれらの

普遍的価値を支持するよう働きかけなければならない。 

同時に、西側は自由貿易体制を堅持していかなければならな

い。トランプ政権は「アメリカ・ファースト（米国第一主義）」

を掲げ、保護主義を強化し、諸外国に高関税を課すとともに、反

移民政策を推進している。しかし、第一次トランプ政権下で同様

の動きがあった時、日本と欧州連合（EU）は保護主義に抗し、日

EU 経済連携協定を通じて、巨大な自由貿易圏を構築した。日本

は、米国抜きで環太平洋パートナーシップ協定（TPP）も実現し

た。 

自由貿易は、先進国の産業空洞化を招く。直接投資の形で、工

場は次々と新興国へ移されていくからである。しかしその結果、

世界経済の総体は成長し、世界規模で富の拡散と繁栄の平準化が
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促進された。西側諸国は、グローバルサウスの新興国に対し、同

新興国・途上国の繁栄にとって、自由貿易がいかに重要かを説得

しなければならない。自由貿易は、先進国から途上国へ資本と技

術を流し込むと同時に、先進国の広大で豊かな市場へのアクセス

を可能にすることで、新興国に経済発展の最良の機会を提供す

る。 

さらに、西側諸国は自由で開かれた国際秩序に武力で挑もうと

する国家、特にロシアと中国による不法かつ一方的な現状変更を

阻止し続けなければならない。そのためにはユーラシア大陸に位

置し、次の超大国となりつつあるインド、そして ASEAN 諸国――
特に ASEAN 最大の国家であるインドネシア――を外交的協調の輪

に引き入れることが不可欠である。インドと ASEAN 諸国が加われ

ば、西側は現在の強大な影響力を維持し、世界のパワーバランス

は引き続き、西側に有利な方向に傾くだろう。 

中国とロシアという二大抵抗勢力は、BRICS（ブラジル、ロシ

ア、インド、中国、南アフリカ）を軸とした新たな国家グループ

を利用しようとするだろう。しかしウクライナでの戦争によっ

て、ロシアはすでに尊敬されるリーダーとしての地位を失ってい

る。一方、中国は国力を増大させたものの、現状を一方的に変え

ようとする行動が多くの近隣諸国の反発を招いている。このた

め、BRICS 諸国が西側に代わって世界を牽引する支配的な国家グ

ループとなることは難しい。 

それでも中国とロシアは依然として、自由で開かれた国際秩序

という西側優位の体制の転覆を共通の利益としている。西側諸国

との貿易で巨大な利益を得ている中国は、同時に西側の制裁下に

あるロシア産原油を廉価に輸入することで、ウクライナで戦争を

展開しているロシアを間接的に支援している。北朝鮮もまた、兵

器技術の提供と引き換えに万単位の兵士をウクライナに派遣し

て、対価として進んだ軍事技術を入手していると言われる。 

日本と NATO 諸国は、アジアと欧州の安全保障は密接に結びつ

いているという現実に目を向け、戦略的連携を図るべきである。

その意味で、日本、韓国、オーストラリア、ニュージーランドか

らなるインド太平洋パートナー（IP4）が毎年、NATO 首脳会議に

出席していることは大きな意義を持つ。 
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日本・NATO 間の具体的な協力例：「核の傘」問題 

 
日本と NATO の協力関係は、まだ歴史が浅い。2006 年、安倍晋

三首相（当時）が日本の首相として初めて NATO を訪問した。私

も同行した。その後、第二次安倍政権下で日本政府はブリュッセ

ルに NATO 日本政府代表部を設置した。陸上自衛隊の栗田千寿 2
佐が連絡将校として NATO に派遣されるという初の試みもなされ

た。しかし、NATO の活動地域はあくまで北大西洋地域であり、

日本政府と NATO が共同で実施する具体的な協力事業は多いとは

言えない。 

本稿では、まず日本が NATO から何を学び得るかを検討した

い。NATO は第二次世界大戦後 80 年にわたり、米国の核の傘を実

効性のあるものとするための活動を積み重ねてきた。日本は、広

島・長崎の被爆体験に基づく反核活動や、ビキニ環礁での水爆実

験に巻き込まれた第五福竜丸事件の影響から、「核の傘」問題に

ついての本格的な議論を回避してきた。 

日本は 1970 年に「核兵器の不拡散に関する条約」（核兵器不

拡散条約）に署名し、1976 年に批准した。当時の米国は、日本に

核の傘を提供すると約束した。米国は、ドイツに核兵器を配備し

たのと同様に、日本にも核兵器を配備することを検討していた

（実際、1970 年代まで、米軍統治下の沖縄には戦術核兵器が存在

した）。 

一方、日本政府は国内に核兵器を配備することは政治的に不可

能だと考えていた。佐藤栄作政権下では、さらに「核兵器を持た

ず、作らず、（米国から日本に）持ち込ませず」という「非核三

原則」が策定された。 

この三番目の原則は、その後、東側に親和性の高い日本の革新

勢力（社会党、共産党）によって政治的に利用され、「米核搭載

攻撃型潜水艦寄港阻止」のキャンペーン材料となり、日本の安全

保障上の利益と抑止力を損なってきた。非核三原則は、正しく

は、「核兵器を持たず、作らず、（ロシア・中国・北朝鮮から）

日本に対して撃ち込ませず」とするべきだったのである。 

その後、革新勢力と世論の平和主義に押されて、日本政府は核
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兵器を搭載した艦船の領海通過すら認めないという極端な立場を

採用した。そのため、21 世紀初頭まで、日本政府と米国政府の間

で核兵器に関する議論はほとんど行われなかった。なお、革新勢

力は、米国の核抑止力の弱体化を目的としているのであるから、

中国、ロシア、北朝鮮の核兵器を問題としたことはない。 

今日、日本の安全保障を取り巻く環境は劇的に変化した。中国

経済は急速に成長し、ついには日本の 4 倍の規模となった。中国

は国力を軍事分野に振り向け、台湾併合の意図を公然と表明し

た。仮に台湾有事となれば、日本は前線国家となる。中国が保有

する核戦力は急速に拡大している。史上初めて、米国は中国とロ

シアという二つの大きな核保有国に直面することになった。 

台湾有事を抑止するため、日本と米国は通常兵力によるエスカ

レーション・ラダーの調整を開始したが、戦術核兵器を含む具体

的作戦の策定に向けた作業はまだなされていない。しかし今後、

米国と中国の間で相互確証破壊が成立し、中国が低出力核兵器の

生産を拡大するなら、台湾有事において日本や台湾やフィリピン

に対して、戦術核兵器が使用される、或いは、恫喝に使用される

可能性は高まるだろう。台湾有事では海戦が中心となるが、海上

では核兵器がもたらす付随的な人道的被害は最小限に抑えられる

ため、核兵器使用の閾値は下がると予想される。 

日本は、自国の安全保障上の利益を損なっている既存の非核三

原則を見直し、核兵器を含む作戦計画について、米国との協議を

開始する必要がある。非核三原則の第 3 項を削除することが出来

れば、次に、日本は三つの問いに答えなければならない。すなわ

ち、（1）台湾有事に中国が核兵器を使用することをいかにして抑

止するか（抑止力の方法論）、（2）米国が核兵器を使用する意思

および能力を中国にどのように提示・伝達するか（宣言政策）、

（3）日本国民が米国の核の傘に対し、いかに安心と信頼を抱ける

ようにするか（国民の安心感）、つまり、日本国民をいかに安心

させ、米国の核の傘を信頼させることができるか、である。 

いずれ米国は空対地核弾頭ミサイルである B61 に加えて、核弾

頭・非核弾頭のいずれも搭載可能で、陸・海・空の各プラットフ

ォームから発射できる中距離巡航ミサイル、中距離弾道ミサイ

ル、超音速滑空弾を兵器体系に導入するだろう。その時、米国と

日本は核兵器に関する戦略と作戦計画のあり方について、冷戦初
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期、中期の NATO の経験から多くを学ぶことができるはずだ。た

だし、NATO は、戦略核の打ち合いとなる第三次世界大戦を最悪

のシナリオとして考えており、そのため常にディエスカレーショ

ンを志向する方向に向かいがちであるが、台湾有事は、あくまで

も地域戦争であり、戦略核の打ち合い以前に停戦することになる

ため、逆に、双方が戦術的優位を求めて、戦術核のレベルを含め

て、エスカレートしやすいことに留意が必要である。 

常に、日米同盟側で優位を保ちながら、エスカレーションをコ

ントロールするためには、強力な柔軟対応戦略が求められる。そ

のエスカレーション・ラダーの上層階に、戦術核レベルでの真空

をつくることは許されない。この観点からも、日本の非核三原則

の見直しは急務である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 

3 
インド太平洋における欧州の役割および
ルールに基づく国際秩序の実現に向けた 

トランプ 2.0 における負担分担 

Norah Huang（黃 美鳳） 
 
 
 

欧州とインド太平洋地域の明白な相互連関 
欧州諸国の指導者にとって、欧州大陸とその周辺に位置する北ア

フリカ・中東地域は安全保障上の優先事項であるという地理的現

実に変わりはない。しかし、世界政治が冷戦終結後の単極体制か

ら多極体制へと移行する中、地政学的状況は格段に複雑化してい

る。この多極体制の基調を定めたのが中国の台頭であり、欧州諸

国の指導者たちはもはや、インド太平洋地域の安全保障環境の変

化に無関心ではいられない。 

2022 年のシャングリラ対話において、岸田文雄首相は「今日の

ウクライナは、明日の東アジアかもしれない」と警告し、安全保

障上の課題は相互につながっていることを指摘した。しかし欧州

諸国は長らく、東アジアの安全保障情勢の変化を遠い場所で起き

ている出来事と見なし、中国の台頭を楽観的に捉え、14 億人の市

場という経済的側面のみに注目する傾向があった。しかし、4 年目

を迎えたロシアとウクライナの戦争では、ウクライナ軍との戦闘

に北朝鮮兵士が投入され、欧州大陸でロシアが展開している長期

戦を北朝鮮製の迫撃砲や砲弾、さらにはイランや中国製のドロー
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ンが支えている。この状況を前に、フランスのエマニュエル・マ

クロン大統領をはじめとする欧州の指導者たちは、欧州とインド

太平洋地域の安全保障は相互に結びついているという現実を認め

ざるをえなくなった。マクロン大統領は今年 6 月、シンガポール

で開催されたシャングリラ対話で基調講演を行い、欧州とインド

太平洋地域の相互連関に言及した。その直後、フランスは初のイ

ンド太平洋戦略を発表する予定だ。 

石破茂首相は 2024 年 10 月、就任直後の初の政策演説で、この

岸田元首相の警告を繰り返し、二度の大戦後に安定した世界秩序

を築くために用いられ、国連憲章にも明記された原則、すなわち

武力行使の禁止、領土保全、自決権を支持することの重要性を強

調した。これらの原則を選択的に適用すれば、ルールに基づく秩

序はゆらぎ、侵略的な大国の近くに位置する国々の安全保障上の

利益は危険にさらされる恐れがある。この不都合な地理的現実

は、欧州とインド太平洋の国々が共有するリスクである。フラン

スのマクロン大統領は、欧州のインド太平洋地域への関心に言及

した後、その補足説明として、もしウクライナに対するロシアの

残虐な侵略が何の処罰も受けずに許されるとすれば、台湾やフィ

リピンが武力行使を受けた時、世界はそれをどのように受け止め

るのかと問いかけた。つまり、価値観とルールこそが、武力行使

が起きた時、国際社会が一致団結して非難の声を上げ、速やかに

対応するための羅針盤となるのである。 

相互依存と脅迫 
社会通念上、経済的な相互依存は、通商関係にある国々が紛争を

回避する動機になるとされてきた。この考え方は広く受け入れら

れ、冷戦後の国際社会に利益をもたらしたが、2022 年のロシアに

よるウクライナ侵攻によって状況は大きく変わった。欧州はつい

に、国家安全保障に対する新自由主義的アプローチの再考を迫ら

れることになったのである。しかし、国家安全保障に対するアプ

ローチを考える際、常に念頭に置かなければならないのはリスク

管理である。リスクの感覚がなく、相互依存という諸刃の剣の性

質を軽視してきたことが、新自由主義的アプローチの致命的な脆

弱性だった。 

ロシア、中国、北朝鮮、イランからなる権威主義枢軸の台頭
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は、相互依存的な貿易ネットワークが生み出した平和と安定のメ

カニズムをほぼ崩壊させた。さらに悪いことに、この相互依存は

侵略国やその支援者によって恫喝の手段として活用されている。

中でもロシアは長年、欧州諸国の主要なエネルギー供給国となっ

ており、中国は多くの国々にとって最大の貿易相手国である。 

現在でも、ロシアに対する西側の制裁は、ロシアから原油を調

達しているインドや中国といった国々には影響を与えていない。

制裁リストには、軍民両用の部品・装備を供給している企業や、

ロシアに金融サービスを提供している銀行など、一握りの中国企

業の名前が並んでいるにすぎない。中国企業への制裁は、いわば

モグラ叩きの様相を呈しており、侵略国に流れ込む戦争遂行のた

めの資源を食い止めるには至っていない。 

西側が中国に包括的な二次制裁を課していないのは、外交的解

決の余地を残し、中国を仲介者として戦争を終結に導きたいとい

う思惑の表れである。実際、中国のような巨大な貿易相手国に制

裁を科すことは到底現実的ではなく、望ましくもないと考えられ

ている。こうした諸刃の剣が、ウクライナのパートナーに対する

抑止効果を弱め、ロシアを増長させることになった。 

新たな冷戦か、デリスキングか 
ウクライナでの戦争がもたらした教訓の一つは、デリスキングの

必要性である。「新冷戦」という概念は、世界経済がかつてない

ほど統合されている現代では受け入れられにくい。世界経済を二

つの陣営に完全に分断することは非現実的であり、その混乱とコ

ストに世界は耐えられないだろう。その結果、世界は冷戦時代よ

りもさらに困難な状況に直面している。大規模な経済統合が始ま

るずっと以前に「新冷戦」が現実化する代わりに、各国は今、複

雑に絡み合い、高度に専門化された貿易ネットワークの中でデリ

スキングを進めるという任務を負っている。各国政府は、デリス

キングの必要性とその方法を国民と経済界に説明する必要があ

る。 

一方、3 年に及んだコロナ禍は、感染症の世界的流行や地震な

どの自然災害がもたらす混乱を緩和するためには、強靭なサプラ

イチェーンの構築が不可欠であることを浮き彫りにした。さら

に、3 年以上続いているロシアの侵略と、米中間で繰り広げられて
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いる第二次貿易戦争を背景に、米国とその同盟国・パートナー国

が長期化する消耗戦を勝ち抜くため、防衛産業基盤を強化・拡充

することが急務となっている。そのためにはまず、ライバル国に

よる輸出規制や安全保障上の妨害工作にも耐えられる、堅固で信

頼できるサプライチェーンを構築しなければならない。 

 

中国が独占するレガシーチップ供給のデリスキング 
現代の高度に専門化された貿易ネットワークでは、中国の半導体

メーカーがレガシーチップ（旧式半導体）の独占的なサプライヤ

ーになると予想されている。旧世代のテクノロジー・ノードで製

造されるレガシーチップは、スマートテレビや防犯カメラ、内燃

機関（ICE）車、電気自動車（EV）、スマートフォンといった現

代生活を支える日用品から、ミサイルや無人システム、最先端の

戦闘機といった軍需部品・装備まで、幅広い製品に使用されてい

る。レガシーチップの問題は、技術的なボトルネックによって供

給が枯渇することではなく、大量の中国製品が市場に氾濫し、他

国のメーカーをわずか数年のうちに駆逐してしまうというエコシ

ステムにある。そうなれば、ほぼすべての製品に中国製チップが

組み込まれることになり、スパイ行為のリスクが高まる。 

中国が支配するレガシーチップ供給の「デリスキング」を進め

るためには、セキュリティ基準の高い製品に非中国製のレガシー

チップを供給できるエコシステムを米国とその同盟国・パートナ

ー国が育み支援する必要がある。非中国製レガシーチップのサプ

ライチェーンを維持するためのポイントは二つある。一つは、ス

パイ活動のリスクに対する消費者の意識を高めること、そしても

う一つはフレンドショアリングである。そのためには、非中国系

のメーカーが中国以外の国で生産するレガシーチップに対する需

要と供給が存在しなければならない。この点については、すでに

いくつかの実践例がある。例えば、米国防総省の国防イノベーシ

ョン・ユニットが採用した「Blue UAS」認証制度は、無人航空シ

ステムに使用されるすべての部品を、中国企業を排除したサプラ

イチェーンで製造することを義務づけるもので、制限対象国で作

られた部品の使用は禁じられる。台湾政府は、この「Blue UAS」
基準を無人システムだけでなく、政府調達契約全般で採用するべ

きである。同じことは他の同盟国にも言える。 
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スパイ行為のリスクは金銭的コストだけでなく、潜在的コスト

も伴う。消費者は、軍事用途か非軍事用途かを問わず、このリス

クを考慮に入れ、より高いセキュリティ基準を確保するために、

追加のコストを支払うことを受け入れなければならない。 

第二次トランプ政権（トランプ 2.0） 
2025 年 1 月に第二次トランプ政権が発足したことは、米国と

NATO 同盟国の関係だけでなく、インド太平洋地域において欧州

の同盟国が果たすことを期待される役割にも変化をもたらしつつ

ある。バイデン政権では、米国は大西洋周辺国を含む同盟国に対

し、台湾海峡で「航行の自由作戦」（FONOP）を実施することを

奨励していた。この 4 年間に、英国、カナダ、ドイツ、フラン

ス、オランダ、オーストラリア、さらにはニュージーランドまで

もが自国の海軍艦艇を台湾海峡に派遣し、同海峡が国際水域であ

り、自由に航行する正当な権利があることを示した。しかし、米

国のピート・ヘグセス国防長官が 6 月にシンガポールで行った演

説を踏まえると、米国は欧州の同盟国がインド太平洋地域に懸念

を抱いていることを理解しつつも、大西洋戦域に資源を集中する

ことを望んでいるように見える。だからといって、トランプ政権

が欧州の同盟国に対し、台湾海峡での FONOP の縮小を求めている

ことを意味するのかどうかは、現時点では分からない。 

とはいえ、実際に中国による台湾侵攻が起きたとしても、欧州

の同盟国がフリゲート艦を派遣し、インド太平洋戦域に大きな影

響を与えることは考えにくい。しかし、平時に同盟国が存在感を

発揮することは確かに意味を持つ。統合的抑止力には、軍事力だ

けではなく、経済力や行動を起こす政治的意思が含まれることは

間違いない。同盟国がフリゲート艦を台湾海峡に派遣し続けるこ

とは、各国がステークホルダーとして、この地域に関心を抱いて

いること、自国の利益を損なう侵略行為には相応の措置を講じる

可能性があることを示す外交的シグナルとなる。最も重要なの

は、この行動が中国の主観的な語り（ナラティブ）――すなわち

「米国が台湾海峡で展開している FONOP は、米国が覇権争いの一

環として、中国を封じ込めるために実施しているもので、他国は

中立的な立場をとるべきだ」という主張――を覆す点にある。各

国が自国の利益を主体的に防衛する権利に関する議論を、「米中

対立」というナラティブで威圧するようなことを許せば、侵略者
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に対する統合的な抑止力を損なうことになる。 

規模の優位性と負担分担 
バイデン政権で国務副長官を務めたカート・キャンベルは退任

後、『フォーリン・アフェアーズ（Foreign Affairs）』誌に寄稿

し、中国との競争に規模の力を活用することの重要性を論じた。

米国は第二次世界大戦中および戦後において、規模がもたらす圧

倒的な優位性を享受した。この「規模の力」こそ、米国が優位に

立ち、その同盟体制に支えられた国際秩序が世界に安定をもたら

した重要な理由の一つだった。しかし現在は米国自身が、強大な

ライバルに規模がもたらす優位性を奪われかねない局面に立たさ

れている。その影響を受けるのは米国だけではない。戦略的自律

を行使する国々が、ルールに基づく国際秩序を維持するために、

米国との協力に関心を寄せる理由は、ここにある。米国は、ルー

ルに基づく国際秩序という旗印が、同盟国やパートナー国の間に

生み出す団結の力を手放してはならない。それに対し、同盟国や

パートナー国は、自国の戦略的自律にかなう形での負担分担の枠

組みを構築しつつ、国際秩序を維持するという共通の目標を達成

できるようにしなければならない。 

現在の負担分担作業は、1990 年代の冷戦終結以前と比べて、は

るかに複雑さを増している。前例のない新たな課題に直面してい

るうえ、十分なコミットメントや投資がなされていないからだ。

オバマ大統領が二期目に打ち出した「アジア回帰（Pivot to 
Asia）」政策は、中国の台頭が多くの課題をもたらしていること、

そして中東での 10 年以上に及ぶ対テロ戦争を経て、資源の再配分

が急務となっていることを公式に認めるものだった。しかし、軌

道修正がなされた後も新たな問題が次々と発生した。その最たる

ものが、2022 年 2 月に勃発したロシアによるウクライナ侵攻であ

る。さらに、2023 年 10 月にはハマスによる攻撃に対してイスラエ

ルが報復行動をとり、ヒズボラやフーシ派が紅海の航路を攻撃し

たことで、緊張はさらに高まった。こうした出来事により、米国

と NATO 同盟国の武器庫は、第二次世界大戦の終結以来、最も深

刻なレベルで枯渇している。第二次トランプ政権は、このような

状況下で始まり、新政権の高官たちはインド太平洋地域に軸足を

移さざるを得なくなった。南シナ海、東シナ海、台湾海峡、さら

にはタスマニア海域の国々に対する中国の攻撃的な行動により、
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緊急性はさらに高まっている。 

トランプ政権の高官たちは、同盟国・パートナー国との外交交

渉を軽視し、各国に防衛費の増額を強硬かつ露骨に迫っている。

こうした姿勢は、制御できておらず予測不能で非常に危険であ

り、戦略的に相反するメッセージを発信することになりかねな

い。トランプ大統領の方が高官よりも戦略的曖昧さの使い方を理

解しているように見えることすらある。基本的に、トランプ大統

領は任期中に戦争を起こさないことを重視している。しかし政権

の高官が、中国による台湾侵略を阻止し、台湾海峡の現状を維持

することは、米国の死活的利益ではないと主張することは、台湾

海峡問題において長年抑止効果を発揮してきた戦略的な曖昧さを

損なうことになる。トランプ政権は、自己崩壊や矛盾を避けるた

め、一貫性のある外交的・戦略的メッセージを発信する必要があ

る。 

求められているのは負担分担であるという点は、繰り返し強調

する価値がある。重要なのは、すべての当事者が合意できる枠組

みをいかに作るかである。米国の大西洋地域、インド太平洋地域

の同盟国・パートナー国が、防衛投資を拡大する必要性を認識し

ていることは間違いない。ポーランドとドイツは、防衛費の対

GDP 比を 5％に引き上げると約束した。日本も防衛費を倍増させ

る方針を掲げている。再選を果たしたオーストラリアのアンソニ

ー・アルバニージー政権も増額に言及し、韓国の李在明新大統領

も選挙戦では同様の方針を打ち出していた。台湾でも、頼清徳総

統が防衛予算を GDP 比 3％以上に引き上げる方針を二度にわたっ

て明言している（ただし 2025 年 2 月、立法院で多数派を占める野

党連合が防衛費を含む政府予算を前例のない規模で削減・凍結し

た）。どの国も、防衛投資を拡大するためには内政上の問題を乗

り越えなければならないが、大まかな方向性は共有されていると

考えて良いだろう。概して不透明なのは、各同盟国・パートナー

国がそれぞれの戦域において、どのような役割を担い、どのよう

な能力を発揮すべきかという点である。 

 

戦略的自律とインド太平洋地域における欧州の役割  
「主権的自律」あるいは「戦略的自律」という言葉は、米国の同
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盟国・パートナー国が独立した意思決定の重要性を強調する際

に、あるいは特定の問題で米国の政策との違いを示唆する際によ

く使用する表現である。中国は、米国とその同盟国・パートナー

国を分断する広範な戦略の一環として、この傾向を利用しようと

してきた。例えば、同盟国・パートナー国の指導者が戦略的自律

に言及した時は称賛し、また別の時には、米国に自国の主権を委

ねていると批判するのである。しかし、主権的自律あるいは戦略

的自律を行使することは、その国の利益が米国の利益と一致して

いないことを意味するわけではない。特に、多極的世界におい

て、ルールに基づく秩序を維持するという目標が共有されている

場合は、なおさらである。近年、「戦略的自律」という言葉を最

も積極的に使ってきた指導者はフランスのマクロン大統領であ

る。同様に、オーストラリアの安全保障コミュニティでも、米英

豪 3 カ国安全保障枠組み（AUKUS）協定や原子力潜水艦の取得を

めぐり、活発な議論が行われてきた。しかしフランスもオースト

ラリアも、インド太平洋地域における有事の際に、非戦闘的また

は戦闘的な役割を果たすことについては、明確に拒否も保証もし

ていない。完全な同調（alignment）と完全な自律（autonomy）の

間には幅があり、多くの国は安全保障環境構築能力を強化しつつ

も、選択の余地は残したいと考えている。 

ウクライナでの戦争は消耗戦の様相を強め、新たな形を取りつ

つある。この戦争から得られる重要な教訓の一つは、防衛産業基

盤を拡充し、米国・同盟国・パートナー国間で、軍民両用の無人

システムに関する技術革新・生産ネットワークの構築が急務にな

っているという点である。欧州は、防衛セクターの需要と供給の

両面で大きな強みを有しており、こうしたネットワークの構築に

おいて重要な役割を果たすことができる。インド太平洋地域も、

欧州諸国の有望なパートナーとなり得る。 

西側の防衛産業は、冷戦時代や二度の世界大戦期と比較して、

大幅に規模を縮小している。例えばポーランドは近年、兵器を迅

速に補充するために、韓国から戦車や自走榴弾砲を購入する方針

を定めた。現在、多くの国が防衛投資の拡大を約束しているが、

問題は政治的意思ではなく、むしろ兵器の生産能力を再構築する

ために必要な資材や人的資源を確保できるかどうかである。この

問題は、国境を越えた協力、つまり共同生産体制を構築すること



インド太平洋における欧州の役割およびルールに基づく国際秩序の実現に向けた  
  35 

で解決できる可能性がある。具体的には、レアアース分野での日

豪共同投資、造船分野での米韓協力、次世代戦闘機開発における

英伊日共同プロジェクト、同盟国・パートナー国間での成熟した

兵器システムのライセンス生産などが挙げられる。こうした取組

みは、軍装備品や弾薬の備蓄を拡大するための需要増に対応する

役に立つだろう。 

 

結論 
総括すれば、ルールに基づく国際秩序の維持は、外交・安全保障

政策の根幹をなすものでなければならない。多極的世界で比較的

安定した秩序ある安全保障環境を維持することは、台湾を含むイ

ンド太平洋地域、欧州地域の多くの国々の利益にかなっている。

特に中小規模の国々は、既存の秩序を覆そうとする修正主義的勢

力の行動を抑止するために、他国と連携し、その力や資源を活用

したいと考えるはずだ。 

外交政策コミュニティでは、第二次トランプ政権は外交問題に

取引の要素を持ち込んでいると指摘されることが多いが、このア

プローチは戦略的に矛盾したシグナルを発している。この変化を

米国のパートナー国が受け入れるかどうかは議論の余地がある

が、これまでのところ、こうした曖昧さは同盟国・パートナー国

の懸念材料となっているはずであり、連携を強化し、適切な負担

分担の枠組みを構築する必要があることを示している。結局のと

ころ、議論の目標は遍く同志国に共有されている。つまり、すべ

ての当事者が受け入れられる負担分担ネットワークの形成であ

る。 

本章では、協調的な取組みが求められる領域を三つ示した。第

一は、スパイ行為のリスクを回避するため、中国企業を排除した

レガシーチップのサプライチェーンを支えるエコシステムを構築

すること。第二は、消耗戦や現代戦のニーズに対応できるよう、

総体的な防衛産業基盤を拡大すること。第三は、欧州諸国がフリ

ゲート艦を台湾海峡や南シナ海に派遣すること。これは、必ずし

もインド太平洋有事が起きた際の軍事的関与を約束するものでは

ないが、重要な外交的ジェスチャーとして、地域の不安定化をも

くろむ勢力に対する統合的抑止力を強化する役割を果たす。 



 

 
 
 

 

4 
中国・ロシア・北朝鮮の三角関係 

Mats Engman 
 
 
 

序論 
この 5 年から 10 年の間に、世界は自由主義国家と権威主義体制の

間で、地政学的競争が激化する様を目撃してきた。その焦点とな

ってきたのが中国とロシアである。ウクライナでの戦争は、この

有害な競争に新たな燃料と勢いを加えた。これは、国家の存続を

脅かす直接的な軍事的脅威ではなく、価値観、イデオロギー、影

響力をめぐる、新たな世界的「冷戦」時代の始まりなのだろう

か。権威主義ブロックの中核をなしているは、中国・ロシア・北

朝鮮の三国関係と今後の動向である。この三国が協力すれば世界

の安定に大きな影響を及ぼすことになるからだ。本章は三部構成

となっており、まず歴史的背景を概観し、次に主要な歴史的要因

を分析し、最後に今後の展開に影響を与える可能性のある要素に

ついて考察する。 

歴史的関係 
中国・ロシア・北朝鮮では、主観的な歴史認識が国内問題と国際

問題の双方で重要な役割を果たしている。中国とロシア、北朝鮮

と中国、そしてロシアと北朝鮮ーーこの三つの関係を形作った初

期の出来事や時代を振り返ることは、現在の関係を深く理解する

助けとなるだけでなく、将来の方向性を見通すための手がかりに

もなる。  
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中国とソ連・中国とロシアの関係 
第二次世界大戦の終結時、戦勝国だったソ連と異なり、中国は戦

争によって荒廃した経済を立て直さなければならなかった。毛沢

東が「（向ソ）一辺倒」と呼んだ中ソ同盟は、両国の相互補完的

な戦略的利害によって推進されたものだった 1。ソ連は中国に多額

の投資を行い、二国間貿易と学術交流を活性化させた 2 。中国はソ

連から軍事装備や重機械を輸入し、ソ連は中国から原材料や農産

物を調達した。ソ連から技術協力を受けて、中国は核開発にも着

手した 3。 

両国の関係に最初の亀裂が生じたのは、1953 年にスターリンが

死去し、フルシチョフが「非スターリン化」政策を掲げてスター

リンに対する個人崇拝を強く批判した時である 4。 フルシチョフは

西側との「平和共存」5の方針を強化し、訪米時にはアイゼンハワ

ー大統領に対して中国の核開発支援を停止すると約束した 6。毛沢

東はこれに激怒し、フルシチョフの修正主義的政策に対する懸念

を強めていった。その後、両国関係は悪化の一途をたどり、中ソ

間の経済協力や貿易はほぼ停止した。これが、1959 年から 1961 年

にかけて中国で発生した大飢饉の一因となる。中ソ間の緊張が高

まる中、両国はそれぞれ自国の戦略地政学的立場を見直し、米国

との関係改善を模索するようになった。ニクソン政権は「三角外

交」を展開し、ニクソン大統領の歴史的訪中への道を開いた 7。 ソ

連では 1985 年に改革派のミハイル・ゴルバチョフが政権を握っ

た。同時期に中国の最高指導者だった鄧小平もまた改革路線を推

進していた。 

和解のプロセスは緩やかで、双方に多大な努力が求められた

が、政治・経済・文化交流のネットワークは徐々に再構築されて

いった。1989 年 5 月北京で行われたゴルバチョフと鄧小平の会談

は 30 年に及ぶ中ソの敵対関係の終焉を象徴する出来事となった。 

冷戦の終結は中国政府にとっても、新たに独立したロシア連邦

との関係にとっても、新たな時代の始まりを告げるものだった。

1990 年代後半になると、中露関係は協力的な性格を帯びるように

なった。外交は大幅に進展し、軍事装備の二国間取引も拡大し

た。冷戦後の世界で唯一の超大国となった米国は、中国とロシア

の双方にとって最大の長期的脅威となった 9。 中露国境の帰属をめ

ぐる紛争は解決し、ロシア政府は「一つの中国」政策を受け入
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れ、台湾に対する中国の主張を支持した。 

国際的には中国政府とロシア政府は国連などの多国間フォーラ

ムで協力関係の強化を誇示し、安全保障関連の重要な事案に対し

て頻繁に同様の見解を表明した 10。 両国は、米国の一国主義がも

たらす脅威が増大しているという認識の下、外交面での連携を強

化した。中露関係の改善を背景に、2001 年には上海協力機構

（SCO）が設立された。中露間の二国間貿易も拡大し相互補完的

な経済関係が構築されていった。中国とロシアは多国間の分野で

も協力を深め、BRICS（ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフ

リカ）の発展を主導するとともに、国連安全保障理事会では共同

で拒否権を行使した 11。 

二国間貿易は拡大したものの、中露関係は次第に非対称的な性

格を強めていった。しかし、2012 年に習近平が国家主席に就任

し、2013 年にウラジーミル・プーチンが大統領に再選されると、

二人の指導者は個人的な関係を深めていった。それは、新たな協

力の時代の幕開けを象徴する出来事だった。2014 年にロシアがク

リミアを併合すると、国際社会は次々とロシアに経済制裁を発動

した。ロシア政府はその影響を緩和するため、「東方シフト」政

策を推進せざるを得なくなった。プーチンはクリミア併合（そし

て後にはウクライナでの戦争）を正当化するために歴史を利用し

たが、この手法は台湾に対する習近平のレトリック（巧言）とよ

く似ている 12。 また、中国が「一帯一路」構想を北極圏に拡大す

るという野望を実現する上でも、ロシアは重要なパートナーとな

った。2017 年以降、中露関係はさらに強化され、2016 年の米大統

領選挙でドナルド・トランプが当選したことも、中露関係の緊密

化を後押しする重要な要因となった。両国の関係は 2022 年、北京

冬季オリンピックの開会式直前に行われた習近平とプーチンの会

談で最高潮に達した。会談後、両国が共同声明において「中露友

好に限界はなく、協力に聖域はない」と宣言したことはよく知ら

れている。 

過去には不安定な時期もあったものの、この 30 年間、中露関

係はおおむね前向きに発展してきた。「常に一致しているわけで

はないが、決して対立はしない」という言葉で特徴付けられる両

国の関係は、高度な相互尊重によって支えられている。 
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ロシアと北朝鮮の関係 
現在、ロシアと北朝鮮の関係は改善傾向にあるが、これはロシア

のウクライナ侵攻に端を発する最近の出来事ではない。ロシアは

北朝鮮製の兵器を利用でき、しかも北朝鮮製の兵器はロシアの兵

器体系と互換性があるという事実は、両国が長い年月をかけて交

流を積み重ねてきたことを物語っている。 

朝鮮戦争の終結から 1960 年代にかけてソ連は北朝鮮を支援

し、同国の主要な貿易相手国となった。特に、文化大革命によっ

て中国との関係が悪化すると、ソ連から北朝鮮への援助はさらに

拡大した。両国の関係が最高潮に達した 1988 年には、北朝鮮の貿

易の約 60％がソ連とのものであった 13。1970 年代に入り、ソ連と

中国の対立が激化すると、北朝鮮は「等距離」政策を採用し、両

大国を巧みに競わせつつ、双方への依存度を減らそうと試みた 14。 

ゴルバチョフ政権下では、イデオロギーの相違と経済状況の悪

化により、ロシアと北朝鮮の関係は損なわれた。ゴルバチョフは

1985 年以降、韓国との和解を優先し、北朝鮮への援助を減らし始

めた。これを金日成は裏切りと受け止めた。ソ連の援助が途絶え

たところに、長年の農業・経済政策の失敗が重なり、北朝鮮は歴

史的な大飢饉に見舞われた 15。1993 年にはロシアと北朝鮮の関係

はほぼ敵対的と呼べる状態にまで悪化した。 

北朝鮮の核兵器不拡散条約（NPT）の不遵守問題が勃発し、ロ

シア政府が北朝鮮に対する国際制裁を支持する姿勢を示すと、両

国間の論争は最高潮に達した。1994 年、ボリス・エリツィン大統

領は北朝鮮に対する国際制裁を支持すると警告し、これが金日成

をさらに激怒させた。2000 年にプーチン大統領がロシアの新大統

領に選出されたことは、エリツィン政権に不満を抱いていた北朝

鮮政府にとっては極めて重要な意味を持っていた。プーチンは初

当選後ロシアと北朝鮮の関係修復を目指し、金正日と会談して友

好条約に署名したが、北朝鮮による核実験の容認は拒否した。

2006 年、ロシアは北朝鮮のミサイル実験を非難する国連安保理決

議第 1695 号を支持し、北朝鮮のミサイルおよび大量破壊兵器

（WMD）計画に関連する物資の禁輸に賛成票を投じた。北朝鮮が

ロシアへの接近を試みる最も明白な理由は、北朝鮮経済を「半植

民地化」しているという批判を浴びていた中国への過度な依存か

ら脱却することである 16。2012 年、ロシアは北朝鮮の新たな指導
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者、金正恩と緊密な関係を構築する意思を示すため、北朝鮮の対

露債務（推定 110 億ドル）の 90％を放棄することに合意した 17。 

近年の動向は、北朝鮮とロシアの関係がごく短期間のうちに著

しく改善していることを示している。2023 年 7 月 27 日、金正恩は

ロシアのセルゲイ・ショイグ国防相と平壌で会談した。さらに 9
月には、アムール州のボストーチヌイ宇宙基地でプーチン大統領

と会談し、エネルギー、食料供給、北朝鮮の衛星計画といった重

要分野にロシアが支援を提供する可能性について協議した。両国

の関係改善は、2024 年 3 月に国連で実施された北朝鮮制裁の遵守

状況を監視する専門家パネルの任期延長をめぐる投票において、

ロシアが拒否権を行使したことにも表れている。北朝鮮は、弾薬

やミサイルなど大量の軍装備品をロシアに供給するとともに、

2024 年末には自国の兵士をウクライナに派遣した。 

中国と北朝鮮の関係 
中国は、北朝鮮政府にとって最も重要な支援国であり、長年にわ

たり朝鮮半島情勢や緊張関係の仲介・管理に大きな役割を果たし

てきた。しかし近年、習近平と金正恩の関係は不安定化してい

る。これは、金正恩が高度なミサイルや核能力の獲得に注力して

いることが一因である。 

中華人民共和国（PRC）が成立した翌年の 1950 年 10 月、毛沢

東は中国人民志願軍を朝鮮半島に派遣し国連軍と交戦した。中国

の介入は、金日成率いる北朝鮮共産政権を崩壊の瀬戸際から救っ

たが、国連軍を圧倒するには至らなかった 18。 毛沢東は、朝鮮を

社会主義と帝国主義の冷戦における戦場と位置づけ、中国にとっ

ての戦略的重要性と米国に対する中国の優越性を強調することで

この介入を正当化した 19。 

1955 年末、金日成は「主体（チュチェ）」という概念を打ち出

した。これは一般に「自主」や「自律」を意味する言葉であり、

北朝鮮における外国の影響を最小限に抑えることを目指す思想で

ある。1956 年 8 月、金日成は自身の経済戦略や個人崇拝に異議を

唱えた親中派・親ソ派の党幹部を粛清し、中国・ソ連との関係を

悪化させた。1960 年代に入ると北朝鮮と中国との関係は一時的に

改善し、1961 年には相互防衛条約が締結された。金日成は次第に

主体思想に体現される朝鮮の独立性を強調するようになった 20。 
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1980 年、金日成の息子の金正日が後継者に指名されると、中国

は権力の世襲を公然と非難した。北朝鮮の国民は、中国が未だに

北朝鮮の指導者継承に意見を述べる権限があると考えていること

に衝撃を受けた 21。1980 年代以降、鄧小平が経済の近代化を推進

するようになると、中国と北朝鮮の距離はさらに広がり、北朝鮮

は鄧小平を社会主義の裏切り者と呼んだ。2006 年に北朝鮮が初の

核実験を実施した際、中国政府は国連の対朝制裁を支持した。続

く 2013 年、2016 年、2017 年の核実験に対しても、中国は北朝鮮を

強く非難した。これに対して朝鮮中央通信は過去に類をみない大

規模な中国批判を展開し、中国を「大国主義」と糾弾した 22。 北

朝鮮と米国の対立が激化する中、2017 年には中朝関係に決定的な

亀裂が入った。 

近年、中国は北朝鮮を脆弱性の原因とみなしており、この認識

が中国の政策判断にも影響を及ぼしている。2017 年、中国は 4 件

の国連安保理決議に賛成票を投じたが、そのすべてが北朝鮮への

経済的圧力を強化するものだった。その一方で、中国の支援を通

じて、米国が提唱した強硬な制裁措置は部分的に緩和された。こ

れは、北朝鮮に圧力をかけすぎれば、地域全体の不安定化を招き

かねないという中国の長年の懸念に沿ったものだった 23。 

推進要因、共通の利益、利害の不一致 
このように過去の歴史を簡単に振り返るだけでも、中国・ロシ

ア・北朝鮮の関係には協力の推進要因や共通の利益だけでなく、

利害の不一致も存在することが分かる。 

第一に、中露関係は外部の事象、特に米国を共通の脅威と見な

す認識と密接に結びついている。そのため、現在のように米国と

の競争や緊張が高まる時期には、中露関係は概して緊密化する傾

向がある。 

第二に、指導者の個性や政治的野心が国家間の関係に大きな影

響を及ぼす。ゴルバチョフと鄧小平、あるいはプーチンと習近平

のように指導者の野心とスタイルが一致すると両国関係は強化さ

れやすい。特に習近平とプーチンの結びつきは強く、プーチンが

戦争に負ければ習近平の国内での指導力にも悪影響が及びかねな

い。逆に、プーチンが勝利すれば、習近平の指導力が強化される

可能性がある。 
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第三に、歴史が示しているように、時間とともに二国間の関係

――特に中国とロシア連邦との関係――は強化されているが、非

対称性は残る。例えば、経済・貿易関係、依存関係、技術の近代

化、一部の政治問題に対する立場については、両国の違いが今後

さらに拡大していく可能性が高い。 

第四に、ロシアとウクライナの戦争は、今後も中露関係と露朝

関係に深刻な影響を及ぼすことになる。ロシア・中国・北朝鮮が

少なくとも複数の戦略的目標を共有していることはすでに明らか

になっている。現時点では、中国がロシアを牽制するために自国

の影響力を行使している様子は見られない。北朝鮮にとって、ウ

クライナでの戦争は長引くほどメリットが大きい。この戦争は、

ロシアにとっての中国の地位を高めただけでなく、東アジア地域

における中国と北朝鮮の軍事的地位も高めた。 

第五に、この三国は人権、民主主義、法の支配、言論の自由を

重視する西側主導の世界秩序の否定という、共通のイデオロギー

によって結びついている。 

第六に、この三国はいずれも、国内政策と外交政策の両方で、

文化と歴史を重要な決定要因としている。三国は、これに大規模

な社会統制、情報キャンペーン、言論の自由の制限を組み合わせ

ることで、政策の正当化と国内支持の強化を図っている。 

第七に、中露関係において、かつては中国の上位にあったロシ

アが現在は中国の下位に甘んじている。中国の経済的・技術的優

位性、総合的な政治的影響力を考慮すると、この傾向は今後も続

く可能性が高い。 

第八に、三国はいずれもハイブリッド戦術を用い、偽情報の拡

散、経済的威圧、エネルギー・食料・移民の「武器化」、暴力的

な非国家主体への支援などを組み合わせることで、西側の政治体

制を不安定化させる「万物の安全保障化」戦略を展開している。 

今後の方向性 
過去の歴史と前述した 8 つの要因はすべて今後の三国関係を特徴

づける。なかでも、主要な推進要因となる可能性が高いのは、共

通の価値観、イデオロギー、歴史的要素、外部の影響、経済情

勢、そして安全保障上の懸念である。これらの要素が、今後 4、5
年の三国関係の軌道を形作ることになるだろう。 
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共通の価値観、イデオロギー、主観的歴史認識 
ロシア、中国、北朝鮮はいずれも現在の政治体制を維持するため

に、共通の価値観、イデオロギー、主観的な歴史認識を強調す

る。人権、言論の自由、司法の独立といった、西側の民主主義的

原則に意義を唱えることも多い。三国のこうした連携は、反西側

の姿勢を強化し、「ルールに基づく国際秩序」をめぐる世界規模

の対立を激化させる。歴史的な社会主義の価値観は、現代ではそ

の影響力を失いつつあるものの、三国間では依然として一定の価

値観が共有されおり、その中心には西側的価値観に対する嫌悪が

ある。トランプ大統領が一部の西側的価値観、例えばウォーク

（woke：社会的正義の追求）関連問題や多様性に異議を唱える姿

勢を示していることは、三国と米国の関係の改善に寄与するかも

しれない。しかし、こうした姿勢に与する可能性の低い欧州連合

にとっては難しい状況となる恐れがある。 

三国は、価値観に基づく共通の理解と同様に、国内政策と外交

政策を正当化するための主観的な歴史認識の重要性を共有してい

る。プーチンはウクライナでの行動を正当化するために主観的な

歴史認識を頻繁に持ち出し、中国も台湾問題において同様の議論

を展開している。北朝鮮もまた、いまだに韓国の領土の少なくと

も一部を回復しようとしている。三国の主張とは、端的に言うな

ら、自分たちは領土の重要な一部を失っており、その責任は程度

の差こそあれ西側世界にあるというものだ。 

米国が外交政策を転換し、「共通の価値観と確立された国際規

範」の占める要素が減少する可能性はあるものの、価値観、イデ

オロギー、主観的歴史認識の強調に対する三国の関心が大きく変

化したり、食い違ったりする可能性は低い。これらの要素は、今

後も三国を結びつける要因であり続けるだろう。 

外的要因 
外的要因は、三国関係の形成に大きな役割を果たしてきた。今後

4、5 年間に支配的となる可能性が高い外的要因としては、ウクラ

イナでの戦争の帰結と米国の新政権の外交政策が挙げられる。 

ウクライナでの戦争は膠着状態にあり、外国からの支援が減少

する中、ロシアとウクライナの双方が軍事行動の継続に苦労して

いる。外部からの支援は不可欠だが、ウクライナの場合は特に米
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国からの支援が減少傾向にある。一方、ロシアも国内経済の低迷

と軍需産業の生産能力の深刻な逼迫という課題に直面し、戦場で

の損失や制裁の影響に対応し続けることが困難になっている。 

ロシアとウクライナはどちらも主要なパートナー国への依存度

が高い。具体的には、ウクライナは米国と欧州に、ロシアは中国

と、ある程度はインドに依存している。中国が現在の政策を大き

く転換する可能性は低い。トランプ大統領の最近の政策声明から

判断する限り、米国はウクライナと同程度にロシアを支援する用

意があるように見える。ウクライナに関する最大の問題は、第二

次トランプ政権はウクライナの持続可能な平和のために政治資本

を長期的に投じる意志があるか、それとも経済的利益を優先し短

期的な停戦を模索するのか、である。現在のところ、ロシアとウ

クライナの目標は相容れない。ロシアは占領地の維持とウクライ

ナの NATO 加盟阻止を求めているのに対して、ウクライナは領土

の回復と NATO 加盟を目指している。 

しかし、どのような形になるにせよ、停戦やその後の和平交渉

の結果は将来に大きな影響を及ぼす。もし交渉による和平合意が

ロシアが再びウクライナを攻撃することを確実に防止すると同時

に、米国の信頼性を回復しその力を示すものとならないなら、米

国が中国・北朝鮮・イランを抑止することはさらに困難になるだ

ろう。米国の信頼性を回復できない和平調停は、世界的な同盟関

係を弱体化させる恐れがある。現在のトランプ大統領のレトリッ

ク（巧言）から判断すると、長期的な戦略的思考や安定性より

も、短期的な（経済的）成果を優先する傾向があるように見受け

られる。 

中国は、ロシアを疎外することなく戦争を終結させ、ウクライ

ナとロシアの復興を支援することで、欧州との関係を強化しよう

としている。高いインフラ整備能力を持つ中国は、ウクライナや

ロシアの破壊されたインフラの再建に重要な役割を果たすととも

に、ロシアの軍産複合体の再建も支援する上で有利な立場にあ

る。 

ウィルソン・センターのレイチェル・ミンユン・リー（Rachel 
Minyoung Lee）は、北朝鮮がロシア政府に協力し、ウクライナで

の戦争に深く関与していることは、状況を不安定化させた一方、

皮肉にも一定の成果をもたらしたと指摘している。それは、北朝
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鮮問題を世界の安全保障上の最優先課題に押し上げたことであ

る。北朝鮮の関与は、もはやアジアの安全保障だけではなく、欧

州の安全保障にも関わる問題であり、現時点のロシアへの武器供

与や兵士派遣という問題だけにとどまらない。 

一方、トランプ大統領の外交政策アジェンダは一貫性に欠け、

予測できない。しかし、トランプ大統領が自ら北朝鮮に働きかけ

対話の再開を試みる可能性は高い。トランプ大統領が北朝鮮を

「核保有国」と呼び、金正恩を「賢い人物」と評したことは、対

話に向けた布石とみられる。すでに準備会合が行われたという情

報もある。その結果は依然として不透明だが、金正恩が非核化に

同意する可能性は低い。金正恩にとって、核保有は国家の存亡を

かけた問題であり、決して譲ることのできない一線である。韓国

政府で核兵器の保有をめぐる議論が進行していることも、北朝鮮

の非核化をさらに非現実的なものとしている。それでも対話の意

義は大きい。特に、誤った判断のリスクを減らし、コミュニケー

ションを改善できる点は重要である。米国のマルコ・ルビオ国務

長官もこの点を支持している。北朝鮮にとって、将来の対話や合

意は「より高い代償」を伴う。金正恩にとって、ハノイ会談で味

わった屈辱を再び経験することは耐えがたい。そのため、将来の

いかなる会談も、実質的かつ明確に定義されたものでなければな

らない。韓国の政情不安も、この地域の情勢に影響を及ぼす可能

性がある。リベラルな大統領の下では、北朝鮮との対話や対中融

和政策への転換が進む確率は高まる。 

経済要因 
ロシアと中国のパートナーシップは盤石に見えるが、実際には

経済的な非対称性に直面している。世界最大の輸出国である中国

は、世界経済の発展に深く組み込まれており、依存している。こ

の現象は「第二のチャイナショック」と呼ばれる。しかし中国経

済は現在、住宅セクターの問題、コロナ危機の影響の長期化、中

国のビジネス慣行に対する国際社会の反発といった圧力に直面し

ている。成長する中国経済と停滞するロシア・北朝鮮経済の非対

称性は、今後さらに拡大していくだろう。 

中国は、グリーンテクノロジーの分野を中心に、アフリカ、南

米、アジアで影響力を拡大している。しかし、国際貿易への依存
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度が高いため、米国や欧州の関税や規制の影響を受けやすい。中

国は、太陽光パネル、風力発電機、電気自動車（EV）、EV 電池の

主要生産国であり、こうした製品に使用されるレアアース金属の

供給をほぼ独占している。トランプ大統領はすでに、パリ協定か

らの離脱、石油・ガス生産の拡大、グリーン・トランジション

（経済の脱炭素化）に対する政府支援の縮小を発表しており、結

果として意図せず中国に「フリーキック」を与える形となってい

る。もっとも、トランプ大統領やその支持者の方針によって、気

候変動に関する課題が消え去るわけではない。結果として、気候

関連の課題に取り組むために、多くの国が中国に目を向けるよう

になっている。米国が関税の導入など、通商政策を変化させたこ

とで、多くの国、特に欧州諸国では、貿易相手国としての中国の

魅力が高まることになるだろう。 

中国に対する厳しい批判や重い制裁措置の多くはまだ実施には

至っていない。おそらく、トランプ大統領が TikTok 問題で優柔不

断な態度を示していることは、中国が米国経済に深刻な影響を与

える可能性があるため、米国の対中経済政策は厳格なものとはな

らないことを示唆している。「自分をわずらわせずに争いをしか

ける」ことは、まさに言うは易く行うは難し、ということだろ

う。 

ロシア経済は、ウクライナでの戦争と過去数年間の不適切な政

策運営によって深刻なダメージを受け、産業の空洞化が進んでい

る。経済は予想を上回る強靱性を示しているものの、エネルギー

への依存度が依然として極めて高い。技術の近代化は中国や西側

諸国に大きく後れを取り、人的資本は失われ、成長予測は世界平

均を下回っている。西側と良好な関係を築かない限り、ロシアの

経済発展は今後も中国への依存度を高め、さらには北朝鮮への依

存も一定程度高まることになるだろう。 

北朝鮮は、経済主体としては極めて小さい。近年は、ロシアの

支援から恩恵を受けており、石油や農産物の輸入、インフラ事

業、技術支援、軍事協力が進められている。しかし、経済全体の

状況は芳しくない。改革の失敗、コロナ対策のための規制、そし

て制裁が重なって、国内経済は内部批判や混乱を引き起こしかね

ない状況にある。例えば、農村経済を活性化するために金正恩が

表明した「20×10」政策は、北朝鮮に対する懸念を高め、農村住民
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の不満や内部対立を拡大することになった。ロシアと中国はどち

らも、北朝鮮経済を支える重要な存在であり、特に中国は国内の

不安定化に神経をとがらせており、それを回避するために北朝鮮

への支援を続けている。今後も北朝鮮経済は困難な状況が続くと

みられるが、中国とロシアの支援により、当面は「なんとか切り

抜ける」可能性が高い。 

三国に共通する課題は、人口動態の急激な変化である。出生率

の低下、高齢化に加えて、多くの若い男性が戦死したことで、生

産年齢人口は減少が見込まれている。これは中国とロシアにとっ

ては時限爆弾のような問題だが、北朝鮮の場合はそこまで深刻で

はない。経済面では、非対称性はさらに拡大するだろう。中国

は、世界市場への統合度と依存度が高いため、ロシアや北朝鮮か

ら一定の距離を置くことで、経済への悪影響を回避しつつ、「西

側」との妥協の道を模索する可能性がある。 

安全保障関連の要因 
三国にとって最も重要なのは、安全保障、主権、体制の安定、そ

して内政不干渉である。こうした目標を達成する上で、最も重要

な能力が核兵器である。 

ロシアは世界最大の核兵器保有国であり、中国も核兵器の備蓄

を急速に拡大している。北朝鮮も引き続き、核計画の近代化と高

度化に取り組んでいる。核兵器に関する二国間・多国間協力につ

いては、信頼できる情報が限られているものの、北朝鮮がミサイ

ルシステムの開発において、ロシアから限定的な技術支援を受け

ている可能性は高い。現在の協力規模は限定的でも、脅威認識が

変化すれば、協力が拡大する可能性は十分にある。特に水中核兵

器の分野では、すでに協力が拡大中だ。ロシアがその豊富な知識

を共有すれば、東アジア地域の核抑止の構造は劇的に変化する可

能性がある。 

北朝鮮の核開発計画は、中国・ロシアに（安全性と拡散の観点

から）懸念をもたらしている。しかし、両国が北朝鮮に核戦力の

拡大を思いとどまらせることができる可能性は低い。中国は、朝

鮮半島の緊張激化がもたらす負の波及効果（例：THAAD 配備）を

警戒しており、自国の安全保障を脅かす恐れのあるエスカレーシ

ョンの抑止、抑制、制限を継続するだろう。 
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ウクライナでの戦争は三国の結束を強化したが、パートナーシ

ップを主導しているのは依然として中国である。ここ数年、ロシ

アと中国は合同軍事演習を拡大しており、2017 年以降に実施され

た演習は 100 回を超える。これは、両国の二国間協力の重要な側

面となる可能性が高い。合同演習の中には、地中海、北極圏、南

アフリカなど、遠隔地域で実施されたものもあり、域外での共同

作戦能力が拡大していることを示している。正式な同盟関係こそ

ないものの、上海協力機構（SCO）や BRICS の枠組み内での協力

は、軍事活動の連携強化につながる可能性がある。ただし、共同

軍事作戦が行われる可能性はまだ低い。 

北朝鮮にとって、ロシアへの軍事支援は初の本格的な海外展開

であり、貴重な経験となるものの、短期的には三国間で正式な軍

事協力が実現する可能性は低い。朝鮮人民軍（KPA）兵士の能力

向上や兵器体系の改善といった成果はすでに報じられている。 

歴史的概観のセクションで示したように、脅威の認識は通常、

三国を接近させる一つの要因となっている。東アジアの民主主義

諸国、NATO、EU 間の軍事協力の強化は、中国・ロシア・北朝鮮

政府が共有する脅威の認識をさらに強め、三国の連携は確実に継

続する。 

結論と提言 
この 10 年から 15 年の間に、三国の関係は着実に、かつ前向きに発

展してきた。しかし、北朝鮮の核開発計画に対する懸念は残る。

先日実施された三国間のハイレベル協議では、中国とロシアが北

朝鮮の行動が地域紛争を引き起こす可能性を低く見積もっている

ことが示された。 

この三国関係において最も重要な役割を担っているのは中国で

ある。北朝鮮にとって、中国は数十年にわたり、特に経済・政治

の分野で最も重要な国際的パートナーとなってきた。かつては中

国の「兄貴分」だったロシアは、現在は「弟分」となった。パー

トナー国をほとんど持たない北朝鮮にとって、ロシアとの新たな

関係は大きな前進である。ロシアの資源、経済・技術支援、政治

的影響力は、金正恩の最終目標である体制の存続に貢献してい

る。北朝鮮は伝統的に、中国政府とロシア政府の影響力を均衡さ

せることで利益を得てきたが、この姿勢は現在も続いている 24。ロ
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シア政府にとって、北朝鮮との軍事協力は東アジアでの足場を拡

大し、中国との非対称的な関係をある程度緩和する効果を持つ。

しかし、ロシアと北朝鮮が排他的な関係を築けば、中国や国際社

会全体からさらに阻害される恐れがある。それはロシアにとって

も北朝鮮にとっても長期的な利益にはならない。 

中国はロシアと北朝鮮の関係を注視しているが、これまでのと

ころ、具体的な行動を取ろうとはしていない。中国は、三国関係

において引き続き「主導的役割」を果たしつつ、米国や欧州によ

る対抗措置を回避し、トランプ政権との外交交渉に自身の影響力

を活用することを目指している。北朝鮮とロシアの軍事協力が進

展すれば、東アジア地域で米国の軍事プレゼンスを拡大する可能

性がある。中国にとってこれは避けたい展開だ。近年の中国、ロ

シア、北朝鮮の連携強化は、この地域での米国の同盟国の活動を

相殺するとともに、中国が現在の支配的地位を維持することを可

能にしている。 

摩擦点は確かに存在するが、今後 4、5 年の間に現在の軌道が

大きく変わる可能性は低い。現在の良好な軌道に混乱をもたらす

摩擦点があるとすれば、一つは中国が経済的または政治的理由か

らロシア・北朝鮮と距離を置くこと、もう一つは朝鮮半島で実際

に危機が起きることである。米国防長官に指名されたピート・ヘ

グセスは、その承認公聴会において、「敵を分断することは戦略

の基本原則だ」と述べた。しかし次の最大の問題は、米国政府が

分断ではなく協調の姿勢を見せるようになった場合、米国の同盟

国・同志国がこの三国関係をどのように制限、分断、または分裂

させるかである。 
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5 
日本・EU・台湾の戦略的協力： 
米国の MAGA 政策と中国の「夢」 

川島 真 

米国と中国の「MAGA」または「自国第一主義」と国際秩

序 
2010 年代以降、中国は 2049 年までに米国に追いつき、新たな国際

秩序を打ち立てると宣言してきた。一方、米国は「世界の警察」

としての役割を放棄し、自国の利益を最優先する政策を掲げてい

る。それと同時に、第二次トランプ政権は多国間自由貿易体制に

明確に反対の立場をとっており、米国中心の軍事・安全保障体制

が今後、どの程度維持されるかを見通すことは難しい。 

このような状況下で、米国の同盟国と同志国は引き続き米国と

協調し、安全保障、経済、貿易の各分野で既存の秩序を維持しな

がら、独自の国際秩序の構築を目指す中国の動きを牽制しなけれ

ばならない。しかし、これは容易ではない。第一に、中国は安全

保障面では米国とその同盟国・友好国と明確に敵対しながら、経

済面では多国間自由貿易の枠組みを受け入れ、推進している。も

ちろん、中国自身は既存の国際秩序の維持を目指しているわけで

はなく、自国経済に有利な条件を作り出し、他国との経済的結び

つきを強化することで、米国に対抗する手段にしようとしている

のにすぎない。しかし、中国経済は世界経済に依存しているた

め、表面的には既存の秩序を支持する立場をとっている。第二
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に、バイデン政権であれトランプ政権であれ、米国が採用した政

策の中には中国に有利に働くものも存在する。例えば、バイデン

政権が推進した民主主義的価値観を重視する政策は、結果的に中

国を利することになった。つまり、米国が「民主主義サミット」

などのイベントを開催した際には多くの途上国が反発したが、中

国が「民主主義は多様であり、特定の形は存在しない」と主張

し、「中国式の社会主義的民主主義」を提唱した際は、グローバ

ルサウス諸国の支持を得たのである。また、トランプ政権が米国

国際開発庁（USAID）、ボイス・オブ・アメリカ（VOA）、ラジ

オ・フリー・アジア（RFA）などへの予算配分を大幅に削減した

際にも、中国にとって極めて有利な状況が生じた。グローバルサ

ウスは今や、中国に援助を求めるようになっている。VOA と RFA
への支援の終了は、中国が念願の「話語権」（言説を創出し、そ

れを他国に受け入れさせる力）を獲得するのに有利な状況を生み

出した。また、新疆ウイグル自治区で人権調査を行っていた RFA
が事実上、活動停止に追い込まれたことは、人権問題などについ

て中国に不利な言説を減少させることになった。さらに、USAID
から世界各地の NPO 等に提供されていた、情報や言説のファクト

チェック予算が削減された結果、国内各地で情報が錯綜し、社会

の分断が顕在化するなど、中国に有利な状況が生まれた。こうし

た状況下で、EU・台湾・日本は米国の同盟国・同志国として、安

全保障面では米国のグローバルな安全保障ネットワークと中国に

対する抑止力を維持するために、また経済面では既存の多国間自

由貿易枠組みを維持するために、どのような行動をとることがで

きるのだろうか。本章では、これらの目標を達成するために EU・

台湾・日本が果たし得る役割について議論し、提言を行う。 
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多国間安全保障関係の強化 
中国に対する最大の抑止力となっているのは、米国を中心とする

安全保障ネットワークである。中国は、米国に対抗するために自

国の軍事力を増強する一方、軍事関連の国際公共財を構築し、世

界に提供している。しかしながら中国は 1980 年代以降、自主独立

の外交政策を掲げており、米国と違って同盟国を持たない。現在

はロシアやパキスタンなどと軍事安全保障分野で協力するほか、

途上国への武器輸出、軍事人材の育成支援、軍関連インフラの建

設協力を通じて、グローバルな軍事ネットワークの構築を進めて

いる。また、ジブチに基地を建設したように、国連などの国際機

関の支援や発展途上国などからの承認を得て、世界各地に軍隊を

配備している。中国がウクライナでの和平プロセスに軍隊を派遣

するためには、国連などの国際機関の決定、ウクライナの同意、

そして何よりロシアの同意が必要となる。逆に言えば、これらの

条件が満たされれば、中国は軍隊を派遣できる。 

軍事安全保障の観点からは、こうした中国の行動をいかに抑止

するかが鍵となる。重要な問題は、トランプ大統領自身が同盟国

との関係や北大西洋条約機構（NATO）、米英豪 3 カ国安全保障枠

組み（AUKUS）、Quad（日米豪印）等の枠組みに関心を示してい

ない状況で、中国に対する抑止力をいかに維持するかである。さ

らに米国は、独自の軍隊を持たない太平洋諸国の防衛にも責任を

負っている。もしトランプ政権が今後も MAGA 政策を推し進める

なら、米国と太平洋諸国等との軍事協力は縮小し、結果として中

国に「現状変更」を図る絶好の機会を与えることになりかねな

い。 

では、どのような対策を講じることができるのか。第一に、

NATO 加盟国や日本などの国々はトランプ大統領に対し、米国を

中心に据えた安全保障枠組みは必ずしも米国の利益にならないこ

とを強調するべきである。もちろん、この措置が有効かどうかは

分からない。だからこそ、米国の国務省、国防総省、あるいはト

ランプ政権の外交・安全保障分野のブレーンに働きかけることが

不可欠となる。第二に、ウクライナ情勢とインド太平洋地域の重

要性について、国防総省やハワイに司令部を置く米インド太平洋

軍と認識を共有し、具体的な活動を継続していく。第三に、

NATO、AUKUS、クアッドなどの枠組みにおける閣僚会議を活用
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し、首脳会談の機会をできる限り多く設ける。第四に、米国を除

く NATO 諸国や日本などの間で、協力枠組みを強化する必要があ

る。日本は、特にインド太平洋地域において、他国との 2+2（外

務・防衛閣僚協議）の枠組みを拡大し、経済安全保障や情報管理

を含む多様な分野で技術協力を推進するべきである。第五に、日

本は情報管理、海洋安全保障能力、軍事安全保障の分野で台湾と

の協力を拡大することが望ましい。中国は台湾への圧力をますま

す強めている。東アジア地域の平和と安定を実現するために、日

本は可能な限り、協力する必要がある。特に「民間」船舶による

海底ケーブルの損傷・切断問題では、EU との連携が求められる。

台湾周辺では海底ケーブルの損傷や切断を伴う「事故」が増加し

ており、同様の事例は欧州のバルト海でも報告されている。離島

防衛の観点からも、海底ケーブル防衛は日本にとって喫緊の課題

である。少なくとも EU、日本、台湾、その他の同志国の間で共同

研究や情報交換を促進するべきである。 

CPTPP の活用：CPTPP サミットの開催と加盟国の拡大 
WTO 体制が実質的に機能不全に陥っていることは、米国が自国優

先の経済政策を採用する一因となっているだけでなく、中国が自

国の経済を利用して有利な経済圏を形成しつつ、国内に大量の非

関税障壁を設けている理由の一つでもある。WTO の再建は、現時

点では極めて難しい。少なくとも第二次世界大戦後にブレトンウ

ッズ体制が形成されて以降、世界は関税の引き下げと自由貿易圏

の形成という方向性を長く維持してきた。しかし、この歴史的潮

流は今、逆方向に向かおうとしている。資源が限られている日本

と台湾では、国民生活は外国との貿易に大きく依存している。ま

た、EU もエネルギーなどの資源については他国への依存度が高

い。この意味で、既存の自由で開かれた多国間自由貿易秩序をい

かに維持するかが大きな課題となる。そのために、EU・台湾・日

本は、米国の関税政策、中国を対象とする経済安全保障といった

分野で協力することができる。しかし、それだけでは十分ではな

い。  
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重要なのは、WTO に代わる新たな枠組みを構築することであ

る。この点において、「環太平洋パートナーシップに関する包括

的及び先進的な協定」（CPTPP）の意義は極めて大きい。特に日

本は、この枠組みの主要な創設国として、相応の責任と役割を担

う立場にある。CPTPP は、ポスト WTO 時代における重要な議論の

場となるだろう。まずは、CPTPP 加盟国（オーストラリア、ブル

ネイ、カナダ、チリ、日本、マレーシア、メキシコ、ニュージー

ランド、ペルー、シンガポール、ベトナム、英国）の経済閣僚会

合を開催し、既存の自由で開かれた多国間自由貿易秩序をいかに

維持していくかについて議論する。そして、CPTPP 加盟国による

首脳会合を開催し、その意思を世界に明確に示す。第二に、中

国、台湾、エクアドル、コスタリカ、ウルグアイ、インドネシア

など、加盟を正式に申請している国々との交渉を加速する。ウク

ライナの加盟申請については、和平交渉の進展を踏まえて判断す

る。一方、中国および台湾との交渉については、同時加盟を前提

として進めることが望ましい。EUも、CPTPP との連携を模索し、

既存の自由で開かれた多国間自由貿易秩序を維持する意思を共同

で示す必要がある。 

中国との交渉においては、中国国内に存在する非関税障壁の問

題を取り上げ、ルールに基づく経済貿易の実施を中国に促してい

く必要がある。ただし、新たな加盟国や中国に対して特別なルー

ルを設けて優遇措置を提供するようなことは、厳に慎まなければ

ならない。また、ルールを共有しつつ、中国を経済・貿易枠組み

に統合するための取組みとして、地域的な包括的経済連携

（RCEP）協定や日中韓の自由貿易協定（FTA）を活用することも

有効である。これらの枠組みは CPTPP ほど自由化されていないも

のの、中国の視点を理解する貴重な機会となる。EUには中国との

貿易交渉経験が豊富にあるため、日本と EU が情報を共有し、原則

や政策を擦り合わせていくことは十分に考えられる。中国との両

岸経済協力枠組協定（ECFA）は形骸化しつつあるものの、台湾は

依然として中国との深い経済的結びつきを維持しているため、日

本や EU との情報交換は意義がある。 
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グローバルサウスとの関係強化：USAID 撤退への対応 
米国が発展途上国を含む多くの国に高い関税を課し、米国国際開

発庁（USAID）の予算を大幅に削減したことは、グローバルサウ

ス諸国に大きな衝撃を与えた。中国はグローバルサウス諸国に対

し、共に関税問題と戦おうと呼びかけている。また、USAID が多

数のプロジェクトを停止したことにより、逆に、これまで必ずし

も可視化されていなかった米州地域の発展途上国に対する米国の

支援の実態が明らかになった。経済、教育、保健医療など、幅広

い分野で米国が提供してきた極めて手厚く多様な支援が、突如と

して打ち切られたのである。 

言うまでもなく、この状況は中国にとって極めて有利に働いて

いる。もっとも、中国も財政状況は厳しく、2010 年代後半以降

は、国民の理解を得にくい多額の援助は実施していない。それで

も、中国が発展途上国の政権等との関係を強化するために、米国

の撤退により生じた「力の真空」を埋める戦略を採ることは間違

いない。 

一方、EU や日本、台湾などが米国撤退による「真空」を埋め

ることは容易ではない。EU や日本、台湾などに求められているの

は、USAID が撤退した分野、各国のニーズ、最も緊急性の高い課

題を整理し、優先順位を付け、可能な限りの支援を提供すること

である。もちろん、オーストラリアや韓国といった同志国との協

力も欠かせない。その過程で、中国との競争が生じる可能性は高

いが、その際も先進国としての視座、すなわち既存の秩序を維持

する姿勢が求められる。しかし、この姿勢を強調しすぎれば、グ

ローバルサウス諸国から敬遠されかねない。そのため、「法の支

配」といった最低限の規範のみを打ち出していく必要がある。価

値観を押しつけすぎないよう留意する必要がある。 

一方、中国の影響力を考えると、経済安全保障の観点からも、

発展途上国と協力することは不可欠である。しかし、特に先端技

術分野で中国を牽制するために、「経済安全保障」の概念を発展

途上国と共有することには一定の困難が伴う。多くの発展途上国

は中国の投資を歓迎している。技術的コントロールに対する強い

意識はないが、食料・エネルギー安全保障や強靱なサプライチェ

ーンの重要性は認識されている。EU、日本、台湾といった先進国

は、経済安全保障の分野で発展途上国との対話や協力を粘り強く
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推進し、必要に応じて人材育成面でも積極的に協力していく必要

がある。また、RCEP や CPTPP といった既存の枠組みを活用し

て、先端技術の管理ルールを整備していくことも求められる。 

USAID 撤退への対応としては、EU、日本、台湾などの同志国

が共同で支援を提供することが望ましい。同様のプロジェクトに

対する責任の分担が必要となる可能性もある。特に太平洋地域で

は、台湾と外交関係を有する国も存在するため、日本と台湾、場

合によってはオーストラリアを含めた協力が求められる。アフリ

カでは、EU 諸国と日本の協力も想定される。必要なのは、原則面

の合意にとどまらず、具体的なプロジェクトの実施やその成果を

通じて、協力関係を構築していくことである。 

国際世論の攪乱防止：情報発信と浸透工作対策 
中国は、ロシアなどの国々と連携して、国際世論の形成を主導し

ようとしている。しかし、米国をはじめとする西側諸国では言説

の「壁」が厚く、西側メディアが世界の主流の言説を支配してい

る。また、ラジオ・フリー・アジア（RFA）などのメディアを通

じて、中国に対する否定的な言説が世界規模で拡散されている。

中国の目標は、自国の言説を世界に広めると同時に、中国に対す

る否定的な言説を減少させることにある。その一方で、中国が浸

透工作の標的としてきた台湾などの地域でも、西側の言説に対抗

することは難しく、成果を上げてきたとは言えない。これにはも

ちろん、西側の言説だけではなく、浸透工作の標的国が行ってい

る情報のファクトチェックが役立っている。例えば、新型コロナ

ウイルス感染症の拡大期に日本が台湾にアストラゼネカ製ワクチ

ンを提供した際、中国は「日本人が自分たちは使用しない、効果

のないワクチンを台湾に提供している」という情報を流布しよう

とした。この情報は中国国内では拡散したものの、台湾には広が

らなかった。これは台湾社会が、この情報を中国発の偽情報だと

認識していたためである。 

しかし、トランプ政権がボイス・オブ・アメリカ（VOA）のみ

ならず RFA 等への支援も打ち切り、さらに米国国際開発庁

（USAID）がインターネットや SNS 上の情報を監視していた NPO
などに提供していた支援が停止された結果、中国にとって極めて

有利な状況が生まれつつある。新疆ウイグル自治区などの実情が
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暴露される機会は減り、国内での浸透工作の標的となってきた台

湾などでは言論の監視能力が弱まった。この状況に対して、EU、

日本、台湾にできることは、国外への情報発信力を強化するこ

と、そして言論の自由を保護し、中国とロシアが発信している意

図的な偽情報や悪意ある情報についての情報共有を促進すること

である。 

さらに、日本の場合、中国とロシアによる浸透工作やサイバー

攻撃に対抗する体制がいまだ十分に整備されていない。「能動的

サイバー防御」によってサイバー攻撃を未然に防ぐ法案がようや

く国会を通過したものの、制度面の課題は依然として多い。例え

ば、東京証券取引所上場企業にはサイバー攻撃に関する開示義務

がない。日本では、グレーゾーンの浸透工作への対応だけでな

く、「有事」への備えといった社会的対応の面でも、制度的・社

会的な遅れが目立つ。この点では、EU 諸国や台湾との共同研究や

情報交換が必要となるだろう。 

東アジアの平和と安定のために 
EU 諸国にとって、ウクライナ問題が喫緊の安全保障上の懸念であ

るように、日本と台湾にとっては、東アジア地域の平和と安定を

確保することが極めて重要である。この目標を果たすためには、

前述したように軍事安全保障分野の抑止力を強化する必要があ

る。しかし（可能であれば）中国、ロシア、北朝鮮との対話を促

進することも欠かせない。こうした対話は妥協や譲歩を伴うもの

ではなく、日本と同盟国・同志国の見解を中国とその陣営に伝え

るものであるべきだ。現時点では、台湾が中国との対話を進展さ

せることは難しい。ウクライナの現状を踏まえれば、日本と欧州

諸国がロシアや北朝鮮との対話を前進させることも難しい。しか

し、日本と欧州諸国が中国と対話することは可能である。前述し

た経済・通商枠組みに関する議論に加えて、日本の安全保障政策

に関する日本の意思と中国に対する認識を伝えること、海上事案

に関する情報伝達メカニズムを整備し、不測の事態に最大限に備

えることが重要である。 

一方、東アジア地域では、韓国と台湾の国内情勢が不安定化

し、社会の分断が顕著になりつつある。特に日本では高齢化が進

み、国力の低下を招いている。こうした国内の社会不安要因に対

する協力を軽視するべきではない。 
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今後、ウクライナでの戦争をめぐる情勢に変化が生じた場合、

日本と EU がロシアとの関係「正常化」を検討する可能性もある。

そうなれば、ロシアに対する制裁の解除のみならず、経済活動や

人的交流が再開されることも想定される。日本の場合、ここにサ

ハリン開発プロジェクトや北方領土に関する交流、ロシアとの平

和条約交渉が含まれる可能性がある。こうした対露措置は、日本

と EU の重要な協力分野となり得る。また、ロシアと緊密な関係を

維持している中国と対峙する台湾にとっても、ロシアに関する情

報は必要となるだろう。 
 
 
 



 

 
 
 
 

6 
中国経済：展望と対外行動への影響 

Raymond C-E SUNG（宋承恩） 

はじめに 
本章の内容は、2024 年 12 月に実施した三者オンライン会合での発

表に基づいている。発表日以降の事象については、必要に応じて

考慮する。 

本報告の主な主張は次の通りである。 

• 中国の景気後退は長期的なものである。 

• 今回の景気後退には、容易には修正できない構造的な原因

が存在する。 

• 中国が直面している経済的困難の相当部分は、政策の失敗

に起因している。 

• 中国は、経済面で攻撃的かつ重商主義的な行動を取る傾向

がある。 

• 陽動戦争の可能性は排除できない。 

中国経済の現状：評価 
中国経済を評価するにあたり、まず注目すべきは GDP 成長率であ

る。よく知られているように、中国共産党は中国経済の健全性を

象徴する指標として GDP 成長率を利用しており、近年の政権は年

5％以上の GDP 成長率を維持することに強くこだわっている。 
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もっとも、中国の GDP 成長率の数値は経済予測や分析の手法

によってばらつきがある。中国の国家統計局が公表している集計

データ（図 6.1）によれば、中国の GDP 成長率は 2022 年初頭に最

低値である 0.4％を記録した後、2023 年初頭に 6％を超える水準に

まで回復し、2023 年から 2024 年にかけては 5％前後で推移してい

る。 

図 6.1：中国の GDP 成長率 
 

 
 

2024 年 7 月、国際通貨基金（IMF）は中国の成長見通しを 5％
に上方修正した。これは第 1 四半期の予想を上回る個人消費を反

映したものである。第 2 四半期は内需が低迷したため、IMF はそ

の後、成長見通しを 4.8％に引き下げた。それでも、この水準は中

国政府が掲げる成長目標とおおむね一致している。IMF は、輸出

の好調を認めつつも、消費者需要が依然として抑制されている点

を指摘した。また、2024 年後半に見込まれる政策支援の予測以上

の強化が、成長見通しを上振れさせる可能性がある点も示唆し

た。さらに IMF は、2025 年には相反する力が作用すると分析して

いる。つまり、不動産市場が底を打ち、内需を下支えする一方、

高齢化の進行と生産性の伸びの鈍化によって、潜在成長率は低下

する可能性が高い。最終的に、IMF は 2025 年の成長見通しを同年

4 月時点の予測から 0.4 ポイント上方修正し、4.5％とした。 
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しかし、IMF でさえ 2025 年以降も中国の GDP 成長率は下降を続け

ると予測している（図 6.2）。 

図 6.2：IMF が予測する中国の GDP 推移 

 
 

中国の公式統計は信頼性に欠けるという見方は広く共有されて

いる。2007 年の時点で、すでに国務院副総理（当時）の李克強

が、中国国家統計局が公表する GDP データは「人為的」で、信頼

できないと述べていた。 

2024 年後半以降、中国の証券会社に所属する二人の著名エコノ

ミストによる中国経済分析がインターネット上で広く流布され

た。その一人である SDIC 証券有限公司（SDIC Securities Co., 
Ltd.）のチーフエコノミスト、高善文（Gao Shanwen）は、中国の

30 以上の省級行政区のデータを分析した結果、コロナ禍以降は消

費の低迷が続いており、その原因は国民が所得見通しに対する信

頼を失っている点にあると指摘した。さらに、この弱い消費は若

年層の割合と相関しており、若者の間で所得見通しが低下してい

ることが、若者の消費マインドや住宅購入意欲を大きく抑制して

いると指摘した。こうした分析結果をもとに、高氏は中国当局が

指標を選択 IMF DataMapper（2024年 4 月） 

実質 GDP 成長率（対前年比伸び率） 
インフレ率、平均消費者物価（対前年比伸び率） 
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2020 年から 2023 年までの各年度において、GDP 成長率を実際より

もおよそ 3％過大に算出しており、累積すれば約 10％の過大評価

が生じていると推定した。 

二人目は、東北証券チーフエコノミストの付鵬（Fu Peng）であ

る。同氏は顧客向けイベントに登壇した際、中国経済が抱えてい

る問題は表面に見えているよりもはるかに深刻だと語った。問題

の核心は、有効な消費の不足にあると同氏は指摘する。消費能力

の低下は一時的な現象ではなく、構造的な変化であり、解決する

ためには利益の再分配が必要となる。 

高氏と付氏の発言は国外メディアでも報じられたが、後に中国

国内のインターネット上ではアクセスできなくなった。特筆すべ

きは、両氏はどちらも中国国内で主導的な立場にある著名エコノ

ミストだという点である。二人の発言が拡散したことは、中国国

内でも同様の見解が広く共有されている可能性を示唆している。 

デフレの兆候 
パンデミックの終息以降、中国経済は深刻なデフレ局面にある。

デフレとは、ある経済における財・サービス全般の価格水準が、

一定期間にわたって低下する経済現象を指す。デフレは、通貨供

給量の減少によって生じる場合もあれば、財・サービスに対する

需要の低下によって引き起こされる場合もある。その影響は、消

費者信頼感指数（CCI）の継続的な低下にも表れており、消費見通

しに悲観的な見方が広がっていることを示している。消費者物価

指数（CPI）はゼロ成長に近づきつつあり、生産者物価指数

（PPI）は 2022 年以降マイナスが続いている。一般に、これらの指

標は経済が勢いを失っていることを示し、消費需要の低迷や、家

計・企業双方における借入意欲の低下として現れる。中国は長期

にわたってデフレ状態にあり、その影響は企業と経済全体に悪影

響を及ぼしている。 

個人消費の低迷は、過去数十年にわたって中国経済を苦しめて

いる課題であり、その原因は中国経済の構造に深く根ざしてい

る。例えば、低い預金金利や、特定の借り手のみに適用される低

金利融資といった金融抑圧が家計所得を抑制し、政府主導の投資

に資金を誘導している。また、社会保障制度が脆弱なため、世帯

は緊急事態等に備えて貯蓄を優先する傾向が強い。 
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その影響は、不動産危機、地方政府の債務水準、高い失業率に

顕著に現れている。 

図 6.3 は、中国の不動産危機の規模を示したものである。2021
年末以降、不動産価格と不動産投資は急落し、消費者信頼感は過

去最低の水準にまで低下した。その後に実施された規制措置や景

気刺激策は、全面的なバブル崩壊を食い止めはしたが、問題の解

決にはほとんど寄与していない。不動産セクターは中国の GDP の

約 25％を占め、市場価格の急落により家計資産が大幅に減少す

る。このため、不動産危機は金融危機を引き起こす深刻なリスク

を内包していると同時に、個人消費の低迷を長期化させる一因と

なっている。 

図 6.3：中国の不動産セクターと消費者信頼感 
 

 
ロジウム・グループの推計によれば、中国の地方政府融資平台

（LGFV）の債務総額は、利払い債務と残高を合わせて 59 兆元

（8.16 兆ドル）を超え、中国の GDP のおよそ 50％に相当するとい

う。また、中国の LGFV は深刻な資金不足に直面しており、短期

債務の支払いに必要な現金を十分に保有しているのは全体の約 5
分の 1 にすぎない。図 6.4 は、中国の GDP に対する政府債務の割

合を示したものである。 

不動産投資 
販売 
消費者信頼感（右目盛） 

2019 年 1 月 2020 年 6 月 2021 年 11 月 2023 年 4 月 2024 年 9 月 
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図 6.4：中国政府債務の GDP 比（％） 
 

 
出典： Bruegel（Natixis、中国財政部、中国国家統計局、CEIC、Wind に基づく）。

注：2023 年第 1 四半期の中央政府債務残高は推計値。 * LGFV = 地方政府融

資平台（Local Government Financing Vehicle） 

図 6.5 は、新型コロナウイルス感染症などの地理経済的状況が

中国の雇用市場に深刻な打撃を与え、主要都市の失業率を 20％超

まで押し上げたことを示している。結果として、特に大きな影響

を受けたのは 16 歳から 24 歳の若年層であった。この層の失業率は

2023 年半ばにピークに達したが、この年は中国政府が統計の公表

を一時的に停止したことで広く知られている。その半年後、新た

な統計手法で算出されたデータが公表され、2023 年 12 月時点での

都市部若年層の失業率は 14.9％とされた。この数値は、同年 6 月

の 20％超を大きく下回る。経済専門家の間では、この新たな数値

に対する「困惑」が広がっている。この数値では、雇用市場は改

善したと国民に信じさせることは難しく、また、中国政府の公式

統計データの正確性に対する国際社会の長年の疑惑を補強するよ

うなことが有益だとは思えないからだ。 
  

中央政府 

地方政府（バランスシート計上分） 

LGFV* 
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図 6.5：中国都市部の失業率調査結果 

 
 
 

中国経済に影響を与えている構造的要因 
中国経済は、近年の景気低迷や成長力の欠如に加えて、容易には

解決できない構造的要因も抱えており、景気後退は長期化する可

能性が高い。 

第一の構造的要因は高齢化である。国連の予測によれば、中国

の人口は現在の 14 億 2600 万人から、2050 年には 13 億 1300 万人

に減少し、2100 年には 8 億人を下回るとみられている。一人っ子

政策は緩和されたが、出生率の低下傾向は続いており、女性一人

あたりの出生数は 1.18 人と推定されている。これは人口を維持す

るために必要な人口置換水準である 2.1 人を大きく下回る。中国は

すでに「中程度の高齢化」シナリオに近づいており、総人口の

20％を 60 歳以上人口が占める。2035 年には、この割合は 30％に上

昇する（4 億人を超える）と予測されている。また、従属人口比

率、すなわち生産年齢人口（15〜64 歳）に対する非生産年齢人口

（0〜14 歳および 65 歳以上）の割合は、国連の低位推計において

すら、100％を超えると見込まれている。これは中国において、非

生産年齢人口が生産年齢人口を上回ることを意味する（図 6.6 参

照）。 
  

拡大 全期間 6 カ月 年初来 1 年 2 年 3 年 5 年 10 年 

MacroMicro 

パ
ー

セ

ン
ト

 
パ

ー
セ

ン
ト

 

2020年 7月 2021 年 1 月 2021年 7月 2022年 1月 2022年 7月 2023年 1月 2023年 7月 2024年 1月 2024年 7月 2025年 1月 

中国：都市部の失業率調査結果（左目盛り） 
中国：都市部の失業率調査結果（16～24 歳、右目盛り） 

中国：都市部の失業率調査結果（主要 31 都市、左目盛り） 



70    自由で開かれた秩序の再構築 

図 6.6：中国の従属人口比率 

中国では 2100 年までに非生産年齢人口が生産年齢人口を上回る見通

し 
従属人口比率とは、生産年齢人口（15〜64 歳）100 人あたりの非生産

年齢人口（0〜14 歳および 65 歳以上）の割合を指す。 

 
注：中位推計は国連による中間的な予測値。高位・低位推計は、中位シ

ナリオに対して出生率が 0.5 人多いまたは少ない場合の予測値。 
出典：国連人口部「世界人口推計：2022 年改定版」 
PEW RESEARCH CENTER 

第二の要因は外国投資の撤退である。中国の経済成長は、これ

までは主に投資が牽引していた。しかし近年、中国に対する外国

直接投資（FDI）が顕著に減少している。国家外貨管理局が発表し

た最新の公式統計によれば、2025 年第 1 四半期における対中直接

投資の純額は 147 億米ドルにとどまり、2024 年第 4 四半期の 340.6
億米ドルと比較すると、50％以上の急減となった。わずか１四半

期の間に投資額が 194 億米ドル減少したことは、外国資本が対中

投資に対して、慎重かつ様子見の姿勢を崩していないことを示し

ている。四半期ごとの推移を見ると、下降傾向が始まったのは

2022 年第 2 四半期であり、前四半期比で 60％以上少ない 377.6 億

米ドルに落ち込んだ。その後も外国投資の減少傾向は続き、2023
年から 2024 年にかけては複数の四半期で純資本流出が発生すると

いう異常事態に至った。具体的には、2023 年第 3 四半期がマイナ

ス 108.5 億米ドル、2024 年第 2 四半期がマイナス 149.7 億米ドル、

そして同年第 3 四半期がマイナス 116.2 億米ドルである。このよう

低位推計 

中位推計 

高位推計 

中位推計シナリオで

は、2100 年には生産

年齢人口（15〜64
歳）100 人に対し、非

生産年齢人口（0〜14
歳および 65 歳以上）

が約 102.8 人に達する

見込み。 
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なマイナス成長は、中国の FDI の歴史においても極めて稀な事態

であり、外国資本が新規投資を縮小しているだけでなく、既存資

本の引き揚げを加速させていることを示している。 

図 6.7：対中直接投資の推移（純額ベース、10 億米ドル） 
 

 
 
 

第三の要因は、地政学的緊張が続く中での政策の失敗である。

結局のところ、中国経済は「市場経済」システムに基づいておら

ず、政府の政策に強い影響を受けてきた。しかし近年は、難局を

切り抜けるための賢明な政策運営が見られず、既存の失策も放置

され、経済の足かせとなり続けている。徹底したゼロコロナ政策

は中国経済に深い傷跡を残した。民間企業よりも国有企業を優遇

する制度構造は長期的な歪みをもたらし、国有企業を国家補助金

に依存させる一方、民間セクターの革新性や起業意欲を抑制して

いる。政治権力の集中と、一党・一人による権威主義的支配によ

って政治的説明責任の仕組みは機能せず、変革の希望さえない。

「寝そべり」という言葉は、努力しても報われないという個人や

起業家の無力感を象徴している。こうした政策の影響は国外にも

波及しており、中国が過剰生産能力のはけ口を他国の市場に求め

ていることに対する懸念、自由市場競争歪曲の疑い、さらには米
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国との貿易不均衡という問題が生じている。また、中国が「一帯

一路」構想などを通じて、過剰生産能力を新興国に輸出すること

は、新興国に対する中国の影響力（シャープパワー）を高めるこ

とになると懸念されている。 

2024 年の景気刺激策：本質的な問題解決には至らず  
2024 年 9 月以降、中国政府は経済の活性化を目指して、一連の景

気刺激策を実施した。具体的には、利下げ、証券会社・ファン

ド・保険会社による株式購入を支援するための 5000 億元（713 億

ドル）の資金供給、既存ローンの金利および住宅ローン金利の引

き下げ、セカンドハウスの頭金比率の引き下げ（25％から 15％
へ）、融資対象となる住宅プロジェクト数の拡大、こうしたプロ

ジェクト向け銀行融資枠を 4 兆元（約 5620 億ドル）に引き上げる

措置などである。 

一部の経済学者は、こうした刺激策は経済状況の悪化を一時的

に食い止めるためのもので、例えば住宅販売を減少から回復に転

じさせたり、地方政府の利払い負担を軽減し、職員への給与や物

品・サービス供給業者への滞納金の支払いを可能にすることを目

的としたものにすぎないと指摘している。しかし、多くの専門家

はこうした刺激策は的を射ておらず、真の課題から国民の関心を

そらすものだと主張している。真の課題とは、国内の所得分配を

是正し、家計の取り分を増やし、企業や政府の取り分を減らすこ

と、内需を拡大すること、そして教育、保健医療、社会福祉とい

った公共サービスの不足と地域格差という中国経済の根本的問題

に対応することである。こうした構造改革が急務であることは疑

いの余地がない。しかし、前述した権力構造と政策上の制約が依

然としてその実現を阻んでいる。 
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中国の対外行動への影響 
長引く不況は中国の対外行動にどのような影響を及ぼすのだろう

か。よく聞かれるのは、「陽動戦争論」と「重商主義的拡張論」

の二つである。しかし、どちらも過去のパターンや事象を精緻に

分析することで、今後の展開を予測しようとする理論的仮説の域

を出ない。 

陽動戦争論の核となるのは、国内で圧力を受けている指導者

は、国民の結束を促し、支持率を高めるために外国との紛争を意

図的に引き起こすという仮説である。この分野の重要な文献が、

2023 年 9 月 15 日付の『フォーリン・アフェアーズ（Foreign 
Affairs）』誌に掲載された M・テイラー・フレイヴェル（M. 
Taylor Fravel）の論文「The Myth of Chinese Diversionary War（中国

の陽動戦争という神話）」である。 

この論文は、中国の国内課題と対外政策行動の関係を掘り下げ

ている。中国経済の成長が鈍化する中、中国政府が国内での求心

力を強化し、国民の関心を経済問題からそらすために、外部の脅

威に対して強硬な対応を取るのではないかという懸念が生じてい

る。西側の政治家やアナリストの間では、こうした戦略が、特に

台湾問題や南シナ海の領有権紛争などにおいて、ナショナリズム

の高揚や軍事行動の拡大という形で表出するのではないかという

見方が広がっている。 

フレイヴェルは基本的に、中国に陽動戦争論を適用することに

は否定的な立場を取っている。その第一の理由は、中国の過去の

行動パターンと整合しないからだ。毛沢東や鄧小平といった歴代

の指導者たちは、国内で飢饉や抗議運動など深刻な危機が発生し

た際、外国に紛争を仕掛けるよりも、むしろ近隣諸国との関係を

安定させることや、国内の問題解決を模索することを選んだ。例

えば大躍進政策期には経済が惨憺たる状態に陥り、社会不安が深

刻化したが、毛沢東は軍事衝突を激化させることなく、近隣諸国

との不侵略協定の締結を進めた。同様に、1989 年の天安門事件で

も、中国経済は減速していたが、政府は外国を攻撃するのではな

く、国内の反体制派を武力で鎮圧することを選択した。 

第二の理由は、中国政府は検閲とプロパガンダを通じて世論を

厳しく統制しており、他の権威主義諸国と比較して国内が不安定
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化しにくいためだ。この統制により、反体制派の言動を効果的に

抑えられるため、政府が陽動的な軍事行動に訴える動機は小さ

い。 

第三の理由は、中国の指導者は、内憂外患の状況に直面した際

（特に国内が不安定な場合）に外国の脅威を抑止するために国力

を誇示する傾向があるからだ。1962 年の中印国境紛争や、その後

の領土問題をめぐる日本との緊張などの事例が示しているよう

に、中国が外国の脅威に反応するのは、国内の注意をそらすため

ではなく、自国の主権と領土を守るためである。 

結論として、西側は経済的困難に直面する中国が、国民の注意

をそらすために強硬な外交政策に出るのではないかと懸念してい

るが、同論文はより現実的なシナリオとして、国内問題のせいで

中国の指導部は外国からの圧力に敏感になり、注意をそらすので

はなく、むしろ国力を誇示する行動に出る可能性が高いと指摘し

ている。これは、国内の安定と外交政策の間には複雑な相互作用

が存在することを示している。つまり、中国が強硬な行動を取る

場合、それは国内問題から国民の注意をそらすためではなく、抑

止力を維持するためである可能性が高い。 

一方、重商主義的拡張論の根拠となっているのは、『インター

ナショナル・セキュリティ（International Security）』誌の 2023 年

夏号に掲載されたマイケル・ベックリー（Michael Beckley）による

論文「The Peril of Peaking Powers（ピークを迎えた大国の危険

性）」である。同論文は、「ピークを迎えた国家は、手当たり次

第に攻撃をしかけるのではなく、利益を最大化し、コストを最小

化するように計算された方法で海外展開を図る傾向がある」とい

う前提から出発する。「その際、国家にはさまざまな選択肢が存

在する」とベックリーは言う。例えば、自由主義的拡張を選ぶこ

ともできれば、征服、植民地主義、帝国主義、国家資本主義、さ

らには戦略的貿易を通じた重商主義的拡張の道を選ぶこともでき

る。 

ベックリーは、ピークを迎えた大国の中でも、特に独裁体制を

敷く国家は重商主義に傾きやすいと論じる。こうした国は経済の

国有化が進んでおり、民主主義国に比べて、偏狭で経済ナショナ

リズムを優先する政治勢力に迎合する傾向があるからだ。独裁者

にとっては、経済の「管制高地（commanding heights）」、すなわ
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ち、農業、エネルギー、運輸、建設、鉱業、重工業、銀行業とい

った基幹産業を支配下に置くことが重要になる。 

さらにベックリーはこう指摘する。「独裁者は、定期的な選挙

によって説明責任を問われることがないため、重商主義的拡張に

よって得られる利益を少数のエリート層に集中させ、コストの多

くを無力な大衆に転嫁できる。これに対して、独裁政権にとって

自由貿易や民間企業を支援することは、特に経済の低迷期には危

険を伴う。自由化は、国家が優遇する企業の特権が減ることを意

味する。その結果、倒産や失業が急増し、体制を支える利権ネッ

トワークが混乱に陥る可能性がある。」 

考察 
現在の情勢を見ても、中国が重商主義的拡張に傾きつつあること

は明らかである。近年、中国は内部循環の強化を図る一方、対外

貿易では太陽光パネル、電気自動車（EV）、バッテリーといった

セクターで優位性を発揮してきた。中国は、支配下にある戦略的

要衝や資源、例えばレアアースの輸出や主要な海峡・運河も活用

している。また、グローバルサウスに対する影響力の深化にも全

力で取り組んでいる。 

しかし、中国が陽動戦争をしかける可能性を完全に排除するこ

とはできない。第一に、過去の歴史に同様の行動パターンが見ら

れなかったことは、その可能性を否定する十分な根拠にはならな

い。結局のところ、今日の国際情勢は過去とは大きく異なり、か

つ急速に変化しているからである。第二に、中国共産党にとって

最も重要な関心事は、習近平体制と共産党支配の維持であり、こ

の姿勢は安定を最優先する政策に現れている。共産党が最も警戒

しているのは、現在の社会主義／共産主義体制の崩壊につながり

かねない平和的な進化、すなわち「カラー革命（色の革命）」で

ある。中国共産党の支配が危うくなるようなことがあれば、国内

の緊張を緩和するために、共産党政権はたとえ一時的でもリスク

を取る可能性がある。 

重要なのは、共産党政権が一党支配の維持に対する不安から、

攻撃的な対外行動に出る可能性のある要因を把握することであ

る。こうした要因には、次のような観点が含まれる。 
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• 長期戦略：軍事・法執行に重点を置いた支出が続いている

か、中国は軍事能力の増強を続けているか 

• 機会主義的行動：中国が攻撃をしかける可能性のある地域に

亀裂や脆弱性が生じ、中国が無謀な行動に出る好機となって

いないか 

– 台湾：国内情勢、野党勢力、親中派の動向 

– インド太平洋地域：ガバナンスの低下 

– 同盟関係の亀裂（ウクライナを含む） 

• 国内要因：政権に過度の圧力をかける可能性のある国内要因 

– 粛清：軍内部の忠誠度、政治的安定性 

– 習近平の意図：合理的には計算できない 

上記のような要因を総合的に考慮し、慎重にモニタリングするべ

きである。



 

 
 
 
 

7 
トランプ政権がもたらした余波と

その対応 

石井 正文 

本章では、まずトランプ政権がもたらした概念的影響を概観し、

次に、東南アジア諸国を例に、実際の損害を明らかにする。最後

に、欧州、日本、そして台湾をはじめとするアジアの民主主義国

家が共同で実施すべき具体的な政策措置について論じる。 

トランプ 2.0 の概念的影響 
トランプ 2.0（第二次トランプ政権）の影響は、現在の傾向が続く

なら、重大かつ長期に及ぶ可能性が高いというのが筆者の基本的

な考えである。いま重要なのは、依然として先の読めないトラン

プ大統領の行動を推測することではなく、日本、欧州、台湾が何

をなし得るのかを検討し、後述するような提案を行うことであ

る。 

(1) 国際紛争への選択的関与＝課題共有時代の到来 

米国には紛争解決に関与する能力があるが、その意思は薄れつつ

ある。これはトランプ大統領個人に起因するものではなく、米国

全体の問題である。 

トランプ大統領は予測不能な人物と評されることが多いが、

「軍事的タカ派」というわけではない。 
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トランプ大統領は、米国の国益に直接関係ない問題のために米

兵の血が流されることを嫌っており、本質的に同盟国への共感を

ほとんど持たない。 

これは、米国が紛争を解決し、その費用を同盟国や同志国が分

担してきた「負担共有」の時代から、紛争を終わらせるためには

欧州、日本、そして台湾などのアジアの民主主義国家が直接関与

しなければならない「課題共有」の時代へと、世界が不可逆的に

変化しつつあることを意味している。 

これは、時代が「力による統治」、つまり米国に対する怖れか

ら、紛争の解決が図られていた時代から、国際社会の多数の支持

による解決策が正当化される「多数による統治」の時代に変わり

つつあることを意味する。そのため、影響力を持つグローバルサ

ウスの国々を巻き込み、その支持を得ることが不可欠である。 

(2) 「アメリカ・ファースト」原則＝同盟は特権ではない 

米国のマルコ・ルビオ国務長官は、先日行われた上院の指名承認

公聴会において、国務省の行動は「米国をより強く、安全で、繁

栄した国にするか」を基準に評価されると語った。もはや、同盟

国だからという理由だけで優遇される時代ではない。具体的な行

動を通じて「アメリカ・ファースト（米国第一主義）」政策に貢

献していることが評価基準となる。 

この基準を満たさない国は、同盟国かどうかを問わず、トラン

プ政権の関心の外に置かれ、見捨てられる可能性がある。日本の

石破茂首相の訪米は、この点で日本が良好な位置を占めているこ

とを示すものだった。しかし、トランプ政権の高官が米国の同盟

国であるフィリピンやその他の東南アジア諸国について話すのを

耳にしたことはほとんどない。従って、こうした国々は隣国であ

る日本の保護を必要とすることになる。 

いずれにしても、日本は「東南アジアの安定は日本が担う」と

いう覚悟と備えを持たなければならない。前述したような行動

は、米国をより強く、安全で、繁栄した国にするものであり、従

って日米同盟の強化につながる。 
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これは米国国際開発庁（USAID）や全米民主主義基金（NED）

といった組織が解体された理由の一つでもある。しかし、この判

断は米国の説得力を大幅に低下させかねない。 

(3) 米国版「戦狼外交」＝信頼と友好国の喪失  

トランプ大統領は、グリーンランドとパナマ運河に対する米国の

支配権を求めており、そのためには武力行使も辞さない姿勢を示

している。現在の米国は、実際に武力を行使していないという一

点を除いて、ロシアとほとんど変わらない。しかし、この件に関

して、米国が実際に軍事行動に踏み切る可能性は極めて低い。 

その背景には、大国は自国に都合のよい秩序を構築できるとい

う「例外主義」がある。トランプ大統領自身も、自分が暗殺未遂

を生き延びたのは、自分が例外的な存在、神に選ばれた人間だか

らだと考えている節がある。 

第二次世界大戦以降、世界は基本的に安定を維持してきた。そ

の理由は、二度の世界大戦が残した教訓をもとに、ルールに基づ

く国際秩序、主権国家の平等、領土の保全、武力による一方的な

現状変更の禁止といった基本原則が国連憲章に定められ、世界の

国々がそれに合意したからであり、この秩序を維持するために必

要ならば、武力行使も辞さない姿勢を米国が示してきたからであ

る。 

しかし現在の米国は、秩序を維持する努力を放棄しただけでな

く、秩序を破壊することさえ躊躇していない。この影響は極めて

大きく、戦後に築かれた秩序を根本から崩壊させる恐れがある。

また、米国は第二次世界大戦の終結以来、積み重ねてきた善意と

信頼を不可逆的に失う可能性がある。米国の変化は、日本を含

む、米国の同盟国に極めて深刻な影響を及ぼしかねない。「多数

決による統治」の時代を正しく運営するためには、グローバルサ

ウスの主要国との連携が急務である。 

基本的に、日本は第二次トランプ政権の主要な攻撃対象となっ

ておらず、依然として米国の重要な同盟国としての地位を維持し

ているという点で特異な立場にある。後述するように、今こそ日

本外交がその力を発揮しなければならない。 
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被害の実相：東南アジアの事例 
前述した通り、トランプ 2.0（第二次トランプ政権）の概念的影響

は、すでに国際社会に具体的な形で現れている。ここでは東南ア

ジア諸国を例に、その実態を明らかにする。 

(1) 東南アジア諸国の基本的な考え方 

ドイツの新首相に就任したフリードリヒ・メルツは、「欧州は米

国から独立しなければならない」と発言し、注目を集めた。 

これと同じ動きがアジア地域にも見られる。例えばマレーシア

のアンワル・イブラヒム首相は、マレーシアが反米的とされる

BRICS（ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカ）への加盟

を申請した理由をたずねられ、「我々は、もはや米国を恐れてい

ない」と答えた。その真意を問われ、イブラヒム首相はこう返し

た。「かつて米国は、我々が西側に属していないことに腹を立て

た（アジア地域諸国が米国抜きで地域の経済問題を話し合う東ア

ジア経済協議体（EAEC）構想、1990 年代末のアジア通貨危機後に

当時のマハティール首相がアジア版 IMF として提唱したアジア通

貨基金（AMF）など）。しかし、もはや米国はこの地域に存在せ

ず、この地域に関心もなく、戻ってくることもない」。こうした

心情は、マレーシアと同じく BRICS への加盟を申請し、早い段階

から米中間でのバランスを模索してきたタイも抱いているかもし

れず、多くの東南アジア諸国の考え方を反映しているとみられ

る。東南アジア諸国連合（ASEAN）の主要加盟国であり、地域の

結束を守る役割を期待されているインドネシアは、2022 年に

BRICS から加盟の誘いを受けたが辞退した。しかし、マレーシア

やタイの加盟申請を批判することはなく、2024 年 11 月には自らも

BRICS に加盟した。 

(2) 各国のヘッジ戦略 

米国の不在は、すなわち中国が貿易や投資を通じて多くの国々で

影響力を強め、支配的地位を築くことを意味する。そのため、イ

ンドネシアにとっては中国だけでなく、ロシアやインドも加盟す

る BRICS に加わる方が、意図的に関係性を曖昧にしておけるメリ

ットがある。また、マレーシアとインドネシアはイスラム教徒人

口が多いことから、資金調達に関しては中東諸国との関係も強化
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している。 

さらに、米国や中国といわゆる「バンブー外交」を展開してき

たベトナムも、安全保障上の最大の脅威である中国に過度に依存

することはできない。しかし、中国と同様に共産党が一党独裁体

制を敷くベトナムは、中国と過度に対立することもできない。そ

のため今後、ロシアとの関係を緊密化するより他に選択肢はな

い。この点について言えば、2024 年後半以降、ベラルーシとベト

ナムが頻繁に接触していることは興味深い。10 月にはベトナムの

国会議長がベラルーシを訪問し、カザンでベトナムとベラルーシ

の首脳会談が開かれた。12 月にはベラルーシの国防相がベトナム

を訪問した。また、ベトナムは 2013 年 4 月以降、ロシア・カザフ

スタン・ベラルーシと自由貿易協定（FTA）交渉を続けている。 

ラオス、カンボジア、そしてブルネイ・ダルサラームは、しば

らく前からすでに中国陣営に属している。ミャンマーと中国の関

係は歴史的に必ずしも良好ではなかったが、中国は内戦下で国境

地帯の少数民族勢力に影響力を及ぼすことで、ミャンマーへの影

響力を拡大した。 

シンガポールについては、今後も米中双方と等距離の外交関係

を維持すると考えられる。ただし、近年は中国本土からの抗議を

受けて、台湾での軍事演習を縮小するなど、次第に中国寄りの姿

勢を見せている。 

一方、米国の不在によって生じた真空を埋め、中国とのパワー

バランスを維持する上で、日本が存在感と役割を強化することへ

の期待が高まっている。日本は、この期待を十分に自覚しなけれ

ばならない。今こそ、日本がこの地域に対して積極的かつ具体的

に関与する意思を示す好機である。中国に依存するという選択肢

は存在しない。もし米国が東南アジア諸国を防衛しないなら、日

本がその空白を埋める必要がある。 

台湾有事の可能性は、当面はそれほど高くないというのが専門

家の一般的な見方である。その理由としては、中国国内の深刻な

経済状況に加えて、「台湾の再統一」への米国と日本の備えが近

年大幅に強化されているため、台湾侵攻が失敗する可能性が高ま

っており、そうなれば中国共産党体制そのものが崩壊する恐れが

あることが挙げられる。一方で、近年になって中国側から状況の

変化を指摘する発言が聞かれるようになった。それは中国指導部
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が、米国はロシアによるウクライナ侵攻を事実上容認し、自身も

「力による外交」を展開していると見なしており、したがって台

湾への武力行使は可能である（許容される）と考えはじめている

ためとみられる。実際、今日のウクライナは明日の台湾である。 

米国国際開発庁（USAID）の廃止と、米国による対外援助の凍

結がもたらした影響は、すでに現場では顕在化している。隣国ミ

ャンマーから逃れてきたロヒンギャ難民のキャンプが多数存在す

るバングラデシュでは、難民への食料支援の約半分を USAID が担

っていたとみられ、食料支援の量はすでに半減している。約 50 の

診療所もすでに閉鎖された。難民の不満が爆発し、バングラデシ

ュが不安定化するのではないかという懸念も生じている。 

USAID の支援は東南アジアにとどまらず、複数のアフリカ諸国

を含む、世界全体に及んでいた。現在、USAID の真空をロシアと

中国が埋めつつあり、その影響は今後、次第に深刻化することに

なるだろう。 

今後の展望 
トランプ 2.0（第二次トランプ政権）が自由民主主義秩序にもたら

しているダメージを緩和するために、欧州、日本、そして台湾を

はじめとするアジアの民主主義国家は何をなすべきなのか。以下

に筆者の考えを述べる。 

➢ カテゴリー1：課題共有の時代に米国の不在を埋める方法とそ
の主体 

• 紛争解決に取り組む能力と意思を兼ね備えた国は多くない。

現時点で該当するのは、一部の欧州諸国、日本、その他のア

ジアの民主主義国家だけだ。これらの国々は、ウクライナ戦

争、ガザ危機、そしてミャンマー内戦といった危機の解決

に、より積極的に関与する必要がある。 

• ウクライナでの停戦を実現する鍵は、ロシアによる再侵攻を

防ぐことにある。しかし現時点では、米国がこの問題に前向

きに取り組もうとしているようには見えない。そのため、欧

州の北大西洋条約機構（NATO）加盟国などがウクライナに

部隊を派遣して停戦を監視し、ロシアが何らかの攻撃を行っ

た場合に NATO が集団防衛を発動する仕組みを整備する必要



トランプ政権がもたらした余波とその対応    83 

がある。これを実現できるかどうかが、課題共有体制の最初

の試金石となる。 

• 日本にも果たすべき役割がある。停戦後の地雷除去や、戦争

で破壊されたインフラの再建に着手することは、日本の自衛

隊が能力と経験を有する分野である。 

➢ カテゴリー2：同志国による緊密な協力体制の構築 

• NATO の戦略構想は、中国を NATO 体制への挑戦と位置づけ

ており、インド太平洋地域の情勢が NATO の安全保障に不可

避的な影響を与える可能性を認識している。このため、欧州

の NATO 加盟国が折に触れて台湾周辺の海域に軍艦等を派遣

し、共同演習や訓練を実施することには意義がある。実際に

インド太平洋地域で危機的状況が発生した場合に、欧州諸国

が部隊を派遣する可能性は低いが、欧州が不定期的であって

も存在感を示すことで、中国は欧州が物理的に介入する可能

性を考慮せざるを得なくなる。 

• この目的においても、台湾がブリュッセルの NATO 本部にお

いて、可能であればインド太平洋パートナー（IP4）の代表

も同席し、定期的に情報説明を行うことで、NATO 加盟国と

現地情勢を共有することは極めて有益である。 

• この他、NATO と台湾が協力できる分野としては、戦略的コ

ミュニケーション（台湾有事が発生した際の調整やナラティ

ブの共有）、地域にとらわれないサイバー防衛技術・ノウハ

ウの共有などがある。 

• 現在、NATO と IP4 は量子技術などの先端分野で協力の可能

性を模索しているが、ウクライナでの戦争は、大量に配備可

能なローテク装備の重要性を浮き彫りにした。具体的には、

ドローン（特に台湾など島嶼国の防衛に有効な海洋ドロー

ン）や携帯式地対空防衛システム（MANPAD）などである。

NATO と IP4（さらに間接的には台湾）は、技術の共同開発

はもちろん、共同生産の可能性も検討するべきである。 

➢ カテゴリー3：米国の周辺同盟国、フィリピン、東南アジア諸
国の支援 

• フィリピンは、条約に基づく米国の同盟国であり、台湾有事
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には部隊・装備の展開拠点として、また外国人避難の拠点と

して、極めて重要な役割を担う。 

• しかし第二次トランプ政権の下では、米国をより強く、安全

で、繁栄した国にすることが明確になっていない限り、米国

が同盟国を防衛する保証はない。このため、フィリピンが安

全保障上の不安を抱くのは当然である。 

• 米国がフィリピンを防衛しない場合に備えて、日本はフィリ

ピン防衛への関与を強化するべきである。フィリピンの不安

定化は、日本にとって極めて重要な海上交通路（SLOC）に

大きな影響を与える。 

✧ フィリピンはこれまで、米国と緊密に連携しながら、東

南アジア諸国やその他の関係国（フィリピン、インドネ

シア、マレーシア、シンガポール、日本、オーストラリ

ア、欧州の有志国）の沿岸警備隊間の協力を推進してき

た。米国がこの分野への関心を失った場合、日本が調整

役を引き継ぎ、南シナ海周辺、さらにはセレベス海から

マカッサル海峡、ロンボク海峡に至る代替 SLOC 沿いで

の合同演習を定期的に実施することが望ましい。 

✧ 南シナ海情勢に対する国際社会の関心を維持するため

に、国際裁判所に新たな訴えを起こすことも一案であ

る。ただし、その具体的な方法については慎重な外交的

配慮が求められる。 

✧ 東南アジア地域で最も重要な主要関係国はインドネシア

である。インドネシアの GDP は、2040 年代には日本を抜

くと予想されており、インドと並んで 2040 年代のグロー

バルマジョリティ（世界人口の大多数を占めるグローバ

ルサウスに属する非白人）を決定付ける存在になる可能

性がある。インドネシアはすでに BRICS に加盟している

が、現状を放置するのではなく、インドネシアを民主主

義陣営に「引き戻す」ための取組みが求められる。一例

としては、インド、インドネシア、日本、オーストラリ

アからなる「アジア版 Quad」を創設し、インドネシアを

体系的に民主主義陣営に引き寄せることが考えられる。

オーストラリア、インド、インドネシアはすでに三カ国
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会合を開始している。もし、各国が 4 番目のメンバーと

して日本の参加を受け入れるなら、アジア版 Quad の実現

はそれほど難しくない。各国がメンバーのさらなる拡大

に前向きであるなら、韓国やフィリピンの参加も検討に

値する。 

 

➢ カテゴリー4：自由民主主義的秩序の非安全保障的価値＝自由
貿易の維持 

• 米国は、もはや自由貿易を支持していない。しかし、日本に

とって自由貿易は依然として有益な制度であり、また日本市

場へのアクセスは、影響力を高めているグローバルサウス諸

国の関心を引くための強力な手段となる。 

✧ 自由貿易圏を広げるため、「環太平洋パートナーシップ

に関する包括的及び先進的な協定」（CPTPP）を拡大

し、台湾、韓国、インドネシア、可能であればインドを

含める。CPTPP の自由貿易地域を南米南部共同市場（メ

ルコスール）や欧州連合（EU）といった自由貿易地域と

接続すれば、その有用性と影響力はさらに高まる。 

✧ 貿易摩擦が外交危機に発展するのを防ぐ上で、かつては

世界貿易機関（WTO）が重要な役割を果たしていた。現

在の WTO は機能不全に陥っており、米国の強い反対によ

って改革の見込みも薄い。しかし、紛争解決の仕組みと

しては依然として有用である。従って、前述したように

自由貿易地域を拡大し、それをもとに地域レベルの WTO
類似組織を創設することは検討に値する。 

✧ もっとも、完全な自由貿易を期待するのは現実的ではな

い。軍民両用の機微技術の取引については厳格な管理が

求められる。そこで「ワッセナー・アレンジメント 2.0」
ともいうべき新たな枠組みの創設を試みるべきである。

現在のワッセナー・アレンジメントは、ロシアがあらゆ

る改革提案に拒否権を発動しているため機能していな

い。そのため、ここでも新たな仕組みを構築することが

求められる。 
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➢ カテゴリー5：多数決による統治の時代に備えたグローバルサ
ウス諸国との友好関係の拡大 

• G7 は、高次の共通の理念の下、新しい困難な課題に効果的

に対応するなど、今も相当な影響力を保持している。しかし

設立から 50 年を経て、経済的な影響力は大きく低下してい

る。一方、G20 などの組織は期待に応えられていない。加盟

国の多様性が高すぎるために合意形成が難しく、実効性のあ

る決定を行うことができない。G7 サミットには毎回、アウ

トリーチ国として G7 以外の国々が招待されているが、その

選定は議長国の裁量に委ねられている。そこで「常設アウト

リーチ国（Permanent Outreach Partners：POP）」という新た

なメンバー区分を設け、毎年同じ国々を招待することを提案

したい。これは G7 の拡大とは異なる。G7 を拡大すれば、

G20 と同様に効率性が失われる事態になりかねない。POP の

目的は、世界全体に影響を及ぼす議題に対して、G7 以外の

国々が自国の視点を伝える機会を確保することにある。POP
に含める国としては、インド、ブラジル、インドネシア、

ASEAN 議長国、南アフリカ、ナイジェリア、アフリカ連合

（AU）議長国、サウジアラビア、トルコ、韓国、オースト

ラリア、太平洋・島サミット（PARM）議長国などが考えら

れる。 

• 2025 年は G7 サミットの誕生から 50 周年に当たる節目の年で

あり、2026 年には第 1 回会合のホスト国だったフランスが議

長国となり、新たなサイクルが始まる。世界の GDP に占め

る G7 メンバー国の割合は 1975 年の発足時よりも大幅に低下

している。50 周年の節目は、G7 を改革し、新たな国際環境

にふさわしい形に進化させる好機となる。 

➢ カテゴリー6：ロシアと中国の分離に向けた活動 

• 専門家の間では、ロシアと中国が緊密な関係を維持すること

は本質的に難しいと考えられてきた。両国は長い国境を接

し、多くの点で戦略的利害が対立しているからだ。しかしウ

クライナでの戦争が起きたことで、この前提は大きく崩れ

た。今やロシアにとって中国は生命線であり、北朝鮮を除け

ば、他に有力な選択肢はほとんどない。そのため、両国を分
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断する機会を逃さないように、これまで以上に慎重な対応が

求められる。 

✧ 多くの主要関係国の利益にかなう方法としては、ウクラ

イナでの停戦を維持するために、中国に平和維持軍

（PKF）への参加を要請することが挙げられる。つま

り、中国に決断を迫るのである。この方法は、中国をロ

シアから切り離すことができるため、米国も賛同する可

能性が高い。欧州の NATO 加盟国以外の国が PKF に参加

することは、ロシアにとっても受け入れやすい（同様

に、平和維持活動（PKO）経験が豊富なインドに参加を

要請してもよい）。前述した通り、ロシアは歓迎するは

ずだ。これは米国との新たな関税戦争における交渉材料

となるため、中国も歓迎するだろう。「戦狼外交」が破

壊した欧州諸国との関係修復にも役立つ可能性がある。 

✧ もう一つの大きな構想は、日印露の三者対話の場を設

け、日露関係の正常化を促進することである。インド

は、この対話の仲介役を喜んで引き受けるだろう。米国

がロシアとの距離を縮めている今、日本はインドの影響

力を利用して、ロシアの弱体化という好機を生かすべき

である。ロシアも表立っては認めないが、中国に代わり

得るパートナーは実質的に日本以外にないため、この動

きを歓迎するはずだ。もちろん、欧州と緊密に協議し、

説明を行うことは不可欠である。 

➢ カテゴリー7：トランプ政権の説得（同盟関係は米国をより強
く、安全で、繁栄した国にするために不可欠であることの説
明） 

• 一つの方法は、トランプ政権の理解不足によって深刻な影響

を受けている日本、韓国、台湾、フィリピン、EU が共同

で、米国に影響を与える活動を米国内で開始することであ

る。例えば、米連邦議会内に下院・上院議員による共同コー

カスを設立し、議員を通じて、同盟関係や台湾の重要性を同

一の論拠に基づき訴えることが考えられる。各国は、トラン

プ政権に対して一定の影響力を持つ協力者を複数確保するべ

きである。米国を再び民主主義陣営に引き戻すという共通の
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目的に向けて、西側の資源を結集するべきである。 



 

 
 
 
 

8 
トランプ 2.0：強固な欧州・アジア関係の

必要性 

Niklas Swanström1 

2025 年 1 月にドナルド・トランプが米国大統領に返り咲いたこと

により、欧州とアジアは今、国際関係の重大な岐路に立たされて

いる。トランプ 2.0（第二次トランプ政権）の発足は、欧州諸国と

アジア諸国が大陸横断的なパートナーシップをいかに強化するか

という点で、極めて重要な論点を提起している。第一次トランプ

政権を特徴付けたのは「アメリカ・ファースト（米国第一主

義）」を旗印とする外交姿勢であった。このアプローチは、中国

との貿易摩擦の激化、北大西洋条約機構（NATO）同盟国への防衛

費負担の増加要求、多国間関係よりも二国間関係を優先する政策

への転換という形で具現化した。政権初期のメッセージから判断

すると、第二次トランプ政権では、大統領の世界観を共有する経

験豊富なチームのサポートにより、再び同様の政策がより強力か

つ徹底的に、全力を傾けて推進されることになりそうだ。 

欧州とアジアの主要国にとって、これは課題であると同時に機

会でもあり、外交・経済・安全保障戦略の慎重な見直しが求めら

れている。第二次世界大戦の終結以降、環大西洋関係、環太平洋

関係は米国が主導し、米国を中心として形成されてきた。そのパ

ラダイムが崩壊の危機に瀕する今、欧州とアジアの関係国は変化

する国際秩序に対応し、自国の利益を守るために、新たな協力枠

組みを模索しなければならない。本章では、第二次トランプ政権
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下で欧州・アジア関係を強化するための条件を検討しつつ、この

関係の多面性、潜在的なリスク、今後の道筋を考察する。 

新たな地政学的現実：トランプの外交政策アプローチ  
第一次トランプ政権は冷戦後の米国外交の正統路線から大きく逸

脱するものだった。同政権は、長年維持されてきた同盟関係の価

値に一貫して疑問を呈し、パリ協定やイラン核合意といった国際

協定から離脱し、同盟国・敵対国を問わずに関税戦争を仕掛け、

北大西洋条約機構（NATO）、世界貿易機関（WTO）、国連

（UN）といった国際機関の価値について懐疑的な態度を示した。

こうした姿勢は、制度的制約や伝統的外交を重視する人々の助言

によって多少は緩和されたが、その根底にある「アメリカ・ファ

ースト（米国第一主義）」の理念は一貫しており、伝統的な同盟

関係は失われ、国際秩序に対する米国の関与と影響力は縮小され

た。 

トランプ 2.0（第二次トランプ政権）では、第一次政権で採用

された路線が、より断固とした決意と、より少ない制度的制約の

下で推し進められる可能性が高い。新政権の閣僚は多くがトラン

プ大統領の思想に共鳴しており、第一次政権を通じて政権運営の

経験値も高まっている。このため、第二次政権では米国の外交ビ

ジョンがより効果的に打ち出されることになるだろう。具体的に

は、国外問題への米軍の関与・駐留の大幅な削減、貿易不均衡の

是正を名目とした攻撃的な通商政策、米国の主権や経済的利益を

損なっていると政権が考える多国間枠組みからの離脱などが想定

される。 

こうした米国の動きが欧州とアジアの経済・政治に与える影響

は極めて深刻なものとなるだろう。欧州諸国は数十年にわたり

NATO を通じて米国が提供する安全保障に依存してきた。時に緊

張が走ることもあったが、経済・外交面では米欧関係はおおむね

緊密に維持されてきた。アジア地域でも、多くの国が米国が提供

する安全保障のコミットメントに依存している。日本、韓国、フ

ィリピンなどは正式な同盟関係に基づき、相当規模の米軍の駐留

も受け入れている。欧州とアジアはどちらも米国主導の国際経済

秩序を通じて不完全な部分もあるものの一定の安定と予測可能性

という恩恵を受けてきたのである。  
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欧州の戦略的立場と複雑なアジア情勢  
欧州は、この新たな現実に適応する上で、固有の課題に直面して

いる。欧州連合（EU）は、経済的影響力こそ大きいものの、その

影響力を域外にも広げるだけの一貫性のある外交・安全保障政策

の立案に苦労してきた。フランスや英国のような大規模な軍事力

を有する欧州諸国でさえ、単独では米国が提供してきた安全保障

上の保証を代替することはできない。東欧諸国に対するロシアの

猛攻とウクライナへの全面侵攻、依然として不安定な中東・北ア

フリカ情勢、長期化するテロの脅威などはいずれも、これまでは

主に米国が主導してきた協調的な対応を必要としている。 

また、欧州にとって米国との関係は経済面でも極めて重要であ

り、環大西洋貿易・投資は欧州と米国の両方に多くの雇用を生み

出してきた。この関係が関税、規制の不一致、政治的緊張によっ

て損なわれれば、深刻な経済的リスクを抱えることになる。第二

次トランプ政権が攻撃的な通商政策を推進したり、協調的な規制

枠組みから離脱したりするようなことがあれば、自動車産業から

デジタルサービスまで、欧州と米国の多くの産業が深刻な打撃を

受けることになる。 

アジアの戦略環境も複雑だが、ここに作用しているのは別の力

学だ。経済・軍事大国としての中国の台頭は、地域の勢力バラン

スを大きく変え、機会と緊張の両方を生み出した。日本や韓国な

ど、米国の伝統的な同盟国は、米国の関与を前提として安全保障

戦略を構築してきた。しかし、この前提はもはや絶対的なもので

はなくなりつつある。東南アジア諸国はこれまで、主要国との関

係において注意深くバランスを保ってきたが、より明確な選択を

迫られるようになれば、それはさらに難しくなるだろう。 

アジア地域では、域内諸国の経済的な相互依存関係が急激に広

がり、複雑なサプライチェーンが域内外の経済を緊密に結びつけ

ている。この経済的エコシステムが、貿易摩擦や安全保障上の緊

張によって混乱すれば、成長と繁栄に連鎖的な悪影響を及ぼしか

ねない。アジア地域は、政治体制、経済モデル、文化的伝統の面

で極めて多様性が高い。この特徴は、アジア諸国が共通の課題に

一貫性のあるアプローチで取り組むことを妨げる一方、新たな可

能性ももたらしている。 
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欧州・アジア間協力の必要性 
トランプ 2.0（第二次トランプ政権）時代に欧州とアジアが関係を

強化する場合、中心となるのは当然、貿易と経済協力である。統

計を見ればこのことは明らかだ。EU とアジアの主要国を合わせる

と、世界の GDP の約 60％、世界貿易の 50％以上を占める 2。2024
年時点で、EU の対アジア貿易額は年間 1.5 兆ユーロに達し、対米

貿易額（1.1 兆ユーロ）を上回る。これは、すでに両地域が高い経

済的相互依存関係にあることを示している 3。しかも、成長の余地

は依然として大きい。経済モデリングによれば、EUとアジアのす

べての主要国間で包括的な貿易協定が締結された場合、2030 年ま

でに両地域の年間 GDP は合計 2500 億〜3000 億ユーロ増加する可

能性がある 4。しかし、日 EU 経済連携協定（単独での EU の対日

輸出増加効果は年間 130 億ユーロ）や EU シンガポール自由貿易協

定といった既存の枠組みでは、潜在効果の 40％しか実現できない
5。 

米国の通商政策がさらに予測困難になったり、保護主義的な方

向に傾いたりすれば、こうした関係の重要性はさらに高まる。第

一次トランプ政権では、3000 億ドルを超える中国製品が関税の影

響を受けたほか、欧州産の鉄鋼には 25％、アルミニウムには 10％
の関税が課されるなど、米国の通商政策の危うさが露呈した 6。貿

易関係の多様化は、欧州諸国とアジア諸国の双方にとって、米国

市場の混乱に対する緩衝装置の役割を果たす。現在、EU の輸出の

19.7％、アジア諸国では約 17％が米国市場に向けられていること

を考えると、混乱の影響は極めて大きい 7。米国への依存度が下が

れば、米国の制裁や政治的圧力の影響を受けにくい代替的な決済

システムや金融インフラを構築する機会も生まれる。特に、欧

州・アジア間の国際取引の約 88％は依然として米ドル建てで行わ

れていることを考えるとその意義は大きい 8。ただし、トランプ大

統領は米ドル依存からの脱却に取り組む国家に報復措置を課す可

能性を示唆している。 

従来型の貿易にとどまらず、新興技術分野での協力は極めて将

来性が高く、経済的な潜在力も大きい。2024 年の研究開発支出を

比較すると、EUとアジアの主要国を合わせた総額は約 7800 億ユ

ーロであり、米国の 6500 億ユーロを上回った。欧州の規制能力

と、アジアの製造力とイノベーションのエコシステムを組み合わ
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せれば、人工知能（AI）からグリーンテクノロジーまで、幅広い

分野で強力な相乗効果を生み出せる可能性がある。しかし、どち

らの地域も単独では米国に対抗できない。例えば半導体製造で

は、世界市場に占めるシェアは欧州が 10％、アジアが 75％（主に

台湾、韓国、日本）である。両地域が補完的な関係を築けば、単

独の供給源への依存を低減できる。データプライバシー、サイバ

ーセキュリティ、デジタルサービスなどの分野で基準を整合させ

ることは、共通の価値観と利益を反映した国際的な規範の形成に

つながる。現在、デジタル経済は両地域の合計 GDP の 22％以上を

占め、従来型産業を上回る年約 8％の成長を続けていることを考え

ると、こうした規範の形成はとりわけ重要な意味を持つ 9。 

欧州とアジアの安全保障体制をどのように組み合わせたとして

も、米国が提供してきた安全保障上の保証を完全に代替すること

はできない。しかし、協力関係を強化することで脆弱性の緩和に

貢献することはできる。これは非常に規模の大きい挑戦である。

現在、米国は約 6 万 5000 人の兵士を欧州に、約 8 万人をアジアに

駐留させており、2024 年の防衛支出は 8770 億ドルに達した。これ

は、防衛支出 2 位以下の 9 カ国の総額を上回る。しかし、欧州の北

大西洋条約機構（NATO）加盟国は 2020 年以降、防衛支出を平均

27％増加させ、その額は合計で年 3800 億ユーロに達する。一方、

アジアの主要な民主主義国家（日本、韓国、オーストラリア、イ

ンド）も、合わせて約 3200 億ユーロを防衛分野に投じている。特

にアジアでは防衛支出の増加が著しい。日本だけでも、2025 年に

は過去最高となる 536 億ユーロ（8.7 兆円）を投資し、今後も年

61.5 億ユーロ（約 1 兆円）の予算増が計画されている 10。欧州諸国

が防衛投資をさらに拡大すれば、米国のパートナーとしての能力

が高まるだけでなく、単独で作戦を遂行するための能力も高ま

る。 

欧州とアジアが直面している安全保障上の複雑な課題は、連携

強化、情報共有、能力構築によって効果的に対応できる可能性が

ある。特に海上安全保障は協力の余地が多い。航行の自由の確保

は欧州の関心事であり、アジアも海上ルートなしには貿易を継続

できない。現在、世界の貿易の約 70％（金額ベース）はインド太

平洋の海上交通路を経由しており、ここには欧州の海上貿易の

60％が含まれる 11。 こうした海上路の安全性は、アジアにとって

も欧州にとっても極めて重要な経済的意味を持つ共通の利益であ
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る。 

フランスと英国は、世界規模で展開できる大規模な海軍戦力を

持ち、日本と韓国も高度な海上戦力を有する。こうした国々が共

同で軍事資源を配備し、合同演習や情報共有を進めれば、他の大

国の反発を招きやすい正式な同盟関係を結ぶことなく、集団安全

保障を強化できる。テロ対策やサイバーセキュリティといった現

代的な安全保障上の脅威も、共通の脆弱性に対する有意義な協働

の機会となる。欧州が過激化対策などの分野で蓄積してきた知見

は、アジアの取組みを補完できる可能性がある。また、災害管理

やパンデミック対応の分野でアジア諸国が積み上げてきた経験

は、欧州のパートナーに貴重な教訓を提供できる。こうした分野

では、日本、韓国、インドネシアなどが地域のリーダーとなって

いる。 

現在、欧州・アジア協力のために存在する制度的枠組みは、大

西洋や太平洋を軸とした枠組みと比べると未発達ではあるもの

の、新たな枠組みを築くための土台となり得る。1996 年に設立さ

れたアジア欧州会合（ASEM）には、アジアと欧州の両地域から

53 の国・機関が参加しており、これらのメンバー国・機関は世界

人口の約 60％、世界 GDP の 65％、国際観光の 75％、世界貿易の

68％を占める 12。これほどの規模を誇るにもかかわらず、ASEM の

年間予算は 200 万ユーロ未満、事務局職員は 25 人に満たない。こ

れは、NATO の文民・軍事予算（33 億ユーロ）や、アジア太平洋

経済協力（APEC）の充実した制度基盤とは対照的である。ASEM
は具体的な政策調整よりも、対話に重点を置いたフォーラムだ

が、十分な資源を投入すれば、共通の課題に対応する上でより大

きな役割を果たせる可能性がある。 

EU・ASEAN 戦略的パートナーシップ、欧州諸国とアジア諸国

の二国間戦略的パートナーシップ、テーマごとの協力枠組みとい

った専門性の高いメカニズムも、さらに拡張できる余地がある。

問題は、まったく新しい機関を創設することではなく、既存の枠

組みの有効性を高め、現代の課題に柔軟に対応できるようにする

ことである。 
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文化・教育分野の交流も、控えめではあるが、欧州・アジア関

係の極めて重要な側面である。学術連携や文化プログラム、市民

交流を通じて相互理解を深めることは、機微度の高い領域で長期

的な協力関係を築くために必要な社会インフラの構築につなが

る。欧州とアジアの大学、シンクタンク、市民社会組織は、こう

した関係を育む上で不可欠の役割を果たせる。 

重要なリスクと課題 
欧州がアジアとのパートナーシップを強化するためには、いくつ

かの重要なリスクを慎重に管理しなければならない。特に重要な

のは、環大西洋関係を放棄しようとしている印象を与えないこと

である。欧州にとって、米国との関係は緊張状態にはあるもの

の、依然として不可欠のものだ。北大西洋条約機構（NATO）が提

供している安全保障上の保証や米国の核抑止力は、短期的にも中

期的にも代替不可能なものであり、バランスの取れたアプローチ

が求められる。この依存関係は数値にも現れている。米軍は今も

NATO の軍事能力の約 70％を占めており、米国は NATO の核抑止

力の約 70％を担っている。同様に、環大西洋貿易（年間約 1.6 兆

ユーロ）は、欧州連合（EU）・米国全体で約 1600 万人の雇用を支

えている 13。 

欧州に関しては、EU 加盟国間の利害が大きく異なるため、ア

ジア政策に対するアプローチの一本化に苦戦を強いられる。例え

ば、中国と経済的に深く結びついている国々は、中国との関係を

損なう立場を取ることに消極的であるのに対して、安全保障上の

脅威を重視する国々は、戦略的な観点を優先する傾向がある。こ

うした相違は、合意を重視する EU の外交政策決定メカニズムの下

では調整が難しく、結果として戦略的な明確さに欠けた、最小公

倍数的な立場を取らざるを得なくなる。 

また、欧州がアジア戦域で力を示すことは能力面で難しい。欧

州の軍事力は、欧州域内と周辺地域での活動を前提として設計さ

れているため限定されており、遠隔地の安全保障課題への関与を

拡大するためには、海空戦力、兵站能力、情報資源に大規模な投

資を行わなければならない。しかし、経済的制約が強まり、優先

課題が山積する現在では、こうした投資への政治的支持を確保す

ることはかなり難しい。  
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最大の問題は、欧州がアジアの力学を見誤り、善意に基づくと

はいえ地域の不安定化を招くような介入を行うことで、意図せず

緊張を激化させるリスクがあることだろう。アジアの地政学は、

複雑な歴史的関係、領土紛争、安全保障上のジレンマを抱えてい

る。この地域を的確に理解するためには、これまで別の地域に目

を向けてきた欧州の政策立案者には欠けているであろう解像度の

高い知識が必要となる。こうした専門知識を強化し、精度の高い

地域分析に基づく政策決定を行うことが、この地域に効果的に関

与するための重要な前提条件となる。 

アジア諸国にとっても、欧州との関係強化には独自の課題が伴

う。特に重要なのは、依然としてアジア地域における米国の軍事

的プレゼンスは際立っており、どの国にも米国との関係を犠牲に

してまで欧州との関係を優先する余裕がないことだ。欧州と米国

が争うように仕向けて自らの利益を図っているような印象を与え

ずに、双方との関係を舵取りするためには、巧みな外交手腕と明

確な戦略が求められる。 

アジア諸国の利害関係や視点の多様性も、欧州に対する一貫し

たアプローチの構築を難しくしている。日本の優先課題はインド

ネシアの優先課題とは大きく異なり、インドの戦略的解析は韓国

の解析とほとんど共通点がない。この多様性は、強靱性の源泉と

なり得るが、相違を尊重しながら合意を形成する仕組みに思い切

った投資を行わない限り、問題に協調的に対応することは難し

い。 

中国の役割は、欧州とアジアの関係における最大の課題となる

だろう。欧州諸国は、中国に対して多様なアプローチを取ってお

り、経済的機会を優先する国もあれば、人権問題や安全保障上の

懸念を重視する国もある。同様にアジア諸国も中国とは、経済的

な相互依存と主権問題や歴史的緊張とのバランスを取る、複雑な

関係を維持している。こうした多様な視点に対応しつつ、決裂を

回避するアプローチを実現することは極めて難しい。 

欧州とアジアはどちらも、地域間の結びつきを強化すること

で、米国政府から米国の国益を脅かそうとしているとみなされ、

報復的な経済措置を受けるリスクに直面している。皮肉なこと

に、米国の保護主義に対抗するために構築した貿易関係が、今度

は制裁や関税の標的となる可能性がある。数十年をかけて形成さ
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れた複雑なグローバルサプライチェーンを、経済に大きな混乱を

もたらすことなく再構築することは容易ではない。 

欧州とアジアの地理的距離は、地域間協力を阻む実務的な制約

要因となっている。特に安全保障分野では、距離的に近い方が迅

速に対応しやすい。デジタル技術の発展によってコミュニケーシ

ョンの障壁は下がったが、軍事作戦、危機対応、さらには日常的

な外交活動においても、「距離の暴政」は依然として存在する。

文化や言語の違いは乗り越えられないことはないが、戦略的協力

に必要な深い相互理解を妨げるさらなる摩擦要因となる。友好的

な取組みが誤解や行き違いによって損なわれる可能性もある。そ

れを避けるためには、文化的能力やコミュニケーションの枠組み

に継続的に投資しなければならない。日本の外務省が 2001 年に立

ち上げた「日・EU 間の人的交流と対話を促進するための枠組み

（FRIEND）」は、その一例である 14。 

両地域における国内の政治的制約も、戦略的関係を複雑化する

可能性がある。経済ナショナリズムや孤立主義的傾向、資源面の

制約はいずれも、野心的な国際的取組みに政治が関与する余地を

狭める。特に、国内の支持基盤に即時に具体的な利益をもたらさ

ない取組みは理解を得にくい。 

連携を強化するための戦略的分野 
欧州とアジアは、既存の合意を基盤として、貿易・投資障壁を低

減しつつ、基準、労働慣行、環境への影響といった当然の懸念に

も対応できる、より包括的な経済枠組みを構築できる。EU と日本

の間で締結された包括的経済連携協定はそのひな形となり得る。

このひな形をその他の協力関係に活用していけば、最終的に、欧

州・アジア地域の経済枠組みの確立につながり、米国が離脱する

としても、グローバルな経済統合の恩恵を維持できる可能性があ

る。 

特に両地域の協力が期待できる分野が、サプライチェーンの強

靭性である。新型コロナウイルス感染症の世界的流行は、既存の

サプライチェーンの脆弱性を浮き彫りにした。サプライチェーン

の多様化、重要物資の備蓄、さらなる製造能力の開発に協調的に

取り組むことで、非効率な自給自足モデルに頼ることなく、集団

としての強靭性を高めることができる。 
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また、物理的な接続インフラとデジタル接続インフラの両方に

投資することで、経済的結びつきをさらに強化するとともに、地

域の開発ニーズにも対応できる。 

持続可能なインフラ設計に関する欧州の専門知識と、アジアの製

造能力および資金調達能力を組み合わせることで、地域を結ぶ交

通網、エネルギーシステム、デジタルインフラの構築において強

力な相乗効果を生み出すと同時に、持続可能性とガバナンスにお

ける高い水準を満たすことができる。 

技術とイノベーション 
人工知能からバイオテクノロジーまで、新興技術は今後数十年に

わたり、国家の経済競争力と安全保障に大きな影響を及ぼすだろ

う。新興技術に関しては、欧州とアジアはいずれも高い能力を備

えているが、米国の卓越した技術力や中国の国家主導型イノベー

ションモデルと競争しなければならないという課題にも直面して

いる。統計データからは課題と機会の両方が見えてくる。世界の

生成 AI 関連の特許出願数のうち、6,300 件は米国によるものであ

り 15、世界の主要テクノロジー企業上位 100 社の時価総額のうち、

65％は米国企業である 16。また、中国は約 3 万 8000 件の特許を出

願し、2022 年以降は量子コンピューティング分野の論文発表数で

世界の首位に立つ。中国は量子通信の分野でも先行する 17。 ま

た、アジア地域は半導体製造において圧倒的なシェアを持ち、世

界の生産量の 75％を占める。特に台湾の半導体メーカーである

TSMC は、最先端マイクロチップの 90％を生産している 18。 

共同研究の推進、標準設定における連携、規制分野での協調

は、欧州とアジアがそれぞれの比較優位を活かしつつ、技術面で

の主権を維持する役に立つ。欧州の強みである規制枠組みと制度

体系は、アジアの活発なイノベーション・エコシステムや高い製

造能力を補完できる。戦略的協力はイノベーションを飛躍的に加

速させる可能性がある。統計的分析によれば、欧州とアジアの共

同研究プロジェクトは、単一地域による研究と比べて、被引用イ

ンパクトが 23％高いことが分かっている。欧州の卓越した研究基

盤とアジアの製造能力が融合する量子コンピューティング分野で

は、協調的な投資を通じて研究成果の商業化までの期間を短縮で

きる可能性がある。 
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特に有望な分野は、グリーンテクノロジーの開発と導入であ

る。欧州とアジアはどちらも深刻な気候変動課題に直面してお

り、温室効果ガスの削減に多額の資金を投じる方針を表明してい

る。こうした取組みの経済効果は極めて大きく、世界のクリーン

エネルギー市場は 2030 年までに 2.2 兆ドル規模に達すると予想さ

れている。欧州は再生可能エネルギー技術市場で約 25％のシェア

を持ち、アジアの製造事業者は世界の太陽光パネルの 80％以上、

電気自動車用バッテリーの 75％を生産している。2023 年には、両

地域のクリーンエネルギー投資の総額が 5800 億ドルを超えた。こ

れは、世界全体のクリーンエネルギー投資の 70％以上に相当する
19。国際エネルギー機関（IEA）の予測によれば、再生可能エネル

ギー、エネルギー効率、持続可能な交通、産業の脱炭素化といっ

た分野で協調的なアプローチを採用することにより、進展を加速

させると同時に、2035 年までに 4.3 兆ドル規模の経済的利益を得る

機会を創出できる可能性がある 20。 また、これらの取組みは 2019
年に締結された「持続可能な連結性及び質の高いインフラに関す

る日 EU パートナーシップ」や、2023 年に締結された「EU-
ASEAN グリーン経済に関するチーム・ヨーロッパ・イニシアティ

ブ」といった、インフラ・持続可能性分野の既存のパートナーシ

ップを土台として、さらに発展させることがきる 21。 

気候変動と環境安全保障 
気候変動は、世界全体で協調的に対応しなければならない、地球

の存亡に関わる課題である。気候政策の分野では、欧州が世界を

リードしており、EU は 1990 年から 2023 年の間に温室効果ガスの

排出量を 32％削減した 22。一方、アジア諸国の間でも環境悪化が

自国の開発モデルに与えるリスクに対する認識が高まりつつあ

る。経済面の影響は特に大きい。気候変動リスク等に係る金融当

局ネットワーク（NGFS）の推計によれば、現在の政策が続いた場

合、気候変動の影響によって世界の GDP は 2100 年までに 30〜
50％減少する可能性があり、特にアジア諸国では欧州諸国の約 2
倍の損失が生じると予測されている 23。 

炭素価格制度や気候変動への適応技術など、幅広い分野で協調

的な取組みを展開することで、共通の利益を推進しながら多国間

協力の有効性を証明できる可能性がある。EU の炭素国境調整メカ

ニズム（CBAM）は、初年度に 21 億ユーロを生み出し 24、今後の
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協力拡大のモデルを示している。欧州と中国は、合算すれば世界

の公的気候資金の 67％を占め、協調的なアプローチを導入するこ

とで、この割合を大幅に拡大できると見込まれている 25。 

気候変動にとどまらず、海洋プラスチック汚染や生物多様性の

保全など、広範な環境課題に共同で取り組むことは、共通の脆弱

性に対応する機会を生み出すだけでなく、他の領域にも展開でき

る制度的・組織的な関係の構築につながる。欧州はライン川行動

計画などを通じて国境を越えた環境管理の分野で経験を積んでお

り、そこから得られた教訓はメコン川流域など、アジア地域の活

動にも応用できる。 

保健安全保障 
新型コロナウイルス感染症の世界的流行は、世界の保健システム

と国際的な協調メカニズムの脆弱性を露呈させた。コロナ禍によ

って世界経済が被った損失は、2024 年までの累計で 12.5 兆ドルに

達すると推定されている 26。 欧州とアジアはどちらも深刻な影響

を受けたが、その経験とアプローチは多様である。両地域は、脅

威を検知し、監視し、対応するための強固な協力枠組みを構築す

ることで、将来の保健危機に備えることができる。世界銀行の分

析によれば、感染症の流行対策に世界全体で年間 50 億ドルを投じ

る場合、今後 10 年間で年間 180 億〜270 億ドル規模の費用が見込

まれるという。また、世界銀行の 1 月時点の経済見通しによれ

ば、新型コロナウイルス感染症により、2020 年の世界経済は 4.3％
縮小したと見られている。これは約 3.6 兆ドルに相当する財・サー

ビス等が失われたことに等しい 27。 

ワクチンの開発・生産、医療物資サプライチェーンの強靭化、

感染拡大の早期警戒システムに関する共同イニシアティブは、集

団安全保障を強化するだけでなく、大規模な国際協力のモデルに

もなり得る。欧州とアジアを合わせると、世界の医薬品生産能力

の 68％、医療物資製造の 72％を占める 28。 しかしコロナ禍では、

重要な医療部品の 73％が特定の国から供給されていたことが明ら

かになり、供給網の脆弱性が浮き彫りになった。欧州疾病予防管

理センター（ECDC）や、これに類するアジア地域の諸機関は、世

界規模で緊張が高まった場合にも機能する、体系的な情報共有・

協調メカニズムの構築に取り組むべきである。こうした体制が整
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えば、理論的には脅威の検知・対応に要する時間を 40〜60％短縮

できる可能性がある。 
ルールに基づく国際秩序と多国間主義 
最も重要なことは欧州とアジアがルールに基づく国際秩序の維持

に対する関心を共有していることだろう。こうした国際秩序は、

一方的な行動を抑制し、紛争に対応するための予測可能な枠組み

を提供する。どちらの地域にもこうした秩序の特定の側面に不満

を示す勢力は存在する。しかし、こうした秩序が維持されず、力

による政治や分断によるブロック化の時代に逆戻りすれば、集団

の利益が被る損害ははるかに深刻なものとなる可能性が高い。 

既存の国際機関の有効性を高め、より多くの国の意見を反映す

るための改革に協調的に取り組むことは、米国の支持が揺らいで

いる状況でも、各機関の正当性を維持する役に立つ。同時に、国

際機関を補完する地域メカニズムや地域横断的なメカニズムを構

築することは、協力を複層化し、政治的逆風に対する強靱性を高

めることにつながる。 

大規模な組織・制度改革や政治的に争点化しやすいコミットメ

ントを伴わずに、欧州・アジア協力を直ちに前進させることので

きる具体的な方法としては、次のようなものがある。 

(i) 欧州・アジア地域の主要国の外相・国防相を集めたハイレ

ベルの戦略会合を開催し、戦略的課題を評価・共有し、具

体的な協力分野を特定する。 

(ii) 海洋安全保障、サイバーセキュリティ、パンデミック対

策、気候変動への適応など、特定分野に焦点を合わせたセ

クター別作業部会を設置し、実行可能な協力強化策を策定

する権限を与える。 

(iii) 教育交流、共同研究、専門人材育成プログラムを拡充し、

持続的な協力に必要な人的資本を育成する。特に、共通の

課題に関する分野に重点を置く。 

(iv) 新興技術分野の標準設定に関する協調的なアプローチを構

築する。欧州の規制能力とアジアのイノベーション・エコ

システムを組み合わせることで、共通の価値観を反映した
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国際的な規範を形成する。 

(v) 国際的な緊急事態の発生時に迅速に発動できる危機協議メ

カニズムを設け、欧州とアジアの両方の視点を組み込んだ

対応枠組みを構築する。 

短期的な取組みにとどまらず、今後数年間をかけて欧州とアジア

の関係を発展させていくための戦略的アプローチとしては、次の

ようなものが考えられる。 

（a） 組織・制度の適応：アジア欧州会合（ASEM）、EU-
ASEAN 戦略的パートナーシップ、主要国間の二国間協定と

いった既存の枠組みを強化し、権限の拡充、専任事務局の

設置、フォローアップ体制の明確化などを通じて、より行

動志向のものとする。まったく新しい機関・制度の創設は

政治的に難しい可能性があるが、既存の基盤を徐々に拡大

していく方法であれば実現の可能性は高い。 

（b） 柔軟な構造：欧州・アジア諸国の利害と能力は多様で

あることを考えると、課題ごとに参加国が変動する柔軟な

枠組みの方が、すべての域内諸国を巻き込む包括的な構造

を構築するよりも効果的である可能性が高い。海洋安全保

障、技術標準、気候変動対策といった特定の課題を軸とし

た有志国連合は、全会一致の合意形成が困難な場合でも、

具体的な進展を実現しやすい。 

（c） トラック 2 協議の活用：専門家、元政府関係者、市民

社会の代表者などによる準公式の意見交換（トラック 2 協

議）は、政府の公式チャネルでは政治的な理由で扱いづら

いテーマを検討し、提言を練る場となる。こうしたプロセ

スを通じて構想を検証し、洗練させた後に、公式の取組み

につなげる仕組みを整備する。 

(d) リーダーの育成：両地域を深く理解した次世代リーダーの

育成は、協力の継続に欠かせない長期投資である。交流プ

ログラム、共同教育イニシアティブ、共同研究は、地域横

断的な複雑な課題に対応できる知識と人脈を備えた専門家

ネットワークの構築につながる。  
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最後に 
トランプ 2.0（第二次トランプ政権）の発足により、米国が世界で

果たす役割は大きく変わりつつある。その一方で、欧州とアジア

は、リスクと機会が交錯する重大な岐路に立たされている。地理

的距離、組織・制度的制約、利害の多様性、米国との複雑な関係

など、両地域の間には多くの課題が横たわり、強固な地域間協力

の実現を困難にしている。その一方で、莫大な利益につながる可

能性も存在する。経済モデリングによれば、欧州とアジアの協力

を強化することで、両地域の経済成長は大きく促進される可能性

がある。アジアの輸出事業者にとって、欧州は 6600 億ドル規模の

潜在市場であり、欧州の輸出事業者にとって、中国、インド、東

南アジア諸国連合（ASEAN）諸国は、アジア市場における 4820 億

ドル規模の貿易機会を意味する。アジア太平洋諸国と ASEAN 諸国

が参加する世界最大の自由貿易協定である「地域的な包括的経済

連携（RCEP）協定」は、世界の GDP の約 30％を占める規模を誇

り、欧州企業にとって計り知れない可能性を秘めている 29。 

今後進むべき道は、米国との伝統的な関係を放棄することで

も、代替的な枠組みを容易に構築できると楽観することでもな

い。求められているのは、共通の利益を冷静に評価する目であ

り、組織・制度構築に対する現実的なアプローチであり、持続的

な協力基盤を築くための戦略的忍耐である。 

欧州とアジアを合わせれば、人口、経済産出量、外交的影響力

のいずれにおいても、世界の中で重要な位置を占める地域とな

る。地政学的な流動性が高まる中、両地域が力を合わせ、効果的

に連携すれば、地域レベルの安全保障と繁栄だけでなく、より広

範な国際システムの形態にも影響を及ぼすことができる。今後数

年間に両地域のリーダーが下す選択は、短期的な政策成果にとど

まらず、今後数十年の世界の協力と対立の構図を一変させること

になるだろう。 

適切な選択を行うためには、政策立案者は野心と実務的な観点

を両立するとともに、意義ある協力関係は壮大な構想ではなく、

双方に明確な利益をもたらす分野で具体的な行動を重ねることか

ら生まれることを理解する必要がある。国際環境は不確実性を増

しているが、こうした基盤を足場とし、欧州とアジアは共通の課

題に対応できる、強固な枠組みを構築できるだろう。  
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欧州・アジア関係の強化の必要性は、米国への反感からではな

く、予測のつかない世界では関係の多様化が強靱性の向上につな

がるという認識から生じている。欧州とアジアは関係を慎重に発

展させることで、第二次トランプ政権がもたらす課題を巧みに乗

り越え、今後数十年にわたり、均衡の取れた持続可能な国際体制

の土台を築いていくことができるだろう。 
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9 
トランプ中心の世界秩序における 

インド・中国関係の重要性 

Jagannath Panda 

トランプ 2.0（第二次トランプ政権）が一方的で予測不能な決定に

よって現状を揺るがせている中、既存の国際秩序、いわゆる「自

由で開かれた国際秩序」の未来はますます不透明なものとなって

いる。現在進行している関税戦争が、すでに高インフレ、金利上

昇、地政学的緊張の高まりといった慢性的な課題に苦しんでいた

世界経済に深刻な打撃を与えることは避けられず、経済の不安定

性がさらに高まる可能性がある。ロシアと中国が攻撃的な行動を

繰り返す中、米国は自由で開かれた国際秩序の維持への関与を低

下させ、世界の安定に深刻な懸念を引き起こしている。このトラ

ンプ主導の新たな世界秩序において、インドと中国の関係はどの

ような役割を果たすのだろうか。 

近年、インドと中国の関係には改善の兆しが見えつつある。両

国の間に本格的な協力・信頼関係が築かれるまでにはまだ長い時

間を要するとしても、これは前向きな一歩と言えるだろう。特筆

すべきは、両国の関係改善が、米印関係の拡大と第二次トランプ

政権の発足と時期を同じくしている点である。トランプ大統領は

中国に厳しい姿勢を示しており、複数の対中タカ派を国家安全保

障の要職に起用した。インド政府は、トランプ大統領の再選に率

直かつ楽観的な反応を示し ¹、モディ首相との首脳会談も開催され

た。しかし、トランプ大統領の予測不能な外交姿勢は、インドに

新たな課題をもたらす可能性がある。中国・インド・米国の三国
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関係は、今後数カ月から数年をかけて変化していくだろう。その

行方は、アジア地域のみならず、世界レベルでも最も注目すべき

動向の一つとなるはずだ。重要なのは、自由で開かれた国際秩序

の将来にとって、新たな印中関係が持つ意味である。 

こうした問いに答えるために、本章 ²ではまず、印中関係の最

近の展開を分析する。次に、インドの多極的外交政策と米・欧州

連合（EU）・欧州諸国との関係を検討する。これに関連して、印

中関係の改善が及ぼす影響を分析する。そして最後に、インドが

戦略的自律を堅持することが、いかにインドの国際的地位を高

め、日々変化する地政学的状況における安定勢力としてのインド

の役割を際立たせているかを考察する。 

インドと中国：関係の修復 
インドと中国の二国間関係の将来は、2024 年 12 月に北京で開催さ

れた第 23 回中印国境問題特別代表会合の結果と密接につながって

いた 3。 中国の王毅外相とインドのアジット・ドバル国家安全保障

顧問は、「国境における平和と安定」の維持には「効果的な国境

管理」が重要であると強調した。この会合は、2020 年のガルワン

衝突以来、初めて開催された特別代表会合であった。その数カ月

前の 10 月、両国は実効支配線（LAC）沿いの国境地域、デプサン

とデムチョクの巡視活動に関して、重要な撤兵合意に達していた 
⁴。両国はこの 4 年間、軍事的対峙の解消を進めてきたが、この合

意に基づき、最後に残っていた二拠点からの撤収が始まった。イ

ンドのスブラマニヤム・ジャイシャンカル外相は、撤兵段階の完

了を受け、今後は二国間関係の「その他の側面」を段階的に検討

していくと述べた。一方、中国は今年のカイラス・マンサロワ

ル・ヤトラ巡礼の再開を認め、インドはいくつかの専門的事項の

承認を条件に、両国間の直行便再開に原則合意した。 

こうした前向きな動きが見られる一方で、習近平政権下におけ

る中印関係の不安定さを考慮すると、現在の展開は慎重に解釈す

る必要がある。一見すると、現在の動きは両国が紛争解決に向け

て新たな段階に入ったという国内外の報道と一致しているように

見える。しかし、よく見ると、この表面的な融和の背後には複数

の要因が隠されていることがわかる。特に重要なのは、両国首脳

の間の力学である。2022 年 11 月 15 日、ナレンドラ・モディ首相
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と習近平国家主席は、バリで開催された G20 サミットで短時間の

会談を行った。両者が顔を合わせたのは、2020 年 4、5 月に起きた

国境地域での衝突以降、初のことである 5。 両首脳は、中印関係を

安定化させることの重要性を強調したと報じられたが 6、具体的な

合意には至らなかった。 

中印関係が両国の指導者に大きく依存していることは明らかで

ある。両国の首脳はいずれも強い統治スタイルを持ち、その政策

はほぼ両者の個性とアプローチによって方向付けられていること

にそれが顕著に表れている。つまり、中印関係を理解するために

は、二国間交流だけでなく、モディと習近平の政治的意思にも注

目しなければならない。実際、最近の中印関係の改善が本格化し

たのも 10 月下旬にロシアで開催された BRICS 首脳会議の際にナレ

ンドラ・モディ首相と習近平国家主席が会談したことが契機であ

った 7。 

しかし、この 10 月の会談では、すでに一部の地域で進行して

いた撤兵措置を除けば、新たな合意やコンセンサス、あるいは具

体的成果は得られなかった 8。 両国にとって 5 年ぶりの正式な二国

間会合だったにもかかわらず、2019 年の非公式首脳会談と同様に

実質的な成果は得られなかった ⁹。このことは、現在の緊張緩和は

一時的な変化にすぎず、それ以上の意味はないという印象を強め

ている。 

インドと中国の相互不信は共同声明がなかったことだけでな

く、両国が 12 月に個別に発表した声明の内容が一致していないこ

とにも見て取れる。インド側の声明は意図的に曖昧な内容となっ

ており、その大部分は 10 月の撤兵合意を繰り返すもので、それ以

上の具体的な記載はない 10。 また、チベットの係争地域を通過す

るカイラス・マンサロワル・ヤトラ巡礼や貿易といった小規模な

問題についても、国境を越えた協力の進展に大まかに言及するに

とどまり詳細は明かされなかった。 

一方、中国側の声明は今回の会談の成果を「6 項目のコンセン

サス」と位置づけ、2005 年の二国間合意に沿った相互に受け入れ

可能な国境紛争の「包括的解決」を強調した 11。 しかしインド

は、中国側の声明に示された詳細には触れず、2005 年の合意につ

いても将来において「解決枠組み」を検討するという文脈で言及

するにとどめた。また、この言及も公式文書ではなく、記者会見
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の場で示されたにすぎない 12。 会談の公式文書には、いかなる地

政学的または文言上の拘束力を伴う約束も盛り込まれず、具体的

な合意やコンセンサスに関する言及もなかった。 

一進一退を繰り返す中印関係を象徴するように、中国は先日、

インドが自国のラダック連邦直轄領の一部だと主張しているアク

サイチンのホータン地区に新たに二つの県を設置した 13。この措置

により中国は同地域の実効支配を強化することを狙っている。イ

ンドはこれに強く抗議し、外務省報道官は「中国による（インド

領土の）強制的な不法占拠」だと厳しく非難した 14。 

中印関係の状況についてはさまざまな報道があるが、国境をめ

ぐる緊張が完全に解消されたわけではないことを忘れてはならな

い。撤兵の影響についても依然として不明確な点が多い 15。 

インドは一貫して、二国間関係を前進させる前に国境問題を解

決する必要があるという立場を堅持している 16。 とはいえ、いか

なる形であれ撤兵の進展は歓迎すべき事態であり、軍および外交

チャネル間での公式のコミュニケーションが改善されたことは、

それ自体が大きな成果である。習近平主席とドロウパディー・ム

ルム大統領の間では、中国とインドの国交樹立 75 周年を祝う書簡

も交換された。 

インドと西側諸国：不変の友好関係？ 
近年、中国はインドと米国の接近を促す重要な触媒として機能し

てきた。インドと米国のパートナーシップは、二国間関係の強化

にとどまらず、Quad（日米豪印）やインド太平洋経済枠組み

（IPEF）といった取組みを通じて地域の安全保障アーキテクチャ

の形成にも大きな影響を与えている。第一次トランプ政権時代に

再始動した Quad が徐々に影響力を拡大する一方、IPEF の新たなサ

プライチェーン協定はインド太平洋地域の連帯を強化し、中国の

影響力拡大や技術力の向上に対抗するための基盤になるものとし

て期待されている 17。 しかし、トランプ主導の取引外交が復活し

たことで、IPEF の実効性が低下する懸念が高まっており、現在は

Quad に期待が集まっている 18。 

インドは、経済、安全保障、防衛分野において、他の Quad 加

盟国（オーストラリア、日本、米国）とのパートナーシップを大
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幅に強化した。インド太平洋地域において、この 4 カ国は「自由

で開かれたルールに基づく」海洋秩序を推進し、この地域におけ

る中国の強硬姿勢に対抗（少なくとも牽制）することを目標とし

連携を強化している。 

インドの政治家は、トランプ政権の強引な関税政策を目の当た

りにしても、モディ首相とトランプ大統領の強い信頼関係を根拠

に、トランプ大統領に対する楽観的な見方を崩していない 19。二人

の関係は、インドの地域・国境安全保障上の目標（特に対中政

策）を後押しするものであり、バイデン政権後期に顕在化した民

主主義や少数派の権利をめぐる緊張は緩和されると期待してい

る。しかし、米国の専門家は米印関係を「根本的に脆弱」と評す

る 20。 

その一因は、多極主義に対するインドの立場にある。インドの

外交姿勢は反西側的と見なされることが多い。インドは長年ロシ

アと強固な戦略的パートナーシップを築いてきた。ロシアのウラ

ジーミル・プーチン大統領はインドを「真の友人」と呼び、両国

関係に謝意を示した 21。ロシアによるウクライナ侵攻以降、インド

は米国主導の制裁措置を回避しながら、割安なロシア産原油の輸

入を拡大している。その結果、現在ではインドがロシアの最大の

輸出先の一つとなっている。これまでのところ、米国政府はイン

ドがロシア製 S-400 地対空ミサイルシステムを導入したことに対し

て、ロシアの防衛産業から兵器を購入する国を制裁する「敵対者

に対する制裁措置法（CAATSA）」を適用していない。このこと

は米国政府がインドを自国のインド太平洋戦略の中核的なパート

ナーとみなし、制裁によってインドを刺激するリスクを回避して

いることを示唆している。 

インドは現在ウクライナでの戦争が引き起こしたさまざまな出

来事や、特定の国ではなく多くの国と多角的に連携し、戦略的自

律を目指す巧みな外交アプローチにより、東西両陣営から「求

愛」されている状況にある 22。G7 にパートナー国として参加して

いること、BRICS の一員であること、そしてロシアとの特別な関

係は、インドが今日の国際社会で占めている特異な地位を体現し

ている。欧州とインドはウクライナ問題をめぐる見解の違いを乗

り越え、対話と相互理解を優先する姿勢を示している。この粘り

強さは欧州とインドの双方にとってこの戦略的パートナーシップ
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が重要であることを物語っている。インド政府は、多極化が進行

した世界では欧州が強い影響力を持つと考え、欧州を自国の重要

なパートナーに位置づけようとしている。一方、EUにとってイン

ドはインド太平洋地域に進出し、この地域での地位を強化するた

めの理想的な「入り口」となる 23。 

トランプ大統領の「アメリカ・ファースト（米国第一主義）」

政策は、貿易分野ではインドを含むすべての新興国に影響を与え

る可能性が高い。インドと米国はどちらも保護主義的措置を取る

と予想されており、両国の利害の不一致が包括的な戦略的成長の

阻害要因になると見られている。第一次トランプ政権では貿易が

大きな争点となり、トランプ大統領はインドの関税制度を痛烈に

批判し、「関税王」と呼んだ。最終的に米印貿易協定交渉は決裂

した。この点に関しては第二次トランプ政権でも状況はあまり変

わっていない 24。 

トランプ大統領は、ナレンドラ・モディ首相を「すばらしい友

人」と呼びながら、「解放の日」と称してインドに 26％の相互関

税を課すことを発表した ²⁵。ニューデリーのシンクタンク、グロー

バル貿易研究イニシアティブ（GTRI）によれば、この関税措置に

よってインドの対米輸出は 6.4％減少する可能性があるが、米国が

競合国の関税も引き上げている一部のセクターでは、むしろ「小

幅な増加」が見込まれるという 26。現時点ではインド政府は米国に

報復関税を課しておらず、むしろ貿易協定の締結に注力する姿勢

を見せている。2 月、両国は関税をめぐる対立を解消するため、

2025 年秋までに早期の貿易協定の締結を目指すことで合意した。

また、モディ政権はトランプ大統領を納得させるため、高級バイ

クやバーボンの関税引き下げ、米国の大手テクノロジー企業に影

響を与えるデジタルサービス税の撤廃など、さまざまな譲歩措置

を講じている 27。 

米国による関税引き上げの影響に関する懸念はあるものの、モ

ディ政権は貿易協定交渉の進展という「大局」を重視し、融和的

な姿勢を維持している。一方で、今後加速すると見込まれている

のはインドと米国の二国間防衛協力である。インドは技術・防衛

分野での連携強化によって利益を得ることを期待しているとみら

れる。この協力はすでに始まっており、例えば重要・新興技術に

関する米印イニシアティブ（iCET）はジェットエンジンの共同生
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産など複数の重要プロジェクトの推進を目指している 28。 2025 年

2 月 25 日ワシントンで開催された首脳会談において、モディ首相

とトランプ大統領は米印包括的グローバル戦略的パートナーシッ

プを再確認した 29。 

両国は、強固な防衛パートナーシップに対するコミットメント

も改めて確認した。今年後半には新たな 10 カ年の米印防衛枠組み

が締結され、米国は防衛装備品の販売拡大と共同生産の促進を約

束する見込みだ。具体的には、対戦車誘導ミサイル「ジャベリ

ン」、歩兵戦闘車「ストライカー」のほか、海上哨戒機「P-8I」を

6 機追加購入することでインドの監視能力を強化する。両国は、宇

宙、防空、ミサイルシステム、海上・海中作戦などの分野でも協

力を加速させることで合意した。 

米国とインドは新たに TRUST イニシアティブを立ち上げ、防

衛、AI、半導体、量子コンピューティング、バイオテクノロジ

ー、エネルギー、宇宙分野での協力を拡大する。重点分野の一つ

は、「AI インフラの加速に関する米印ロードマップ」の策定であ

り、資金調達の課題に対応するとともに、データセンター投資や

産業連携を促進することを目指す。宇宙分野では、宇宙・新興技

術での産学連携を促進する、米印国防加速エコシステム（INDUS-
X）プラットフォームに着想を得た INDUS イノベーションなど、

新たなイニシアティブを通じて連携を促していく。さらに鉱物安

全保障パートナーシップや戦略鉱物回収イニシアティブを通じて

重要鉱物に関する研究と投資の加速にも取り組む。特に 2025 年は

米国とインドの宇宙協力において画期的な年となる見込みだ。

NASA とインド宇宙研究機関（ISRO）は AXIOM プログラムを通

じて連携し、初のインド人宇宙飛行士を国際宇宙ステーション

（ISS）に送る計画を進めている。また、2 種類のレーダーを同時

に使用できる地球観測衛星「NISAR」の打ち上げに向けた取組み

も加速される。米国とインドは今後、宇宙探査、有人宇宙飛行、

安全分野でも協力を拡大していくことを再確認した 30。 

モディ首相とトランプ大統領の個人的な親密さは別にしても、

米国とインドが貿易や投資、接続性の改善により、世界の安全保

障、安定、経済的繁栄を促進するという目標を共有していること

は間違いない。活発な人的交流も両国の戦略的パートナーシップ

を支える大きな原動力となっている。両国の間ではすでに連携と
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協力の強化に向けた明確な道筋が描かれており、米国の新たな関

税に対するインドの反応は、その文脈の中で理解する必要があ

る。広く報じられたように、米国のトゥルシー・ギャバード国家

情報長官は先日ニューデリーを訪れ、米印両国の戦略的協力を一

層深化させていくと述べ、「アメリカ・ファースト」は必ずしも

「アメリカ・アローン（米国孤立主義）」を意味しないことを強

調した 31。 

 

印中関係の改善がもたらす影響 
中国・インド・米国の間には、二国間関係を軸とした複雑な力学

が存在し、それが今後の三国の友好関係と競争関係に影響を及ぼ

すと見られている。特に、強硬な姿勢を打ち出しているトランプ

政権下では、印米関係が中国に影響を及ぼすことは間違いない。

ここ数年、米国は中国の地域的野心や目標に対する重要な抑止力

としてインドを支援してきた。この傾向は防衛・技術分野での連

携の拡大に伴い、今後さらに強まると予想されている。 

インドにとって、中国を外交政策の枠組みに取り込み、中国政

府との関係を管理することは、単なる戦略的選択ではなく、戦略

的必然である。二国間・地域間に存在する複雑な力学、外交政策

における利害の衝突、世界の経済・政治における中国の台頭とい

う現実を踏まえれば、インドのこうした戦略的思考は当然のもの

と言える。しかし、前述したようなインドと米国の貿易問題は、

インドと中国の接近を招く可能性がある。このため、インドと中

国は敵対的な感情が経済全体の見通しを損なわないように慎重に

対応しなければならない。両国は今後、米国の政治が保護主義的

傾向を強めていくことを考慮に入れた上で、相互の関係を再定義

していく可能性が高い。 

こうした課題は残るものの、米国主導のインド太平洋戦略が定

義する新たな安全保障環境は、今後さらに強化されることになる

だろう。この環境において、中心的な役割を果たすのは Quad を構

成する緊密なパートナー国、つまりオーストラリア、インド、日

本、米国となる可能性が高い。しかし、中国はこれに反発し、

Quad に全面的にコミットしているインドへの不信感を募らせるだ

ろう。トランプ大統領自身は NATO に不満を抱いているが、中国
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は Quad を米国が NATO 型の拡張主義をアジア太平洋地域に広げる

手段とみなしているからである。トランプ大統領も、Quad に対す

る方針をすでに表明している。トランプ大統領の就任翌日、Quad
を構成する 4 カ国の外相はワシントン D.C.で会談し、自由で開か

れたインド太平洋を強化するという共通のコミットメントを再確

認した 32。 

一方、米中関係はインド太平洋地域におけるインドの台頭を経

済と外交の両面で加速させる可能性もあれば、抑制する可能性も

ある。これまでのところ米中間の貿易競争がいかなる形でも緩和

する兆しは見えない。そのため、インドが今後、西側とインド太

平洋地域の架け橋としての役割を強化していくことは間違いない

だろう。 

上海協力機構（SCO）や BRICS といった、中国が主導する非西

側フォーラムにおいて、インドがより積極的な役割を果たそうと

している点も注目に値する。特に BRICS の拡大はインドが多極的

世界観と戦略的自律というビジョンを打ち出す格好の機会となっ

ている 33。こうした枠組みを通じてインドは正式な同盟関係を結ぶ

ことなく、多様な地政学的主要関係国とバランスの取れた関係を

維持することを目指している。インドは西側主導の枠組みと中国

主導の枠組みの両方に参加することが、グローバルサウスへの関

与拡大につながると考えている。グローバルサウスは経済的困難

に直面している発展途上国の側に立ち、食料安全保障や気候変動

などの課題を悪化させている二極的なイデオロギー対立に反発し

ている。このため、西側と非西側の架け橋、あるいは、こうした

懸念の代弁者という役割を担うインドが注目を集めている。 

東南アジア、中央アジア、西アジア、南米を網羅するグローバ

ルサウスでは、中国もまた、その存在感を高めていることを忘れ

てはならない。中国は、主に「一帯一路」構想を通じて、域内諸

国の金融・インフラプロジェクトに多額の資金を提供している 34。

グローバルサウスは、すでに覇権競争の場となっており、インド

と中国がそれぞれ自国の存在感を高めるための活動を活発に展開

している。しかし、グローバルサウスに対する両国のアプローチ

には顕著な違いがある。インドの目的は多くの国の声が反映され

た公平で持続可能な多極的世界秩序を促進することであり、その

ための手段として国際ガバナンス機関の改革や説明責任の強化を
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重視している。それに対して中国の新たなアプローチの原動力と

なっているのは、リベラルな体制を覆し中国が「ポスト西側」の

世界を再構築するという革命的野心である。この競争に加えて、

BRICS プラスが両国に対しトランプ大統領の「アメリカ・ファー

スト（米国第一主義）」政策に対抗するための代替ルートを提供

している。この野心的な目標を達成するためには、インドと中国

の間に強固な信頼関係を築かなければならないが、その実現は容

易ではない。 

それでも中印関係に改善の兆しが見られることは、安全保障上

の懸念の影響を受けにくい分野で、貿易・経済面の交流拡大につ

ながる可能性がある。中国は 2023〜24 年にインドの最大の貿易相

手国となり、二国間貿易の総額は 1184 億米ドルに達した 35。 イン

ドの対中貿易赤字はふくらみ続けており、2023 年には 830 億ドル

を超えた 36。 注目すべきは、インドが中国からの投資の制限を緩

和する可能性を模索していることである 37。 報道によれば、イン

ド政府は電子機器製造セクターにおいて、中国からの投資提案を

承認する方向で調整を進めているという 38。2023〜24 年の経済調

査では、インドが国内製造業を強化し、輸出市場へのアクセスを

拡大するためには中国からの投資を積極的に誘致する必要がある

ことが強く提言された。同調査では、中国からの直接投資を増や

すことでグローバルサプライチェーンとの統合が進み、輸出の伸

びが促進される可能性も指摘された。しかしインド政府は依然と

して慎重な姿勢を崩しておらず、当局者は中国企業の不透明な所

有構造や中国共産党とのつながりに懸念を示している。また、製

造業の振興というインドの目標を中国政府が軽視しているという

見方もある。 

しかし、中印関係の重要性は二国間の枠をはるかに超えるもの

で、地域レベル、世界レベルの安定にも大きな影響を及ぼす。両

国は発展途上国に分類されるが、合計すれば 28 億人超の人口を抱

える大国であり、世界の経済成長を牽引する主要な原動力となっ

ている。トランプ政権の関税政策によって世界経済の不透明感が

増す中、インドと中国の協調は世界経済の安定化に重要な役割を

果たす可能性がある。インドにとって中国との経済関係を強化す

ることは、米国政府の通商政策がもたらす不確実性に対する一種

のヘッジ手段となる可能性が高い。 
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戦略的自律を維持するインド 
安定した市場を長期にわたって維持するためには、インドと中国

の双方がインド太平洋地域における互いの力、地位、役割を認識

し、現在の政治情勢を正しく理解し、妥協点を探らなければなら

ない。自由で開かれた包摂的なインド太平洋という理念を掲げる

インドは、中国をその実現に欠かせない存在と認識している。こ

れを受けて、中国側がインドの役割、自律性、戦略的主体性を認

めることが、この地域の平和と安定を促進する鍵となるだろう。 

中国は、インドを米国との関係というフィルターを通して捉え

ることが多い。インドにとって重要なのは、国益に基づく独立し

た外交政策を明確に打ち出すことによって、こうした中国の認識

を覆すことである。2024 年 11 月 18 日、インドのスブラマニヤ

ム・ジャイシャンカル外相は G20 サミットに合わせて中国の王毅

外相と会談し、インドの「外交政策は原則に基づく一貫性のある

もので、独立した思考と行動に裏打ちされている……インドが他

国の視点を通して、自国との関係を評価することはない」と強調

した 39。この発言は、インドがすでに戦略的自律の強化に取り組ん

でいることを明確に示している。また、インドは中国を押さえ込

もうとする米国の意図に支配され、操作されているという中国の

インド観に対する皮肉でもあった。 

インドは、中国との関係と米国との関係を切り離し、それぞれ

独立したものと見なしている。そのため、中国との関係が改善し

たとしても、そのことが米国との強固な関係に影響を及ぼす可能

性は低い。ジャイシャンカル外相は最近、インドと米国の貿易協

定は「健全なビジネス」としての合理性に基づくものであり、中

国との良好な関係は「相互の利益」に資するものだと述べた 40。 

同様の論理はインドと NATO との関係にも当てはまる。NATO
に加盟しないというインドの選択には、長く非同盟を貫き、戦略

的自律を重視してきた歴史的経緯や、インドが置かれている独特

な地政学的状況が反映されている。インドは、NATO のような同

盟体制には参加しないと繰り返し明言してきた 41。しかしその一方

で、非同盟という立場を維持しつつ、国民の利益を尊重し、貿易

協定や防衛協力といった経済的利益を目的とした関係を、NATO
加盟国と個別に築いてきたのである。NATO とインドは、自由と

民主主義という共通の価値観で結ばれ、インド太平洋地域の安定
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と安全を確保するという関心を共有している。NATO とインドは

正式なパートナーシップで結ばれているわけではないが、「アジ

ア版 NATO」を警戒する中国の反発を受けながらも、戦略的対話

を継続してきた。2021 年にはインドで開催された国際会議「ライ

シナ対話」で、NATO のイェンス・ストルテンベルグ事務総長が

演説を行った 42。 インドは高い軍事力、平和維持活動への貢献、

さまざまな NATO 加盟国との防衛パートナーシップの拡大を通じ

て、世界での影響力を高めている。インドが NATO に加盟してい

ないことは、この地域や世界の安定にインドが果たしている積極

的な役割を妨げるものではない。 

インドの外交政策は多極的世界を支持する方向へと傾いている

が、国際秩序において米国が果たしている重要な役割を踏まえ、

米国と緊密な関係を維持することの重要性も強調している。イン

ドは今後も、自由で開かれた国際秩序、法の支配、民主主義的価

値観といった原則へのコミットメントを堅持していくだろう。一

方、トランプ大統領は今後も中国を地政学上の最重要課題と位置

付ける可能性が高い（本稿執筆時点で関税戦争は激化の一途をた

どっている）。この状況は、米国のゆるぎない戦略的パートナー

としてインドが長きにわたって維持してきた価値をさらに確たる

ものとするだろう。つまり、印中関係の改善はインドと米国の友

好関係に水を差したり、自由で開かれた国際秩序を損なったりす

る可能性は低く、むしろ国際秩序の安定に寄与することになるは

ずだ。 
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